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第3章 模倣品対策の行政救済 

第1節 行政救済概要 

1.行政救済の方法 

中国では、知的財産権侵害に遭遇した場合、権利者は、司法的な解決手段（司法ルート）と、行政的

な解決手段（行政ルート）を通じて、救済を求めることができる。 

「司法ルート」とは、権利者が他人による侵害行為に対して、民事訴訟法に基づいて裁判所に訴訟を

提起し、裁判所は関連法規に基づいて、その権利侵害者に侵害行為の差し止めや影響の除去、謝罪及び

損害賠償といった民事責任を命じる方法である。 

「行政ルート」とは、中国各行政区の地方政府に設置された管轄行政機関が、当事者からの侵害者

の侵害行為に対する取締り請求に基づいて紛争を解決するための方法である。 

「司法ルート」と比べれば、「行政ルート」は、請求手続が簡便で、行政機関が対応する行動が迅速で、

調査・処理が素早く、事件終結までの期間が短く、コストが低いなどのメリットがある。一方で、損害

賠償を請求できず、手続の公開度と透明度が高くなく、不正や職務怠慢に遭遇する不確定な要素、又は

地方保護主義の影響を受けるデメリットがある。そのため、侵害事件において、行政ルートにより解決

できない場合、又は侵害者に対する取締りが一時的であるために侵害の再発が懸念される場合、さらに

裁判所に民事的な救済を求めることを検討すべきといえる。また、侵害者の侵害行為の情状が重大であ

り、刑事訴追基準に達する可能性があると判断した場合、刑事捜査機関の公安局に告発することが考え

られる。 

 

2.模倣品の類型と対応する行政機関 

知的財産権侵害行為に対して「行政ルート」にて救済を求める場合、模倣品の類型により、それぞれ

対応する行政機関に請求しなければならない。中国は日本と異なり、中国各行政区の地方政府におい

て、それぞれの管轄行政機関が設置されている。 

 

（1）商標権侵害 

⚫ 2018 年の機関改革により、工商行政管理局が市場監督管理局に合併されたため、商標権侵害又

は不正競争行為侵害の管轄行政機関は工商行政管理局から市場監督管理局に変更された。なお、

原則として市場監督管理局が管轄するようになったが、実務上、一部の地域では、知識産権局が

知財業務にかかる総括管理機関として、市場監督管理局と併行して、商標の取締業務を管轄する
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場合もある。 

⚫ 国家市場監督管理総局は、国務院の直属機関として北京に設置され、各省、市には省級市場監督

管理局と市級市場監督管理局が設けられている。各都市は区域に応じた管轄区に分けられ、若干

の市場監督管理支局も設けられている。国家市場監督管理総局と省級市場監督管理局は職能機構

であって、具体的な取締行動を行わない。 

⚫ 各地方市場監督管理局は、上級機関の指導を受け、地方レベルで商標法に基づく商標侵害行為の

取締り及び不正競争法に基づく不正競争行為の取締り、紛争調停などを行う。地方市場監督管理

局では、商標権侵害行為を認定した場合、侵害行為の差止め、侵害行為を構成する商品及びこれ

ら商品の製造又は登録商標表示の偽造に用いられる専有設備の没収、廃棄をすることができ、行

政罰として罰金を課すことができる。 

⚫ 商標権侵害又は不正競争行為侵害に遭遇し、行政ルートにより救済を求めたい場合、各地方市場

監督管理局に対して取締りを請求できる。ただし、侵害によって生じた損害について、その賠償

請求を命ずることや、損害賠償額を認定することができない。 

（2）専利権侵害 

⚫ 従来、専利権侵害の管轄行政機関は各地の知識産権局であったが、2018 年の機関改革により、

国家知識産権局は国務院の直属機関から国家市場監督管理総局により管理された国家局になっ

た。それに応じて、各省、市には設けられた省級知識産権局と市級知識産権局もそれぞれ省級市

場監督管理局と市級市場監督管理局に合併されている。現在、広東省のような市場監督管理局に

合併され、知識産権局の看板が掲げられている地域もあれば、北京、天津のようなまだ合併され

ていない地域もある。よって、専利権侵害にかかる行政摘発を申し立てるとき、地域によって地

方の市場監督管理局又は知識産権局が管轄するようになっている。現在は移行期にあるため、申

し立ての際には管轄行政機関がどこであるかを確認する必要がある。 

⚫ 地方市場監督管理局（知識産権局）は、上級機関の指導を受けて、地方レベルで専利法など（日

本の特許法、実用新案法、意匠法に該当する）に基づき、行政ルートにおける専利権紛争事件を

処理する。そのため、専利権侵害事件で行政ルートにより救済を求める場合、地方市場監督管理

局（知識産権局）に取締りを請求することができる。 

⚫ 地方市場監督管理局（知識産権局）の人員配置及び技術理解等に係る能力からすると、実務上、

実用新案権や意匠権に係る侵害事件に係る処理については問題がないが、発明特許権に係る侵害

事件を処理することについては限界があり、できるだけ訴訟を通じて解決したほうがよい。 



109 

⚫ 地方市場監督管理局（知識産権局）は、当事者の申立事件を受理し、侵害の事実を認定した場合、

侵害行為の差止め、侵害製品の専有製造設備の廃棄、侵害製品の廃棄などを命令することができ

る。侵害によって発生した損害について、その賠償請求を命ずることや、損害賠償額を認定する

ことはできないが、当事者の請求を受けて、損害賠償額について調停を行うことはできる。調停

が不調或いは不可能な場合には、当事者は民事訴訟法に基づいて、裁判所に提訴することができ

る。 

（3）著作権侵害 

⚫ 2018 年の機関改革により、国家新聞出版総署（国家版権局）は、国務院の直属機関である中央宣

伝部に移行され、国家新聞出版署（国家版権局）に名称変更された上で、新聞出版管理業務を執

行している。国家新聞出版署（国家版権局）は北京に配置され、各省、市には省級版権局と市級

版権局が設けられている。地方版権局は基本的に地方広播電視新聞出版局と同一機関に属するこ

とになっているが、二つの異なる看板が掲げられている。 

⚫ 通常の著作権侵害に遭遇した場合、地方における市級版権局に取締りを請求することになるが、

重大な事件である場合には、国家版権局又は省級版権局に取締りを請求することが可能である。

また、市場監督管理局は知的財産侵害にかかる総合的行政執法機関として著作権侵害事件を管轄

することもできる。 

⚫ 上記のとおり、取締りを担当する具体的な管轄行政機関は、地域によって異なる可能性があるた

め、申し立ての際に確認する必要がある。 

⚫ 版権局又は市場監督管理局が著作権侵害の事実を認定した時、警告、行政罰金、侵害行為の差止

め命令、不法に得た利益、侵害品複製に用いた装置の没収及び侵害品の廃棄などをすることがで

き、加えて行政罰としての罰金を課すことができる。 

（4）その他の取締り管轄機関：税関による被疑貨物の差押さえ 

⚫ 税関は「知識産権税関保護条例」に基づいて、中国から輸出入される知的財産権侵害品の取締り

を行うことができる。 

⚫ 知的財産権者は、中国で取得した知的財産権をあらかじめ税関に登録し、自社の知的財産権の侵

害品が中国から外国に流出する際、その侵害品を差押え、国外へ流出することを防止するように

税関に要請することができる。 
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第2節 模倣品対策の一般行政取締 

1.市場監督管理局による取締り 

（1）適用法律と取締対象 

中国では、「中華人民共和国商標法」「不正競争防止法」「中華人民共和国専利法」「中華人民共和国

著作権法」等の法律・法規を根拠として、知的財産権侵害の模倣品に関する取締りを実施している17。 

市場監督管理局は、知的財産権侵害事件に対する総合的行政執行機関であり、同機関の所管する取締

りの対象には、商標権や専利権を侵害する製品を製造・販売する業者や個人だけでなく、海賊版の書籍、

録画・録音著作物、ソフトウェア等の著作権を侵害する業者又は個人も含まれている。 

 

（2）商標権侵害案件の取締手続き 

商標権者は、自分の登録商標専用権が他人に侵害された場合、侵害行為発生地、又は侵害製品を製造

する区・県級以上の市場監督管理局（以下、「市監局」という）に取締りを請求することができる。取

締りを請求する場合、関連書類及び証拠を提出する必要がある。具体的な書類、市監局の処理過程、並

びに処理結果などについて、以下のとおり紹介する。 

 

提出書類及び証拠 

① 外国企業が請求をするには代理人を利用する必要があり、授権委任状が必須となる。 

② 権利者の有効な全部事項証明書と商標登録証明書を提出する。 

③ 請求対象、侵害事実と事由、法的根拠及び処理要求等の内容を明記した取締請求書類を提出する。 

④ 必要な権利侵害証拠と証拠の出所を提出する必要があるが、それには権利侵害実物、権利侵害標

識、写真等が含まれる。 

⑤ 商標権者が在日本の企業である場合、①の「授権委任状」及び②の「全部事項証明書」について

は、日本で公証・認証を行う必要がある。 

  

 
17 本項では商標侵害案件及び専利権侵害案件の取締手続の詳細を掲載し、著作権侵害案件の行政取締については、次項（版権

局による取締）にて詳細を掲載する。なお、市監局における著作権侵害案件の取締手続の概要は、商標権侵害案件の取締手続

に準じるため、そちらを参考いただきたい。 
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取締手続きの請求過程 

⚫ 管轄権を有する市監局へ取締りを請求する際には、事前に予約を入れる必要がある。 

⚫ 市監局の担当官は、請求者より提出された関連書類等を厳密に審査し、書類上の不備がないと判

断した場合はそれを受理する。 

⚫ 各地方の市監局により、取締り方法は異なるが、一般的な地方市監局は、案件を受理した後、具

体的な管轄権を有する市監支局又は市監所に案件を処理させるための連絡をする。管轄権を有す

る市監支局又は市監所は、管轄区内の企業又は店舗を管理するため、直接取締り行動を行うこと

が殆どである。 

⚫ 取締りの実施日については、担当官の都合に合わせて、請求を受理した日となることもあるが、

後日に取締りが実施されることの方が多い。 

取締りの実施 

⚫ 取締り時に、権利侵害製品を見つけた場合には、市監局はその侵害製品等を差押える。 

⚫ 一般的には、市監局は、被請求者に 15 日間の答弁期間を与え、非侵害証拠を提出するように求

める。被請求者が非侵害証拠を提出しない場合、現地市監局より上級市監局へ報告し、行政処罰

決定の発行を請求する。 

⚫ 同市監局は上級市監局より許可を得た後、行政処罰書を発行し、押収した侵害商品を処分する。 

⚫ 被請求者に対する行政処罰決定の発行については、90 日間以内に処理する必要があるが、複雑な

案件については、当該期間を延長することが認められている。 

⚫ 犯罪の疑いがある場合は、公安局に移送する。 

⚫ 市監局の処分に対して不服がある場合、被請求者は行政復議を提出することができる。市監局は、

当該行政復議が類似商標侵害案件又は渉外案件である場合には、上級市監局の法律処に報告し

て、侵害の有無に係る判断を求めた後、処理する。 

 

（3）専利権侵害案件の取締手続き 

専利法第 65 条に基づき、専利権侵害案件についても、侵害行為地、又は侵害製品を製造するメーカー

所在地の地方市場監督管理局（知識産権局）に取締りを請求することができる。取締りを請求する場合

に提出が必要な関連書類及び証拠、その処理の過程、並びに処理結果などについて、以下のとおり紹介

する。 
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提出書類及び証拠 

① 外国企業が請求をするには代理人を利用する必要があり、授権委任状が必須となる。 

② 権利者の有効な全部事項証明書を提出する。 

③ 国家知識産権局より公告された係争専利権証明の謄本、専利明細書と前回の年金納付の領収書の

写しを提出する。 

④ 権利侵害対象、侵害事実と事由、法的根拠及び請求事項等を明記した取締請求書類を提出する。 

⑤ 被請求者が権利者の許諾を得ずに、その専利を実施したことを証明できる書証、物証、鑑定結果

などの関連証拠を提出する。 

① 権利者が在日本の企業である場合、①の「授権委任状」及び②の「全部事項証明書」については、

日本で公証・認証を行う必要がある。 

取締り受理 

⚫ 管轄権を有する市場監督管理局（知識産権局）に対して取締りを請求する場合には、事前に予

約を入れる必要がある。 

⚫ 市場監督管理局（知識産権局）の担当官は、請求者より提出された関連書類等を厳密に審査

し、書類上の不備がないと判断した場合はそれを受理する。 

実地検証と口頭審理 

⚫ 市場監督管理局（知識産権局）は、正式に受理した後、実地検証を実施する。実地検証は、市

場監督管理局（知識産権局）が相手側に通知することなく、相手側の所在地へ赴き、侵害品に

対する調査を行い、必要に応じて、被疑品のサンプルリングも行い、侵害品の在庫、製造状況

などを確認の上、記録するという手続きである。通常、実地検証には請求者が同行することに

なるが、同行できない場合には、実地検証の現場で、市場監督管理局（知識産権局）の担当官

が請求者の申請書及び証拠を被請求者に交付する。 

⚫ 実地検証を行なった後、被請求者は、答弁期間内に答弁を行い、市場監督管理局（知識産権

局）は合議体を構成して、当事者へ通知の上、口頭審理を行う。口頭審理の通知は、遅くとも

口頭審理開催の5日前までに当事者に告知する。 

⚫ 合議体は、口頭審理を開催し、合議を行った上で、被請求者の行為が侵害に該当するか否かに

ついて判断する。被請求者の行為が権利侵害に該当すると判断した場合は、行政取締りを行な
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う。 

処理結果 

⚫ 専利権侵害紛争について、市場監督管理局（知識産権局）は、侵害者の侵害事実及び関連証拠に

基づき、係争専利権への侵害行為が成立するか否かを判断し、侵害行為が成立する場合、侵害行

為の差し止めを命じる旨の決定書を発行する。 

⚫ 専利の偽造・偽称行為について、市場監督管理局（知識産権局）が案件調査を経て、専利の偽造・

偽称行為が成立する場合、専利の偽造・偽称行為を実施した者に対して行政処罰を課す。仮に、

専利の偽造・偽称行為が犯罪を構成する可能性がある場合は、公安局に移送する。 

⚫ 専利権侵害取締り案件において、市場監督管理局（知識産権局）は通常立件から 3 ヶ月以内に処

罰決定を下し、案件を終結させる。事情により、期限を延長する必要がある場合、1 ヶ月間延長

することができる。再度期限を延長する必要がある場合は、局長の決裁が必要である。 

 

（4）日本企業の注意点 

企業において、知的財産権管理を強化し、企業に潜在する知的財産の巨大な商業的価値を発掘するこ

とは、激化する競争におかれている企業にとって必要不可欠なものとなっている。日本企業、特に大手

企業においては、既に知的財産権保護活動を核とする戦略発展モデルが形成されている。しかし、中国

では市場経済が開始されてから比較的時間が浅く、知的財産権に対する法的保護システムがまだ不完全

で、かつ少数企業の知的財産権に対する意識が比較的希薄であるため、日中企業の間では知的財産権に

係るトラブルが常に発生している。このような状況に適切に対応し、自社の合法的な権益を保護するた

めに、以下について留意することが大事である。 

現在、模倣業者の模倣技術が向上し、模倣品取引もさらに隠匿することが多くなり、模倣品を製造・

販売する場所を特定することが難しくなっている。そのため、正式な取締りの前に十分に調査する必要

がある。たとえ、侵害証拠を入手したとしても、取締り時に、空振りになれば、行政機関にとっても好

ましくないことである。 

また、一部の行政機関は、侵害証拠について、より厳しい要求をするようになってきている。そのた

め、正式に取締りを請求する前に行政機関に連絡を取り、証拠に関する要求の詳細を確認することが重

要である。 

専利権侵害案件の処理において、侵害行為が成立すると認定された場合、権利侵害者に対して即時に
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権利侵害行為を停止するよう命じることができる。また、当事者の請求に応じて、専利権侵害の賠償金

額について調停を行うことができる。調停が合意に至らなかった場合、当事者は裁判所に訴訟を提起す

ることができる。よって、専利侵害行為の差止めを早期に求める場合、行政取締りを請求するのが効率

的だと考えられるが、十分な損害賠償額ないし懲罰的損害賠償額を求める場合、侵害訴訟を提起するの

が望ましい。 

また「特許行政法執行弁法」には、「特許権侵害紛争が実用新案又は意匠に係る場合、特許行政管理

局は請求者に対して国家知識産権局が発行した専利権評価報告書の提出を求めることができる」と規定

されている。実際に評価書の提出を求められるケースも多いため、地方市場監督管理局（知識産権局）

へ取締りを請求する場合には、事前に実用新案又は意匠に係わる評価報告書を準備したほうがよい。さ

らに意匠権侵害事件の場合、市場監督管理局（知識産権局）は、意匠権の図面と侵害製品の間の対比図

を要求することが多いので、事前にその対比図を準備する必要がある。 

 なお、行政摘発の申請においては、行政機関へ納付する官費はない。 

 

（5）関連取締事例 

◆ 事例①A社に対する登録商標侵害事件 

A 社は××××××号商標（指定商品：第 9 類 娯楽機など）の商標権者である。同社は、広東省

広州市番禺区のある会社が類似商標が表示されたアーケードゲーム機を製造・販売していたのを発見

し、広東省広州市番禺区市場監督管理局に、自社への商標専用権侵害として取締りを請求した。当市

監局は、事件を受理した後、当該企業を現場にて調査し、18 台の被疑侵害品を押収した。調査・鑑定

を経て、被疑侵害品は第××××××号商標の指定商品と類似商品に該当し、表示された商標は第×

×××××号商標と類似商標に該当し、関連公衆の混同誤認を容易に生じると判断された上で、違法

経営額は 116,000 元だと認定された。最終的に、番禺区市監局が、侵害者が商標法第 57 条第 2 項違

反とし、侵害者に商標法第 60 条第 2 項の規定に基づいて①侵害品 18 台を没収・廃棄し、②180,000

元の罰金を科するとの行政処罰を与えた。 

 

◆ 事例②C社に対する意匠権侵害事件 

C 社は、タイヤにかかる中国意匠専利（専利番号：ZL××××××、ZL××××××）を保有して

いる。同社は、中国のあるタイヤグループ会社が製造・販売しているタイヤが、その保有する専利を侵

害していたことを発見した。調査処理の効果を保証するために、C 社は、法律事務所に対して係争専利
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と関連製品に係る分析と鑑定を依頼し、侵害者所在地の知識産権局に対し取締りを請求した。知識産権

局が、関連資料及び「答弁通知書」を当該グループ会社に送達してから、相手側は答弁書を提出した。 

調査において、当該グループ会社から和解請求が提出された。相手の和解による誠意を考え、C 社も

和解に同意した。数回にわたる交渉と弁護士の努力によって、双方は、知識産権局の調停の下で、和解

協議に最終合意した。つまり、当該グループ会社は、直ちに関連製品の製造、販売と販売の申し出行為

を停止し、在庫の被疑侵害製品を廃棄し、和解金を支払い、関連金型を廃棄し、かつ今後 C 社の知的

財産権を一切侵害しないと保証することに同意した。知識産権局は、法により調停協議書を発行して双

方の和解協議が有効であることを確認した。 

 

◆ 事例③著作権侵害事件 

義烏市市場監督管理局は、権利者の取締り請求を受けて、権利者の「XYZ」美術作品（国作登字×

×××××）にかかる著作権を侵害した疑いがある XYZ の玩具を販売しているという事件を受理し

た。当局は現場で調査し、計 16,704 元の被疑侵害品を押収した。被疑侵害品に表示された図案は美

術作品（国作登字××××××）の XYZ 図案と一致したことが判明された。また、被疑侵害者は合

法の著作権証明材料を提出できなかった。よって、その製造・販売行為は著作権侵害に該当すると判

断された。当局は著作権法第 48 条第 1 号の規定に基づいて、侵害者に①侵害行為を停止し、②侵害

品を没収し、③16,800 元の罰金を科するとの行政処罰を与えた。 

 

2.版権局による取締 

（1）適用法律と取締対象 

新聞出版広電局（版権局）は、主に「中華人民共和国著作権法」「中華人民共和国著作権法実施条例」

「コンピューター・ソフトウェア保護条例」「情報ネットワーク伝達権保護条例」「コンピューター・ソ

フトウェア著作権登録弁法」、「著作物自由意思登録弁法」「著作権行政処罰実施弁法」「万国著作権条約

（UCC）」などの法律、法規、規章、国際条約を準拠法として、取締りを実施している。 

新聞出版広電局（版権局）の取締り対象は、主に海賊版の書籍、録画・録音著作物、ソフトウェア等、

及びそれらを製造・販売する企業又は個人である。 

また、インターネットの普及に伴い、その取締対象も拡大されつつある。現在は、著作権者からの授

権を得ずに文字著作物、音楽著作物、録画・録音著作物等の著作物をインターネットにアップロードし、

公衆にダウンロード、オンライン放送などのサービスを提供するウェブサイトの経営者や、正規のイン
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ターネット・ゲームを模倣するゲーム経営者等が取締りの対象になっている。 

 

（2）取締手続き 

提出書類及び証拠 

① 外国企業が請求をするには代理人を利用する必要があり、授権委任状が必須となる。 

② 権利者の有効な全部事項証明書を提出する。 

③ 合法的な権利証明を提出する。 

④ 当事者の姓名（又は名称）、所在地及び取調べを要求する根拠となる主な事実・理由を説明した

取締請求書類を提出する。 

⑤ 被侵害著作物（又は製品）及びその他の証拠を提出する。 

⑥ 権利者が在日本の企業である場合、①の「授権委任状」及び②の「全部事項証明書」については、

日本で公証・認証を行う必要がある。 

取締り手続き請求過程 

⚫ 著作権侵害事件に遭遇した場合、事件の性質により、中国新聞出版総署（国家版権局）、又は地

方新聞出版広電局（版権局）へ取締りを請求することができる。 

⚫ 新聞出版広電局（版権局）へ取締りを請求する際には、事前に予約を入れる必要がある。 

⚫ 新聞出版広電局（版権局）の担当官は、請求者より提出された関連書類等を厳密に審査し、書

類上の不備がないと判断した場合はそれを受理する。 

⚫ 各地方の新聞出版広電局（版権局）により、取締り方法は異なるが、一般的な新聞出版広電局

（版権局）は、案件を受理した後、文化執法管理機関という部門に連絡する。新聞出版広電局

（版権局）の担当官は、文化執法管理機関と一緒に取締り活動を実施する。 

⚫ 取締りの実施日については担当官の都合に合わせて、申請を受理した日となることもあるが、

後日に取締りが実施されることの方が多い。 

処理結果 

⚫ 新聞出版広電局（版権局）は、侵害事実及び関連証拠に基づいて、侵害行為が成立し、侵害と

認めた場合、被請求者に対する処分を行い、行政処罰決定書を発行することができる。 

⚫ 犯罪の疑いがある場合は、公安局に移送する。 
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（3）日本企業の注意点 

著作権侵害で取締手続を請求する際に、日本企業は以下の点に留意する必要がある。 

著作権侵害行為を発見し、新聞出版広電局（版権局）へ取締りを請求する際には、著作権を保有する

ことの証明が必要となる。版権局に著作権登録をしている場合、これを著作権を保有する初歩的な証明

として利用することができるが、著作権は、商標権や専利権と異なり、著作物が生まれた段階からその

権利が発生するため、自分が創作した著作物について登録手続きを行っていない著作権者も少なくない。

著作権侵害行為を発見した際に迅速に対応ができるよう、自社が創作した著作物、又は設計されたソフ

トウェア著作物について、早めに版権局へ著作権登録手続きをする方が得策である。 

また、著作権侵害で取締り手続を請求する際に、普通の著作物であれば、真贋製品の対比図を提供す

るのが好ましいが、ソフトウェア著作権侵害事件について、新聞出版広電局（版権局）では技術的な能

力に限りがあるので、請求者は、事前に専門的な鑑定局へ依頼して鑑定書を準備したほうがよい。 

 

（4）関連取締事例 

◆ 事例①著作権侵害事件 

2019 年 7 月 1 日、北京市文化市場行政法執行総隊は中央宣伝部著作権管理局から移送された案件を

受理した。移送書類によれば、D 社は、E 社が許諾なしに、運営するウェブサイト X を通じて自社の

作成した「一帯一路」に関するニュースと関連写真計 250 件を公衆に伝播した行為が、著作権侵害に

該当するとし、取締りを請求した。E 社はニュースが作品に該当しないと反論したが、伝播された内容

は、ニュース事件への簡単な報道だけではなく、国家間の協力歴史への回顧であり、記念すべき事件へ

の報道で形成された独創的な表現であるとし、文字作品に該当すると認定された。最終的に、北京市文

化市場行政法執行総隊は E 社の関連行為が著作権侵害に該当するとし、20 万元の過料を科すとの行政

処罰を与えた。 

 

3.税関による水際措置 

（1）税関差止めと適用法律 

税関の知的財産保護とは、税関において国家の法律や行政法規によって保護を受ける知的財産権侵

害物品の輸出入を法によって取締ることで、日本では「水際措置」と言われている。税関は、輸出入

貨物の管理機関として、輸出入貨物に対し効果的な管理を実施することが可能であり、知的財産権の
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侵害被疑物品の輸出入への取締りにおいて、重要な役割を果たしている。 

中国における税関の取締制度は、主に「中華人民共和国知識産権税関保護条例」（以下、「条例」とい

う）及び「中華人民共和国知識産権税関保護条例の実施弁法」（以下「実施弁法」という）に基づいて

実施している。 

上記の法律規定に基づいた知的財産権の税関保護制度は、中国の法律及び行政法規の保護を受ける

商標専用権、著作権、発明特許権、実用新案権、意匠権の知的財産権に係わる輸出入貨物に対して保護

を実施する制度なので、税関の取締制度の取締り対象は、上記の知的財産権を侵害した輸出入貨物であ

る。 

 

（2）税関登録及び取締手続き 

中国税関の取締制度において、「知的財産権の税関登録」は、非常に重要なもので、中国税関の知的

財産権保護の重要な一環となるため、取締手続きと一緒に具体的な内容について紹介する。 

・税関登録の役割 

「条例」の規定によれば、侵害品の差押えの申請をする上で、税関総署に対する知的財産権の登録は

制度上の義務ではないものの、事前に登録すれば、侵害品の差押えの申請を簡略化することができ、権

利者の利益の保護に対し非常に有効である。 

 

メリット 

⚫ 知的財産の税関登録後、税関総署は、オンライン上で全税関にその内容を通知する。全税関は、

登録された知的財産権に関する製品の輸出入状況を監督することにより、被疑製品の輸出入状況

を正確に把握することができ、知的財産権の保護が強化される。 

⚫ 事前登録し、権利侵害被疑貨物の差押えを申請する場合、申請書には税関登録番号を記入するだ

けで済む。一方、事前登録なしに、税関に差押えを申請する場合、知的財産権に関連した各種の

書類や証拠を提出するなど煩雑な手続きが必要となるため、事前に登録したほうが便利で、メリ

ットが多いのは明白である。 

⚫ 申請に対する審査期間についても、事前登録をした場合に提出する資料は、登録していない場合

より少なくてすむため、提出資料の審査期間や被疑製品の差押えに関する審査期間を短縮するこ

とができる。 
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・税関登録の手続き 

ステップ 

① 税関総署のウェブサイト18で登録システムを通してユーザーアカウントを登録する。 

② 税関総署のウェブサイト上の登録システムに権利者の関係情報を記入する。  

③ オンラインで税関総署に権利登録申請を提出する。  

④ 税関総署が審査を行う。  

⑤ 税関総署により受理してから 1 ヶ月－2 ヶ月後、審査結果を自らオンラインで確認する。 

 

・税関登録に必要な提出書類 

提出書類（商標を例とする） 

⚫ 権利者の身分証明書の写し 

⚫ 知的財産権の税関登録を申請しようとする商標権の登録証書の写し 

⚫ 税関総署が指定した授権委任状（公証・認証不要） 

⚫ 代理人の身分証明書 

※以下は、任意提出書類資料であるため、必ずしも提出しなくてもよいものである。 

⚫ 権利侵害被疑品の写真又はサンプル 

⚫ 既に把握した権利侵害品の輸出入状況に関する証拠 

⚫ 知的財産権の税関登録を申請しようとする商標権の使用許諾状況 

 

税関登録が完成した後、税関総署の登録システムを通じて、知的財産権のライセンシー又は

合法的な輸出入者のホワイトリストを作成（登録）することができる。当該リストの登録は、権

利者から提供された情報に基づき、代理人がオンライン上で実施することのできる、非常に簡

便な手続となっている。  

各地方の税関は、税関総署に登録されている知的財産権を侵害するおそれがある製品を見つ

 
18 http://202.127.48.145:8888/ 

ホワイトリスト登録について 



120 

けた場合、その輸出入者がホワイトリストに記載されている業者であれば、当該製品を通関さ

せる。一方、ホワイトリストに記載されていない業者である場合、当該製品を被疑侵害品とし

て扱い、仮差し押さえてから、権利者に侵害品であるかどうかの確認をする。  

ホワイトリストを税関に登録することにより、合法的に製品を輸出入する業者の通関に要す

る時間を短縮できるだけでなく、通関の際に、わざわざ知的財産権証明書類等を提出しなくて

もよくなるため、他社による類似の知的財産権登録により、仮差し押さえとなるリスクも避け

ることができる。  

 

税関の差押え手続は、「請求による差押え手続」と「職権による差押え手続」の 2 種類に分けられる。

「請求による差押え手続」は、主に知的財産権者が被疑侵害品を発見し、税関へ差押えを請求した場合

に、実施されるものである。一方、「職権による差押え手続」は、税関が、税関登録済みの知的財産権

に対する侵害を発見した場合に、権利者に通知し、権利者の申請を経て実施される差押え手続のことで

ある。具体的には以下のとおりである。 

 

請求による差し押さえ手続き 

① 知的財産権者は、被疑侵害品が輸出入されていることを発見した場合、請求書及び関係証明書類

並びに侵害事実が明らかに存在することを十分に証明できる証拠を提出し、製品の輸出入地の税

関において、被疑侵害品を差押えるよう請求することができる。 

② 権利者が税関に被疑侵害品の差押えを請求する場合、当該被疑侵害品の価値に相当する担保金を

税関に提出しなければならない。 

③ 権利者は被疑侵害品の差押えを請求する場合において、法律規定に合致する差押えの請求を提出

し、かつ法律に規定した担保を提供したときは、税関は被疑侵害品を差押えなければならず、書

面にて知的財産権者に通知し、税関差押え証明書を荷送人又は荷受人に送付する。権利者の請求

が関係法律に合致しておらず、或いは担保を提供しなかった場合、税関は請求を棄却し、書面に

て知的財産権者に通知しなければならない。 

④ 差押えの日から 20 作業日以内に、裁判所による貨物の差押えに関する通知を受領していない場

合、又は、知的財産権者による通関許諾の通知を受領した場合、税関は被疑侵害品を通関しなけ

取締り手続について 
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ればならない。 

⑤ 荷受人又は出荷人は、差押えられた被疑侵害品について、通関を請求する場合は、書面説明及び

被疑侵害品に相当する担保金を提出しなくてはならない。荷受人又は出荷人による被疑侵害品の

通関請求が前記の要求を満たす場合、税関はこれを通関し、かつ、知的財産権者に通知しなくて

はならない。 

職権による差押え 

① 税関は、輸出入貨物に知的財産権の権利侵害の疑いがあることを発見した場合、貨物の通関を中

止し、直ちに知的財産権者に通知する。 

② 知的財産権者は通知の送達日から 3 営業日以内に差押えの請求書を提出しなくてはならない。な

お、税関の同意を得た場合には、貨物を見ることができる。 

③ 知的財産権者が差押えを請求した場合は、担保金を提供しなければならない。 

④ 税関は被疑侵害品を差し押さえる場合、書面にて知的財産権者に通知するとともに、税関差押え

証明書を荷送人又は荷受人に送付する必要がある。知的財産権者が期限以内に請求を提出しな

い、又は担保を提供しなかった場合、税関は被疑侵害品物を差押えてはならない。 

処罰 

調査の結果、差押えた被疑侵害製品が権利侵害品と認定された場合、税関は当該侵害製品を没収す

る。税関は、その没収した侵害製品について、法令に基づき、①又は②のいずれかによって処分する。

なお、これらの規定によって処分ができない場合、没収した侵害品を破棄する。 

①  関連貨物は、社会公益事業に直接利用でき、又は知的財産権者が買付する意思をもつ場合、貨

物を関係公益機構に移送して社会公益事業に用い、又は有償にて知的財産権者に譲渡することが

できる。 

②  関連貨物について、上記の規定により処置できず、かつ侵害特徴を除去できる場合、侵害特徴

を除去した後、法により競売することができ、貨物競売の所得代金を国庫に上納する。 

 

（3）日本企業の注意点 

通常、税関は、被疑侵害製品を発見した場合、権利者又は権利者の代理人に E メールで連絡するとと

もに、税関通知の受領後、3 営業日以内に回答すべきである旨の通知を E メールで送付する。このよう

な通知を受けた場合、積極的に対応することが好ましい。 
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たとえ、権利侵害にならない場合でも、適時に権利侵害ではない理由を税関に提出しなければならな

い。期日内に回答しない場合、権利者が税関からの通知を無視しているとみなされ、今後被疑侵害品を

発見しても、通知が来なくなる可能性がある。自身の正当な権利を守るためには、侵害の有無にかかわ

らず、税関の通知を受領した後、期日内に確実に回答するのが望ましい。なお、設定された期間内に権

利侵害品であるかどうかを判断することが難しい場合、税関に事情を説明し、1～2日程度の猶予をもら

える可能性もあるので、必要に応じて税関に相談をしてみることを推奨する。 

 

（4） 関連差止め事例 

◆ 事例①義烏税関による有名ブランド模倣品差止め事件 

義烏某会社は 2020 年 10 月 8 日、杭州税関所属の義烏税関に対する輸出申告を行った。申告品の名称

が「○○」の鞄だった。「○○」関連商標は税関登録を受けているため、義烏税関は、申告書を審査し、

輸出先の国名、申告品及びその取扱企業などの情報から、当該貨物の「○○」関連商標権を侵害するリ

スクが高いと判断し、商標権者の税関代理人に通知した。代理人は商標権者と報告し、鑑定を経て侵害

と確定した上、担保金を納付し、押収を申請した。義烏税関は調査を経て最終的にそれらの鞄が商標権

侵害に該当すると判定し、法により「○○」商標付きの鞄合計 331 点を没収し、侵害者に 1870 元の過

料を科するとの行政処罰を与えた。 

 

(１)問題の概要 

近年、中国における模倣品対策を講じる上で、輸出専用 OEM 品19に関する問題が顕在化している。典

型的な例をあげると、商標権者による税関登録に基づいて税関が疑義貨物を差し止めた際に、輸出者が

「輸出専用 OEM 品なので商標権侵害を構成しない。」との抗弁をするケースがある。従来、民事訴訟に

おいても、輸出専用 OEM 品は中国における商標の使用には当たらないと判断され、さらに商標権侵害

に該当しないとされたケースが多くあるが、2019 年、「HONDAKIT」事件20に関する再審判決の公表に

より、輸出専用 OEM 品への考え方は一変した。 

 
19 OEM（Original Equipment Manufacturer）とは、他社ブランドの製品を受託製造することをいう。特に、輸出

専用 OEM 品とは、中国国外からの製造委託を受けて製造された製品であり、全量委託元の国に輸出されるた

め、中国国内では流通しない製品を指す。） 
20 最高人民法院 2019 年 9月 23 日（2019）最高法民再 138 号 

輸出専用 OEM 品に関する問題 
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まず、同判決では、輸出専用 OEM 品が商標の使用に該当するかどうかについて「製造又は加工され

た製品には、表示方式又はその他の方法で商標を使用した場合、商品の出所を区別できる可能性がある

限り、当該使用は、商標法上の『商標の使用』に該当すると認定されるべきである」と示した。それは

従来の考え方と正反対のものであるといえる。 

同判決では、関連公衆の認定について「被疑侵害商品に関連する消費者と経営者の二種類の主体を含

む。二種類の主体に対して、関連公衆は国内での一種の状態であるとも理解できず、被疑侵害品は海外

のみで流通していることも簡単に認定できない。中国の改革開放と国際貿易交流の発展に伴い、関連公

衆は海外でも被疑侵害品を接触し、かつ混同を生じさせる可能性があり、被疑侵害商品は海外から国内

に回流し、関連公衆に混同を生じさせる可能性もある」と示した。つまり、輸出専用 OEM 品について

も中国関連公衆の接触可能性が認められたということである。 

また、同判決では侵害の該当性について「本件にいて、A 社と B 集団がその訴えられたオートバイに

おいて『HONDAKIT」の文字や図形を使用し、かつ『HONDA」の部分を大きく顕著に記載し、『KIT』

の部分を縮小して記載した。同時に、Ｈのアルファベットと類似の翼状の部分を赤色で表示し、本田技

研社が保護要請された 3 件商標とは同一又は類似商品における類似商標を構成する。上述のとおり、訴

えられた侵害行為は、商標の使用に該当し、かつ関連公衆の誤認、混同を生じさせる可能性があるため、

本田技研社の商標専用権を侵害した」と判断した。この点、侵害の判断基準は基本的に従来の考え方と

一致するものであるといえる。 

同判決は最高人民法院が公表した指導的意義を有する判決であり、今後、輸出専用 OEM 品における

商標の使用は、同判決の判断基準に基づいて商標権侵害が認められる可能性が高くなると考えられてい

る。 

 

(２)対応策 

以下、「輸出専用 OEM品に商標を付すことは商標権侵害に該当する可能性もある」と判断されてしまう

ことも念頭におきつつ、事業者として留意すべき点についてまとめる。 

① 中国における商標権の取得 

まず中国において商標権を取得し、税関登録しておくことが重要である。税関からの通報により、問

題の発生に気づくきっかけになるためである。また、模倣品業者による、輸出専用 OEM 品である旨の抗

弁が虚偽であった場合には、当然ながら、商標権を行使することで模倣品を差し止めることができる。

なお、第三国への流通を念頭におけば、英語や中国語に限らず、アラビア語等の登録も検討することが
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望ましいといえる。 

 

② 中国からの輸出時の対策 

税関において、自社の登録商標と同一又は類似する商標を付した商品が発見され、輸出者が「輸出専

用 OEM 品である」との抗弁をした場合を考えてみよう。その際、抗弁が虚偽の事実に基づく可能性が考

えられる。この場合には、少なくとも以下の 3 点について「正規の OEM 輸出品」であることを、輸出者

に公的な証明資料を提出させた上でチェックするよう税関職員に求めていくことが重要である。 

 

Ⅰ.「輸出専用」であるかどうかの確認 

中国国内にその商品が流通、販売されることが、本当に全くないのかどうかを確認することが重要で

ある。輸出者に証明を求める、又は国内流通の事実をつかんでいる情報を権利者が提出することにより、

税関が前向きに対処してくれるようになると考えられる。 

 

Ⅱ.「輸出先国での商標権の存在」及び「OEM契約が正当であることの存在」の有無 

輸出先の第三国において、OEM 品の発注者が適法な商標権を有しているかどうかを、税関に確認して

もらうことは重要である。これまで中国におけるいくつかの判決において、輸出専用 OEM 品の受注者（輸

出者）は、発注者（輸入者）が輸出先において商標権を有するか否か注意する義務を負っていることが

示唆されているからである。第三国に該当する商標権が存在しなければ、受注者がこの義務を怠ってい

たことになり、税関や法院が商標権者に有利な判断をすることが期待される。また、商標権者が、輸出

先国においても、正当な商標権を持っている書面を提出することは、輸出業者の悪意の立証にもつなが

る。 

なお、輸出先国での商標権の存在が正当なものであっても、「OEM 契約書面」が虚偽の場合もあるので、

この点についても公証や認証のある書類を提出させる等により、税関に確認を求めることが重要である。 

 

III．輸出者の商標使用が関連公衆の混同・誤認を生じさせるかの確認 

 輸出専用 OEM 品であっても、その商標使用が権利者の商品や権利者と関係のあるような混同・誤認を

生じさせる場合、商標侵害主張をすることは可能である。たとえば、OEM 品で使用された商標様態が第

三国の権利者から授権された商標様態と完全同一ではないが、OEM 品において中国の商標権利者と混同・

誤認を生じさせるような表示がある場合、中国の商標侵害判定原則に基づき、商標侵害のリスクがある。
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そのため、OEM 品における具体的な商標使用様態や製品にかかる宣伝資料、パッケージなどを確認する

ことも重要である。 

 

（３）第三国における対策 

輸出先の第三国において、OEM 品の発注者が商標権を有する場合には、当該国の制度に基づいて当該

商標権を無効にすることができるかどうかを検討することも考えられる。無効にできた場合には、自ら

商標権を取得し、第三国の輸入通関時に税関で差し止めてもらえるよう申請を行うこと等が考えられる。

なお、文字からなる商標権や文字を含むロゴからなる商標権を自ら取得する場合、日本で登録している

のと全く同じものだけでなく、現地での使用言語で書かれた商標についても権利取得しておくことが重

要である。 

 

＜参考＞「輸入専用 OEM品は商標権侵害に該当する」と判断される場合の留意点 

この場合、中国で生産され第三国に輸出される模倣品の対策を中国で一元的に行うことが可能となる。

ただし、中国の税関で効果的に差止めを行うためには、想定される輸出先である第三国で使用される言

語で書かれた商標を網羅的に取得しておくことが好ましい。 

他方で、自らが中国で OEM 品の生産を委託する場合に、冒認商標登録をした第三者によって日本企業

が正規に委託した OEM 商品の輸出を阻止されるリスクが生じる。これを回避するには、OEM 品の生産を

中国国内で販売を行う予定がなくても、将来製造を委託するケースが想定される場合にはそのブランド

を中国で商標登録しておくことが重要である。 

 

4.展示会での取締 

（1）適用法律 

展示会における模倣品に対しては、主に｢展示会知的財産権保護方法｣（商務部、国家工商総局、国家

版権局、国家知識産権局等の審議を経て発布、2006 年 3 月 1 日より施行）に基づいて、取締りを行う。 

また、地方政府は、当地の状況に応じて、展示会知的財産権保護に関する法律規定を制定・発布して

いる。例えば、北京の場合、｢北京市展示会知的財産権保護法｣が 2007 年 11 月 24 日に発布され、2008

年 3 月 1 日より施行されている。 

 

（2）取締対象と取締機関 
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 展示会にて知的財産権を侵害したメーカー及び販売者を対象にして取締りを行う。展示会場の主催

者が、知的財産権侵害に関するクレーム受理機関を展示会場に設置した場合、当該受理機関に取り締

まりを請求することになる。当該受理機関は、クレームを受け付けた案件を処理した後、関連部門に

移送する。 

 展示会の主催者が、クレーム受理機関を設置しない場合、現地の関係取締主管機関が請求を受け

て、直接、案件処理を実施する。 

 

（3）取締手続き 

展示会において模倣品を発見した場合、展示会に設置された知的財産権クレーム受理機構又は現地

の関係取締機関に、授権委任状、権利証明などの書類を提出して取締りを請求することができる。通常、

受理機関は、権利者の請求を受けた後、訴えの対象となっているブースの検査をし、状況を確認する。 

例えば、商標権侵害事件の例でいうと、知的財産権クレーム受理機構は、取り締まりの請求を受理し

た後、会場に駐在する市監局の担当官と一緒に検査し、侵害と認めた場合には、展示品を撤去させ、か

つ「商標法」の関連規定に基づいて処罰を与えることとなる。 

 

（4）日本企業の注意点 

開催期間が 3 日以上となる展示会の場合、展示会の主催者は、通常、展示会の開催期間を通して展示

会の主催地の知的財産権行政管理機関から担当官を展示会に派遣し、知的財産権クレーム受理機構を

設けて、侵害事件を取扱うことになる。知的財産権クレーム受理機構を設けない場合、展示会の主催者

は、関係当局の知的財産権行政管理機関の担当官の連絡方法等を展示会場の顕著な位置に開示する必

要がある。展示会において模倣品の取締りを求めるときは、開催期間内に知的財産権クレーム受理機構

又は現地の関係取締機関に請求すればよいということである。 

なお、一般の消費者がクレームを提出する場合には、特に関連書類の提出は必要ないが、外国企業が

展示会において模倣品を発見し、取締りを請求する場合には、通常のケースと同様に関連書類を提出し

なければならないため、事前に授権委任状、全部事項証明書などの証明書類を準備したほうが得策であ

る。 

 

（5）関連取締事例 

◆ 事例①F社に対する意匠権侵害事件 
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F 社は、オートバイ用フロントカバーにかかる中国意匠専利を保有している。同社は、無錫のある会

社がある大型展示交易会で展示していた電気自転車のサンプルのフロントカバーが、その保有する専

利を侵害していたことを発見したため、2018 年 10 月に無錫市知識産権局に対し取締りを請求した。

無錫市知識産権局は法に基づき、当該事件を受理した。 

無錫市知識産権局は被疑侵害製品と事件にかかる専利図面と対比し、その設計と事件にかかる意匠

との差異では、一般需要者は両者を区別することができないと判断した。フロントカバーの役割も合わ

せて考慮し、その設計が本件にかかる意匠の権利範囲に属するとし、侵害行為が成立すると認定した。 

2019 年 1 月、無錫市知識産権局は、専利法などの関連規定に基づいて、侵害者に対して、侵害製品

の販売の申し出行為を直ちに停止し、宣伝資料を廃棄するとともに、実際の販売を禁止する旨の処罰を

与えた。 

 

第 3 節 行政取締実務における諸問題と対応手段 

1.取締り書類に対する要求のばらつきへの対応 

 個々の行政機関によって、取締り時に提出する書類に対する要求が異なっているが、代理人に依頼す

る場合には基本的に、授権委任状、有効な営業証明書（全部事項証明書等）、侵害証拠、及び取締請求

書を提出しなければならない。また、授権委任状、有効な営業証明書については、所在国の公証局を経

て公証し、かつ現地の中国大使館の認証を受ける必要がある。 

前記以外の書類については、事件の性質により要求に係る取り扱いが異なっている。例えば、意匠権

侵害の場合、侵害製品と登録意匠とを対比した対比図を提出するよう要求される。さらに一部の行政機

関は、証拠に対する要求が非常に厳しくなっている。また、それぞれの行政機関の要求により代理人が

提出すべき書類にも違いがある。 

書類の不備により不受理となることを避けるために、正式に行政機関へ取締りを請求する前に、事前

に行政機関の担当官に書類の不備の有無について確認したほうが確実であると思われる。 

 

日本で、授権委任状及び企業の全部事項証明書を公証認証する際には、通常、以下の四つのステップ

が必要である。 

ステップ 1：公証役場の公証 

日本での公証・認証手続について 
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公証役場において、署名・捺印された授権委任状に対して、公証手続きを行う。 

 

ステップ 2：法務局の承認 

法務局において、授権委任状に対する公証の承認を貰うと同時に、ここで全部事項証明書を取り寄せ

る。 

 

ステップ 3：外務省の公印確認 

公印確認は、東京と大阪２ヵ所において対応が可能。ここでは、公証された書類に対して、公印確認

を行う。詳細については以下のリンク先の情報を参照。 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000551.html 

また、具体的な内容については、以下の日本外務省のホームページを参照。 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/todoke/shomei/index.html 

 

ステップ 4：中華人民共和国大使館の認証 

ここでは、公証承認できた書類に対して、認証を行う。具体的な大使館での認証の手続きについて

は、以下のリンクを参照。 

http://www.visaforchina.org/TYO_JP/howtogetavisa/stepbystepguidance(authentication)/281086.shtml 

 

2.現場実証と口頭審理 

（1）現場実証への対応 

 市場監督管理局（知識産権局）は、専利権侵害事件について、商標権侵害事件や著作権侵害事件の場

合とは異なり、正式に取締り請求を受理した後、被請求者の所在地にて実地検証を実施する。当該実地

検証は、市場監督管理局（知識産権局）が相手側への通知なしに、相手側の所在地へ赴き、侵害品のサ

ンプルを取り寄せ、侵害品の在庫や製造状況などを確認し、記録するという手続である。実地検証の調

査記録は、市場監督管理局（知識産権局）の担当官が被請求者の社員に対して行った尋問記録のことと

である。実地検証の目的は、侵害品のサンプルを取り寄せ、侵害品の在庫、製造状況などを確認するこ

とで、後日に開催される口頭審理において、合議体が侵害か否かを判断するための証拠として利用でき

るようにすることである。 
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 市場監督管理局（知識産権局）は、請求者からの取締り請求を受理した後、実地検証の手続きを手配

することになる。実地検証は、通常、市場監督管理局（知識産権局）の担当官２名により実施され、権

利者又は代理人の同行に関する要求は認められないのが一般である。 

 

（2）口頭審理への対応 

専利権侵害に関する行政摘発において、市場監督管理局（知識産権局）は、事件を審理するために合

議体を構成し、口頭審理を行う。 

一般的に、実地検証の手続きを実施してから数日後、合議体は召喚状を被請求者に送付し、当局の正

式サイトにおいて、口頭審理の時間・場所を公示する。通常、被請求者は口頭審理に出頭することが多

いが、出頭しなかったとしても、そのことをもって審理に悪影響が及ぶことはないとされている。その

ため、規模が小さく、管理が十分ではない工場が被請求者であるような場合には、被請求者が口頭審理

に出頭しないことも多くある。 

市場監督管理局（知識産権局）が開催する口頭審理においては、裁判所の開廷審理と同様に、事実調

査、証拠調べ、実地検証状況の確認、合議体からの質問、弁論の手続きがある。口頭審理において調停

が実施されることもあり、それにより当事者双方が和解に合意できれば、和解協議を締結することによ

って事件を終結することができる。 

 口頭審理手続は、裁判所の開廷審理と非常に似ているが、その審理において、事実調査、証拠調べ、

実地検証状況の確認、弁論などの手続きも置かれているため、可能な限り、権利者も代理人と一緒に出

頭したほうが良いと考えられる。また、その場を利用して、自社の技術を十分に合議体の審判官に説明

することができ、有利な方向に導ける可能性がある。 

 

3.各地方における法解釈の違いと侵害認定基準の不一致 

中国は大陸法系国家に属し、行政機関の担当官や裁判官などは一般的に、成文法を事件審理の根拠と

している。しかし、中国では各地方における経済レベルが不均衡であることに起因して、同一の法律に

対する法解釈や法執行において、地方ごとの特色が表れることがある。つまり、地域によって、同一法

律規定に対する理解と運用に差異がある。例えば、模倣品を製造する金型と器具に対する処理に対し

て、中国の関連法律において、行政機関は模倣品を製造する金型と器具を没収・廃棄できるとの明文規

定があっても、地域によって執行の程度が異なっている。 

経済レベルが高い地域では、行政機関の担当官、裁判所の裁判官のレベルが高いのが一般的である。
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北京、上海、天津などの直轄市及び省の首府所在地である広州市などでは、知的財産権に係る法規の適

用が他の都市より厳格であり、知的財産権の侵害行為に対する執行が強固である。一方で、中国におけ

る侵害製品を製造・販売する業者が集まっている地域は、中小都市や大都市より離れた場所に多く、こ

のような地域において関連法律に対する理解、運用に差異が生じることは、珍しくない。 

前述のとおり、中国では、地方行政当局ごとに法に対する理解、運用に差異が生じており、同様の侵

害行為に係る侵害認定の基準が一致せず、異なった結論が出る可能性がある。例えば、類似商標の認定

について、ある地方市監局が類似すると判断したとしても、他の地方市監局によって類似しないと判断

される可能性がある。その場合の解決策としては、上部機関又は商標局に意見を求めることが考えられ

る。また、事件を順調に解決するために、事前に、地方行政機関の特徴を把握し、地方行政機関と友好

関係を築き、十分に交流した上で、期待する結果が得られるようにすることも必要になってくる。 

 

4.地方保護主義への対応 

地方保護主義は、本質的には、地方政府と法執行機関が、独立の利益主体として、それぞれの利益を

守るために法制の統一性を棄損し、権利を濫用する行為であるといえる。また、各行政機関の間では、

経済秩序を保護する場合の職権と責任が明確でなく、特に行政機関に対する監督が不十分であり、さら

に責任を追及する制度も完備されていないので、行政的な法執行の効果に影響を及ぼしている。例え

ば、現地での高額納税企業への取締りを実施し、厳しく処分した場合、現地の税収に影響が及ぶことが

想定されることから、行政機関は往々にして積極的に対応しない傾向がある。つまり、地方の利益を保

護するため、迅速に処理をせず、或いは摘発後に厳しい処罰を与えないという状況がある。 

 地方保護主義が深刻な場合、一部の担当官が、事前に情報漏洩をするだけではなく、摘発の際に故意

に放任するような可能性もある。そのような場合、企業が手配した調査員による調査を通じて、侵害品

を保管している倉庫を把握できたとしても、その後の情報漏洩等により、摘発ができなくなるおそれも

ある。さらに、取締りの過程において、故意に侵害製品を隠匿したり、処罰を与えなかったりする可能

性もある。 

なお、ある地方では、侵害企業によって多くの人の雇用が確保されたのに、侵害企業を取締り処理す

れば、現地政府が大きな打撃をこうむることになるおそれがあるので、行政機関が、さまざまな理由を

つけて積極的に対応しないケースがある。このような場合に、上級機関にクレームを申し立てても、い

かなる返事も得られず、しかも、その後当該地域での行政機関からいかなる協力も得られなくなった事

例も実際にある。 
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現地行政機関での地方保護主義をできるだけ回避するために、事前に上級行政機関に連絡をして協力

を確保し、当該上級行政機関より現地行政機関にプレッシャーをかける方法を採用するのが得策であ

る。しかし、実際には、管轄の問題もあるので、上級行政機関が積極的に関与したがらない状況がある

ことも否めない。 

行政ルートを通じて侵害の救済を求める上で、地方保護主義の問題に遭遇した場合には、大都市にお

いて公証人の立会いの下で侵害製品を購入し、当該大都市を購入地として侵害訴訟を提起したほうが良

いと思われる。 

 

5.廃棄処分における不透明性 

中国においては、取締り機関に押収された模倣品の処分21について、不透明な部分が依然として残っ

ている。通常の理解としては、押収された登録商標侵害商品について廃棄すべきであるが、実務におい

て、必ずしも廃棄するわけではなく、福祉施設に寄付したり、侵害標識などを外した後再利用したりす

ることがある。 

かつての国家工商総局（現国家市場監督管理総局）による江蘇省工商局（現市場監督管理局）への回

答においても、「商標法第53条（現60条）における廃棄は、没収された商品を処分する一つの方法で

あるが、唯一の方法ではない。法により没収された商標侵害商品について、もし利用価値を有し、か

つ、商標と商品とを分離することができる場合、廃棄以外のその他の処理方法で処分できる」と明示さ

れていた。そのため、現在の運用において、侵害商品の状況により処理方法が異なり、その処理結果に

ついても、権利者に十分に開示されないことが多い。 

上記のような問題が生じているのは、行政機関に対する監督システムの不備に原因があり、担当者の

責任感が低いことにも起因している。このような状況が確認できた場合、代理人又は当事者は、取締り

担当機関と緊密に連絡し、よい関係を築いて、権利者の目的を達成し、円満に解決するために努力しな

ければならない。 

6、公安機関との連携 

（1）適用法律と取締り対象 

 中国の公安機関は、主に「中華人民共和国刑法」に基づき、当該法律の関連条項に違反したり、又は

 
21 例えば、「商標法」60 条には、「工商行政管理部門が権利侵害行為と認めた場合、即時に侵害行為の停止を命じ、権利侵害

商品及び権利侵害商品の製造のために使用する器具を没収、廃棄処分し、かつ罰金を科すことができる…」と規定してい

る。 
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被疑違反した行為について調査・処罰する。 

公安機関が権利者から直接に告発・取締り請求を受理することは多くないが、如何なる組織及び個人

も「刑法」の関連規定に違反する行為に対し、管轄権を有する公安機関に告発することができる。つま

り、商標、専利に対する詐称、著作権、営業秘密等の分野での侵害犯罪になる可能性がある場合、公安

機関も、請求者の取締り請求を受理する。また、知的財産権を保護するため、公安機関は常に他の行政

機関と共同で、取締り行動を実施する。その他、行政機関は知的財産権侵害事件を処理するうちに、そ

の被疑侵害行為が侵害犯罪になる可能性があると判断した場合、公安機関に移送することになる。 

取締り対象には、上記「刑法」の関連規定に違反した全ての個人又は企業などが含まれる。 

 

（2）取締手続き 

提出書類と証拠 

⚫ その他の機関と同様である。 

取締り過程 

⚫ 管轄権を有する公安機関は、当事者又はその他政府機関からの取締り請求を受理した場合、刑事

事件であるために、直ちに公安人員を派遣することがあるが、事前に行った調査を基にして、関連

政府機関と提携し、取締り活動を実施することもある。 

行政取締り後の処理結果 

⚫ 取締り時に権利侵害製品を見付けた場合、公安機関は、「刑法」の関連条項に違反した製品及び当

該製品の製造・販売に使用した原材料、包装、製造工具等を差押えることができる。 

⚫ また、現場で被疑犯罪者を拘置することもできる。 

（3）日本企業の注意点 

公安機関が権利者から直接に取締り請求を受理することは多くない。そのため、BtoB 及び BtoC 取引

において生じた紛争に対し、当事者は、できるだけ管轄権を有する公安機関以外の政府機関（市監局な

ど）に調停・取締りを請求するほうがよいと考えられる。もし、事件が非常に重大であり、又は刑事責

任を追及する必要がある場合には、法律に基づき、公安機関に請求を提出することができる。公安機関

による取締りは被疑侵害者に刑事責任を追究することも可能であるため、処罰と威嚇の機能がより効果

的に発揮される。 
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なお、事件が複雑でかつ重大である場合、危険性を伴うリスクもあるため、外国企業は、できるだけ

現場に赴かないほうが得策である。 

 

（4）関連取締事例 

◆ 事例①有名ブランド模倣品販売事件 

南京市雨花台市場監督管理局は 2020 年 1 月、ある有名ブランドのマスクの模倣品が販売されていた

との市民の通報を受け、関連情報を南京市公安局雨花台分局に移送した。雨花台分局は立案して調査を

行った結果、以下のことが判明した。A 氏は、新型肺炎のため、B 氏と相談し、マスクを仕入れして高

価で薬店に売却することと決めた。そして、二人は C 氏を通じて D 氏から偽物のマスクを計 516,000 点

を購入した。1 月 22 日、A 氏は前述の偽物のマスクを計 309,000 元で 20 以上の薬店に販売し、虚偽の

検証報告も提供した。鑑定を経て、それらのマスクは商標権を侵害した商品であり、品質も関連基準に

合わなかった。 

南京市公安局雨花台分局は、A 氏など 4 人を逮捕し、雨花台区検察院はその 4 人に対して公訴を提起

した。裁判所は審理した結果、A 氏など 4 人の行為は、登録商標詐称商品販売罪に該当すると認定し、

4 被告に対し、それぞれ有期徒刑 6 ヶ月～3 年 2 ヶ月と 6 万～16 万元の罰金刑という判決を下った。 

 

7.行政決定の内容と執行 

（1）行政決定の内容 

 知的財産権侵害取締事件にかかる行政決定には、基本的に以下の事項が含まれている。 

（一）当事者の氏名又は名称、住所。 

（二）当事者の陳述した事実と理由。 

（三）権利侵害行為が成立するかどうかを認定する理由と根拠。 

（四）処理決定で侵害行為が成立し、即時に侵害行為を停止することを権利侵害者に命じる必要があ

ると認定した場合、被請求者に即時停止を命じる侵害行為の種類、対象と範囲を明記しなけれ

ばならない。侵害行為が成立しないと認定する場合、請求者の請求を却下しなければならな

い。 

（五）処理決定を不服として行政訴訟を提起するルートと期限。 

 

また、行政処罰を与える場合には、行政処罰決定書を発行しなければならず、中国行政処罰法の関連
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規定によれば、当該行政処罰決定書には、一般的に以下の事項を明記しなければならない。 

（一）当事者の氏名又は名称、住所。 

（二）法律、法規又は規則に違反する事実及び証拠。 

（三）行政処罰の種類と依拠。 

（四）行政処罰の履行方法及び期限。 

（五）行政処罰決定に不服して行政複議の申請又は行政訴訟提起の方法及び期限。 

（六）行政処罰決定をした行政機関名称及び決定した日時。 

 

さらに、行政処罰の種類は以下の事項を含む。 

（一）警告。 

（二）過料。 

（三）違法所得を没収し、違法財物を没収する。 

（四）生産停止、営業停止を命じる。 

（五）許可証を一時差押え又は取り消し、営業許可書を一時差押え又は取り消す。 

（六）行政拘留。 

（七）法律、行政法規の定めたその他の行政処罰。 

 

地方政府や国務院から授権された行政処罰権を有する直属機構などが、法に基づき、具体的な処罰

の基準を制定することができる。行政取締機関は、それらの処罰基準に基づいて自己の裁量で行政処

罰を下すことができる。 

知的財産権侵害取締事件において、行政機関が下すことの多い行政決定と処罰の内容は、以下のと

おりである。 

 

 

専利 侵害行為の停止（侵害製品の製造・販売の停止など）；侵害製品の没収；違法所得の没

収；過料；侵害製品の製造に使用された専用設備、金型の没収・廃棄；宣伝資料の廃

棄；オンラインの宣伝リンクの削除 
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商標 侵害行為の停止（侵害製品の製造・販売の停止など）；侵害製品の没収；違法所得の没

収；過料；侵害製品の製造に使用された専用設備、金型の没収・廃棄；宣伝資料の廃

棄；オンラインの宣伝リンクの削除 

著作権 侵害行為の停止（侵害製品の製造・販売の停止など）；侵害製品の没収；違法所得の没

収；過料；侵害製品の製造に使用された専用設備、金型の没収・廃棄；宣伝資料の廃

棄；オンラインの宣伝リンクの削除 

 

なお、行政機関は、行政処罰を決定する前に、当事者に行政処罰決定の事実、理由及び根拠を告知

し、かつ、当事者が法に基づき享有する権利について通知しなければならない。当事者は告知に対し

て陳述、弁解を行う権利を有し、当事者の提出した事実、理由又は証拠により当事者の主張が成立し

た場合は、行政機関はそれを採用しなければならない。当事者が弁解したことにより、行政機関は処

罰を加重してはならない。 

 

（2）行政決定の執行 

中国において行政決定の執行は、以下の原則に基づいて行われている。 

① 執行不停止の原則 

 当事者が行政決定を不服とし、行政複議を申請し、又は訴訟を提起した場合であっても、法律に別

段の定めがない場合、原則として行政処罰の執行は停止しない。 

 

② 処罰と徴収の分離原則 

原則として、処罰決定を下す機関と過料を徴収する徴収機関とは、異なる行政機関でなくてはなら

ない。すなわち、その場で徴収する場合を除き、処罰決定を下した行政機関及びその執行者は、過料

の徴収を執行してはならない。 

 

また、執行の方法は以下のとおりである。 

① 当事者による自発的な履行 

法に基づき行政処罰を決定した後、当事者は、当該決定で定められた期限内に履行しなければなら

ない。当事者は、経済的に困難な状況があり、過料の納付を延期、或いは、分割して納付する必要が
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ある場合には、当事者による申請及び行政機関の認可を経て、その納付を一時的に延期し、又は分割

納付することができる。ただし、当事者が当該延期後の期限を過ぎても履行しない、又は履行を拒否

した場合、行政処罰を決定した行政機関は強制執行することができる。 

 

② 代執行 

行政機関が法に基づき、当事者に対して妨害排除、原状回復などの義務を課す旨の行政決定をした

場合であって、当事者が期限を過ぎても履行せず、また、その後の催告を経ても履行しなかったこと

により、交通安全に危害を及ぼしたり、環境汚染をもたらしたり、自然資源を破壊したりしたとき、

又は、そのようなおそれがあるときは、行政機関は、強制執行の一種として代執行したり、利害関係

のない第三者に執行を委託したりすることができる。 

 

③ 行政機関による強制執行 

期限を過ぎても過料の納付がない場合、間接執行の方法による強制執行（間接強制）として、1日

につき過料金額の3パーセントを追徴することができる。さらに、強制執行権を持つ機関において

は、直接的な強制執行（直接強制）として、法律の規定に基づき、封印又は差押えた財物を競売し、

或いは凍結した預金を振替えて過料に充てることができる。強制執行権を持つ機関は主に公安、国家

安全、税務、市監、税関と県以上の政府などである。 

 

④ 裁判所による強制執行 

強制執行権がない行政機関は、裁判所に強制執行を申請することができる。強制執行の原則は、裁

判所による強制執行であり、行政機関による強制執行は例外である。前記のとおり、公安、税関と市

監などの一部の行政機関は、知的財産権侵害に係る強制執行について一定の強制執行権を持つが、裁

判所に申請する場合が多い。 

 

行政機関は、強制執行決定を下す前に、事前に以下の事項が記載された書面を通じて、当事者に義

務履行を催告しなければならない。 

 義務履行の期限 

 義務履行の方式 

 金銭の給付に関わる場合、明確な金額と給付方式 
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 当事者が法により享有する陳述権と弁明権 

催告の後、当事者が期限を過ぎても履行せず、しかも当該不履行に正当な理由がない場合、行政機

関は強制執行決定を下すことができる。強制執行決定は、書面によるものとし、以下の事項を記載し

なければならない。 

 当事者の氏名又は名称、住所 

 強制執行の理由と根拠 

 強制執行の方式と時間 

 行政複議を申請し、又は行政訴訟を提起するルートと期限 

 行政機関の名称、印鑑と日付 

 

催告期間において、財物の移転又は隠匿の兆候があると証明する証拠がある場合、行政機関は直ち

に強制執行決定を下すことができる。また、催告書と強制執行決定書については、当事者に直接送達

しなければならならず、当事者が不在の場合には民事訴訟法の関連規定に基づき送達しなければなら

ない。 

なお、行政強制執行を実施するとき、行政機関は公共利益及び他人の合法的権益を損なわない限

り、当事者と執行協議を達成することができる。執行協議は分割履行することもできる。ただし、当

事者が執行協議を履行しない場合、行政機関は強制執行を再開しなければならない。 

 

8.行政摘発決定に対する救済手段 

行政摘発決定に対する救済手段としては、行政複議の申請及び行政訴訟の提起という2種類がある。

当事者は、行政摘発決定に不服がある場合、いずれの手段を選ぶことも可能である。 

行政複議を申請した場合において、そこで下された行政複議決定に不服があるときは、さらに行政

訴訟を提起することができるが、行政訴訟を提起した場合には、さらに行政複議を申請することはで

きない。 

行政複議の場合、再審機関は、行政摘発決定の合法性と合理性の両方を審査することができ、行政

摘発決定を変更又は取り消すことができるが、行政訴訟の場合、裁判所は、原則として行政摘発決定

の合法性しか審査できず、また、決定を変更することも認められていないため、維持又は取り消しの

いずれかが結論となる。 
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以上を踏まえると、まずは行政複議を申請するのが得策と考えられるが、効率性を図る場合であれ

ば、直接、行政訴訟を提起することも考えられる。 

 

（1）行政複議 

行政複議の受理機関は、一般的に行政摘発決定を下す行政機関の上級機関又は同級人民政府である

が、垂直管理の行政機関の場合、当該機関の上級機関に対してのみ申請をすることができる。知財行

政摘発事件を担当する広電局（版権局）、税関、公安局は、いずれも垂直管理の行政機関であるた

め、行政複議はその上級機関に申請しなければならない。一方、市監局（知識産権局）の場合、いず

れを選択することも可能である。また、行政複議の申請期限は、一般的に決定書を受領した日から60

日以内となっている。具体的な申請機関と期限は決定書に記載されるため、それらの情報が確かでは

ない場合には、決定書を参照すればよい。 

再審請求の審理方法は、基本的に書面による審理となるが、申請者が請求した場合又は行政複議機

関が必要だと判断した場合には、関係者に事情を調査し、申請者、被請求者又は第三者の意見を聴取

することができる。 

被請求者たる行政機関は、転送された申請書を受領してから10日以内に答弁した上で、行政摘発の

決定を下した根拠、証拠などの資料を提出しなければならず、行政複議の間に、別途申請者又はその

他の関係者から証拠収集をすることは認められていない。 

なお、申請者又は第三者は、被請求者たる行政機関から提出された資料について、閲覧請求をする

ことができ、閲覧請求がなされた場合、行政複議機関は、国家秘密、商業秘密、個人プライバシー情

報にかかるもの以外、その請求を拒否してはならない。 

特段の規定がない場合、行政複議機関は、再審請求を受理してから60日以内に、再審決定書によ

り、係争行政摘発決定を維持、取消し又は変更するかについての決定をしなければならない。係争行

政摘発決定を維持又は変更する旨の再審決定書が発効した後、定められた期限を過ぎても申請者が履

行しないときは、維持する旨の決定であった場合には、行政摘発決定を下した行政機関が強制執行を

担当し、変更する旨の決定であった場合には、行政複議機関が強制執行を担当することとなる。 

（2）行政訴訟 

行政訴訟の管轄について、通常、最初に行政摘発決定を下した行政機関の所在地の裁判所が管轄する

が、複議された事件については、複議機関の所在地の裁判所が管轄することもできる。また、一般的に
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行政機関と同級の裁判所が管轄するが、税関の場合については、中級人民法院が管轄することとなる。

商標権侵害取締事件については、基層（市レベル以下の）市監局が処理する場合が多いため、行政訴訟

も基層（市級レベル以下の）裁判所が管轄する場合が多い。専利権侵害取締事件については、市レベル

の知識産権局が処理する場合が多いため、中級人民法院が行政訴訟を管轄するのが一般的である。 

提訴期限について、原則として直接提訴する場合、行政摘発決定書を受領してから 6 ヶ月以内となる

が、行政複議があった場合、複議決定書を受領してから 15 日以内となる。また、行政複議があった場

合、行政摘発決定を下した行政機関と複議機関は共同被告となる。具体的な管轄裁判所と提訴期限は決

定書に記載されるため、それらの情報が確かではない場合には、決定書を参照すればよい。 

立証責任については、行政複議と同じく、被告である行政機関が負う。行政機関は、訴状副本を受領

してから 15 日以内に、答弁書と証拠、ならびに行政決定を下した根拠となる法律規定を提出しなけれ

ばならない。裁判所は前述資料の受領後、5 日以内にそれらを原告に転送しなければならない。被告に

は行政決定を下した際の根拠、証拠などの提出しか認められておらず、別途証拠収集することはできな

い。原告に立証責任はないが、被告による行政摘発決定が違法である証拠があれば、それを提出するこ

とができる。なお、従来、裁判所は具体的な行政行為についての審理しかできず、その根拠となる法律

規定について審理することはなかったが、2017 年の行政訴訟法の改正以後、原告が提訴に際して、根

拠となる規範性文書（規章レベル以下のもの）の合法性について、付随的に審査を請求できるようにな

っている。裁判所は、規範性文書が合法でないと認定する場合には、当該規範性文書を行政行為が合法

であることの根拠として採用せず、制定機関に司法の観点からの提言をすることとなっている。 

特別の事情がない場合、裁判所は、立件から6ヶ月以内に第一審判決を下さなければならない。当事

者は、当該判決に不服がある場合、15日以内に上訴を提起することができる。二審裁判所は特別の事

情がない場合、立件から3ヶ月以内に終審判決を下さなければならない。当事者は、終審判決に確かに

誤りがあると考える場合、上級裁判所に再審を請求することができるが、その場合であっても判決の

執行は停止しない。当事者が判決を履行しない場合、行政機関は、第一審裁判所に対して強制執行を

請求できる。 

 

（3）関連事例 

◆ 事例①G社と無錫市梁渓区市場監督管理局との行政処罰紛争事件 

 基本情報 
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原告：G 社 

被告：無錫市梁渓区市場監督管理局（以下「梁渓市監局」という） 

第三者：H 社 

一審 江蘇省無錫市浜湖区裁判所（2019）蘇 0211 行初 86 号行政判決 

 事件の経緯 

梁渓市監局は、H 社のクレームを受け、市場検査で G社が販売した「ABC」「DE」ブランドの潤滑油

が第三者の H 社の登録商標専用権を侵害したと判断し、2017 年 12 月 15 日に錫梁市監案字（2017）第

079 号行政処罰決定書（以下、「行政処罰決定」という）を下し、原告のかかる潤滑油 261 桶を没収し、

15 万元の過料を科した。原告は「ABC」「DE」について登録商標権を有し、関連意匠権、著作権証書も

有し、第三者商標「BD」「CE」についても無効審判請求を提起したため、第三者商標権を侵害していな

いとし、被告に行政処罰決定を取り消させるよう請求した。それに対し、被告は原告が「ABC」と「DE」

の排列方式を変更したうえで、「A」を曖昧化し、関連公衆に「BD」「CE」と混同誤認させやすく、か

つ関連意匠権、著作権証書の登録日が第三者商標の登録日より遅いなどと反論し、関連証拠も提出した。

第三者は被告による行政処罰決定が事実認定が明白で、法適用も正しいので、維持すべきだと陳述した。 

裁判所は調査を経て、原告の潤滑油が第三者への商標権侵害に該当するという被告の判断が正しく、

また処罰を下した手続きが合法で、15万元の過料も合法かつ妥当であると判断し、原告の訴訟請求を

棄却した。 

9.再犯の問題と対応 

中国における模倣品対策を進める権利者にとって、再犯の多発は、憂慮すべき問題となっている。

このような事態に対応するため、商標法や著作権法の改正によって再犯に対する重罰規定を置き22、以

前よりも処罰を重くはしているが、依然として、罰則として科される罰金よりも侵害製品によって取

得できる利益の方が大きくなっており、このような現状が再犯を助長することとなっている。 

また、侵害者の中には、再犯による重罰を科されないよう、一度取締りをされた後に、新しい企業

を立ち上げ、侵害製品の製造を継続することがある。そのような場合、再犯を厳しく処分する意向が

行政機関にあっても、侵害主体が異なると判断され、重い処罰を与える根拠がなくなってしまうとい

った問題も起こっている。このような問題への対応策としては、企業の代表者や株主関係を調査し、

関連性が見つかった場合、悪意による侵害に該当する情状として重罰を請求することが考えられる。 

 
22 商標法第 60 条第 2 項、著作権実施条例第 36 条に、再犯に関する重罰規定が置かれている。 
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近時、中国では、法改正等により、再犯をより厳しく処分するための規定が相次いで制定されてお

り、このような規定に基づき、侵害者の再犯に係る証拠を収集し、より厳しい行政処罰を求めること

ができるようになってきている。また、民事訴訟を提起し、損害賠償金を請求することにより、侵害

者の損失を拡大させ、侵害行為を抑制することも考えられる。さらに侵害金額が、刑法に規定する基

準を満たしている場合、刑事責任を追及することよって、将来の再犯を防止することも有効な手段で

ある。 

10. 損害賠償の請求について 

知的財産権違法行為に対し、行政ルートにより取締りを請求した場合、処理時間が早く、コストが

低いというメリットがある一方、被害者が侵害者に対して損害賠償を請求することができないという

デメリットがある。 

また、行政執行機関が、侵害者に対して侵害行為を停止するよう命じた場合であっても、基本的に

行政機関自身による強制執行が認められていないため、侵害者が侵害行為の停止を履行しないときに

は、さらに裁判所に強制執行を申請しなければならず、終局的な意味での執行力に欠けるという点に

もデメリットがある。 

さらに、当事者は侵害による経済損失について、行政機関に調停を請求することができるが、賠償

金額について合意できない場合には、改めて裁判所に提訴する必要があり、行政ルートのみによる解

決を図ることはできない23。 

行政ルートによる侵害事件の解決を選択した場合であっても、侵害による経済損失を補填するた

め、行政機関に対して損害賠償に係る調停を申請することができるが、そこにおいても賠償金額につ

いて合意できないときには、裁判所への提訴が必要になる。 

そのため、侵害行為によって大きな損失を受けた場合、或いは、現地での地方保護主義が懸念され

るような場合であって、調停によっては十分な損害賠償金が見込めないようなときは、司法ルートを

利用して解決したほうが良い。 

なお、侵害訴訟の際にも、行政ルートにおける関係書類、たとえば、現場実証の記録、行政処罰決

定などは、有効な証拠となる。 

 

11.民事訴訟との関係 

 
23 専利法第 60 条、商標法第 60条 
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行政機関による処罰は、社会主義市場経済の秩序を維持することに主たる役割があり、権利者の損

失を補償することを目的としていない。そのため、行政機関が損害賠償を判定することは認められて

おらず、権利者が損害賠償金を求める場合、民事訴訟を提起するしかない。 

とはいえ、両者の間に関係性がないということではない。行政摘発申立手続は、民事訴訟提起の前

置手続ではなく、権利者は、民事訴訟を直接提起することもできるが、行政管理機関が被疑侵害者に

対して実施した行政摘発において入手した証拠や、行政処罰決定書等が民事侵害訴訟における証拠と

して使用できる等、行政摘発申立手続を先立って進めるメリットは小さくない。特に証拠の取得が困

難である場合には、前記のようなメリットを享受するため、まずは行政摘発申立をするのが得策であ

る。 

また、侵害者が行政処罰を受けても侵害行為を継続する場合、民事訴訟において、当該事実を根拠

として悪意による侵害に該当する旨を主張し、懲罰的損害賠償を請求することができる。関連規定と

現在の司法実務では、それを悪意と認定する一つの情状として認められている。また、2020年北京高

裁による指導意見では、被告は、その同一の被疑侵害行為で既に行政過料又は刑事罰金の処罰を受け

たことを理由に、懲罰的損害賠償から相当額を相殺するよう請求した場合、一般的に認めないと規定

されている。 

また、確定された民事判決書で認定された事実や侵害判断は、行政摘発申立においても認められる

可能性が高いといえる。行政処罰を下す直接の根拠となるかについては議論の余地もあるが、実務に

おいて行政機関は侵害判断のレベルがそれほど高くないため、被疑侵害者が説得力がある反論や反証

を提出できない場合、関連する民事判決書における事実認定や侵害判断を参考する場合が多い。よっ

て、一連の類似侵害事件について権利行使しようとする場合、まず一つの事件について民事訴訟を提

起し、侵害に該当すると判定された確定判決書を入手することが得策だと考えられる。その他の類似

事件について行政摘発を申し立てる場合、その判決書を証拠として提出することで、効率的に望まし

い処理結果を得る可能性は高くなる。 
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第4章 模倣品対策の司法救済―民事訴訟 

第1節 概要 

1.関連法律 

（1）知的財産権民事訴訟の一般規定 

民事訴訟関連  民事訴訟法（2017年改正） 

 最高人民法院による「中華人民共和国民事訴訟法」の適用に関する解釈

（2020年改正）最高人民法院による民事訴訟証拠に関する若干規定（2019年

改正）（法釈〔2019〕19号） 

 最高人民法院による裁判所の民事調停業務に関する若干問題の規定（2020年

改正） 

 最高人民法院による「中華人民共和国民事訴訟法」の適用における執行手続

に関する若干問題の解釈（2020年改正） 

 最高裁による「中華人民共和国民事訴訟法」審判監督手続きに関する若干問

題の解釈（2020年改正）最高裁による知的財産紛争行為保全事件の審理にお

ける法律適用に関する若干問題の規定（法释〔2018〕21号） 

 最高人民法院による裁判所の民事訴訟における委託鑑定審査作業の若干問題

の規定（法〔2020〕202号） 

 最高人民法院による知財民事訴訟証拠の若干規定（法釈〔2020〕12号） 

専利法関連  専利法（2020年改正） 

 専利法実施細則（2010年改正） 

 最高人民法院による専利権侵害紛争事件の審理における法律適用の若干の問

題に関する解釈（法釈〔2009〕21号） 

 最高人民法院による専利紛争事件審理の法律適用問題に関する若干規定

（2015年改正）（法釈〔2015〕4号） 

 最高人民法院による専利権侵害をめぐる紛争案件の審理における法律適用の

若干問題に関する解釈（二）（2020年改正） 

 最高人民法院による専利権利付与確定の行政訴訟事件の審理における法律適

用の若干問題に関する規定（一）（法釈〔2020〕8号） 

商標法関連  商標法（2019年改正） 
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 商標法実施条例（2014年改正） 

 最高人民法院による裁判所の登録商標権の財産保全に関する解釈（法釈

〔2001〕1号） 

 最高人民法院による商標事件審理の管轄及び法律適用範囲の問題に関する解

釈（2020年改正） 

 最高人民法院による商標民事紛争事件審理の法律適用の若干問題に関する解

釈（2020年改正） 

 最高人民法院による登録商標、企業名称及び先行権利の抵触の民事紛争事件

に関する若干問題の規定（2020年改正） 

 最高人民法院による馳名商標保護に及ぶ民事紛争事件の応用法律若干問題の

解釈（2020年改正） 

 最高人民法院「商標法改正決定後の商標案件管轄と法律適用問題の解釈」

（2020年改正） 

 最高人民法院による商標権利付与確定の行政訴訟事件の審理における法律適

用の若干問題に関する規定（2020年改正） 

著作権法関連  著作権法（2020年改正） 

 著作権法実施条例（2013年改正） 

 最高人民法院による著作権民事紛争事件審理の法律適用の若干問題 

に関する解釈（2020年改正） 

 最高人民法院による情報ネット伝播権民事紛争事件の審理に関する法律 

適用の若干問題の規定（2020年改正） 

不正競争防止法

関連 

 不正競争防止法（2019年改正） 

 最高人民法院による不正競争民事事件の審理の法律適用の若干問題に関する

解釈（2020年改正） 

 最高人民法院による営業秘密侵害民事事件の審理における法律適用の若干問

題に関する規定（法释〔2020〕7号） 

その他  最高人民法院による植物新品種紛争事件に関する若干問題の解釈（2020年改

正） 

 最高人民法院による植物新品種権侵害紛争事件の法律の具体的適用問題に関
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する若干規定（2020年改正） 

 最高人民法院によるコンピュータードネットワークドメインネームの民事紛

争事件の適用法律に関する若干問題の解釈（2020年改正） 

 

（2）外国企業が当事者である場合の特則 

民事訴訟関連  民事訴訟法（2017改正）第259条～283条 

 最高人民法院による「中華人民共和国民事訴訟法」の適用に関する解釈

（2020改正）第522条～551条 

 最高人民法院による民事訴訟証拠に関する若干規定（2019改正）第16～17条 

 

 

2.知的財産権侵害訴訟の現状 

中国における知的財産権侵害訴訟の件数は、年々増加の一途にある。近年の法改正や使用解釈の制

定等を通じて、知的財産権に対する司法保護力は強化されており、知的財産権侵害訴訟の審判業務も

有効に展開されている。 

 

中国における知的財産権分野の民事訴訟件数の推移 

（裁判所が毎年発表している主要統計データを基に作成） 
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類型別知財民事訴訟件数の推移24 

（裁判所が毎年発表している主要統計データを基に作成） 

 

 

3.訴訟時効 

2017 年 10月 1日に「民法総則」が施行されるまでは、「民法通則」に基づき訴訟時効は 2年とされ

ていたが、「民法総則」の施行により、訴訟時効は 3年に延長された。なお、2020年 1月 1日に施行さ

れた「民法典」においても、訴訟時効は 3年と規定されている。また、近年の商標法、反不正競争防

止法、専利法、著作権法の改正においても、それぞれ訴訟時効が 2年から 3 年へ延長されている。 

「民法総則」の施行に伴う経過措置について、一部の判決例において、改正法の具体的な適用に係

る考えが示されている。例えば、最高人民法院より判決された(2020)最高法知民終 50号において、裁

判所は、①民法総則の施行前に専利権保護の 2年の訴訟時効が満了している場合には、改正法に規定

された 3年の訴訟時効を適用しない、②専利権保護の時効の起算日が民法総則の施行日以後である場

合、改正法に規定された 3年の訴訟時効を適用すべき、③民法総則の施行日において、専利権保護の 2

 
24
出所 「中国知識財産権司法保護状況」 2015～2019年 

中国網 http://www.china.com.cn/legal/2016-04/21/content_38294352.htm 

中国最高人民法院 http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-42362.html 

中国政府網   http://www.gov.cn/xinwen/2018-04/23/content_5285020.htm 
中国最高人民法院 http://www.court.gov.cn/style/system/files/zscqsfbh201811.pdf 

中国最高人民法院 http://www.court.gov.cn/zixun-xiangqing-226501.html 
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年の訴訟時効が満了していない場合、改正法に規定された 3年の訴訟時効を適用すべきであると明確

に指摘した。 

訴訟時効は、侵害行為を知った日或いは知り得た日から起算する。訴訟時効は、訴訟での被告の抗

弁手段であり、被告が訴訟時効の問題を主張しなければ、裁判所は自ら釈明又は訴訟時効の関連規定

を適用することはできない。知的財産権民事訴訟での被告は、権利者の証拠から、知的財産権者が侵

害行為を知った日、或いは知り得た日を推定することができるので、権利者は、証拠に対して、証拠

力及び証明内容の問題を検討するほか、訴訟時効の問題がないかを検討する必要がある。 

また、上記のとおり、権利者が警告書の送達などを通じて、権利行使を行った場合、訴訟時効は一

時中断するので、この場合は、権利行使日から改めて訴訟時効を起算する。 

 なお、知的財産権侵害訴訟の訴訟時効に関しては、特別な規定がある。つまり、知的財産権侵害行

為について、権利者が時効を超えて提訴した場合であって、提訴の時点でも依然として権利侵害行為

が継続しており、当該知的財産権が有効期間内にあるときは、裁判所は被告に対し権利侵害行為の差

止めを命じなければならない。また、損害賠償の金額は、権利者が裁判所に提訴した日から3年前まで

さかのぼって計算する。 

3 年 

権利者が侵害行為を知った日又は知り得た日 

①警告書などを通じて、模倣業者に

侵害行為の差止を要求した場合 

②模倣業者が侵害行為の差止を承認

した場合 

③提訴など権利行使をした場合 

中断され

た日より

改めて算

定する。 

起算 

中断 

中止 訴訟時効期限の最後の 6 ヶ月以内

に、権利者が不可抗力或いは他の障

害で権利行使ができなくなった場合 

効果 

効果 
権利行使で

きない事由

が無くなっ

た日から継

続して算定

する。 
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4.管轄 

（1）第一審の級別管轄 

専利権、植物新品

種、集積回路、ノウ

ハウ、コンピュータ

ソフトウェアなどの

事件 

原則規定 

2021 年 2月現在、北京、上海、広州知的財産裁判所、南京、蘇州、杭州、成

都、武漢、寧波、合肥、福州、済南、青島、深セン、天津、鄭州、長沙、西

安、南昌、蘭州、長春、ウルムチ、海口の 20か所の知的財産権法廷（何れも

中級人民法院に設置）及び、各省、自治区、直轄市人民政府所在地の中級人

民法院（知的財産権裁判所、裁判法廷の設立していない地域） 

例外規定 

①最高人民法院知的財産法廷： 

全国の重大、複雑な関連知財事件を管轄する。25 

②各省、自治区、直轄市の高級人民法院： 

係争金額が 50 億元以上の事件又は本管轄地域の重大な影響を有する事件

を管轄する26。 

商標権、著作権、 

不正競争などの事件 

原則規定 

中級人民法院が管轄する。 

例外規定 

①各省、自治区、直轄市の高級人民法院： 

係争金額が 50 億元以上の事件又は本管轄地域の重大な影響を有する事件

を管轄する27。 

②比較的大規模な都市における基層裁判所： 

各高級人民法院は、本管轄区の実際状況に基づき、最高人民法院の認可を

経て、比較的大規模な都市において、1～2か所の基層裁判所を第一審商標民

事紛争案件を受理する裁判所として確定することができる28。 

③馳名商標認定に係る商標権侵害事件 

上記専利権侵害事件の管轄を参照。 

 

（2）第一審の地域管轄 

被告所在地  個人：戸籍所在地又は居住地 

 法人：主な営業場所又は主な業務所在地 

 
25 最高人民法院による知的財産権法定に関する若干問題についての規定 法釈（2018）22号 
26 最高人民法院による高級人民法院と中級人民法院管轄の第一審民事案件標準の調整に関する通知法発（2019）14 号 
27 同上 
28 【基層裁判所の第一審知的財産権民事事件管轄標準の発行に関する通知 法発（2010）6 号】 
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侵害行為地 専利権関連  発明特許権、実用新案権を侵害を訴えられる製品の製造、使用、販売

の申し出、販売、輸入などの行為の実施地、特許方法使用行為の実施

地、当該特許方法により直接取得した製品の使用、販売の申し出、販

売、輸入などの行為の実施地 

 意匠権製品の製造、販売、輸入などの行為の実施地、他人の意匠に係

る詐称行為の実施地 

 上記権利侵害行為の権利侵害による結果の発生地 

商標権関連  侵害行為の実施地、侵害品の貯蔵地又は封印、差押地 

著作権関連  侵害行為の実施地、被疑侵害品の貯蔵地、差押地 

 

5.訴訟手続き 

（1）提訴 

⚫ 提訴の必要書類 

① 訴状及び証拠 

② 当事者の主体資格証明（中国企業（在中国の日系企業を含み、中国で工商登録を行った企業を指

す）であれば、営業許可証と法人代表者の身分証明書であるが、外国企業の場合、公証認証された

法人代表者身分証明書29及び中国語訳、公証認証された現在事項証明書（法務局から取寄せたも

の）及び中国語訳） 

③ 訴訟代理人への授権委任状（公証認証された授権委任状及び中国語訳）、訴訟代理人の身分証明書 

注：中国語訳について、一部の裁判所（例えば、北京の裁判所等）に提出するものについては、裁

判所が指定する翻訳機構によって作成される必要がある。 

⚫ 訴訟の提起 

 上記（1）に示した必要書類を持参して、管轄権を有する裁判所の受理廷に提出することもできる

が、数多くの裁判所ではオンラインによる提訴や予約制度を利用した提訴(オンラインで一部分の情報

を登録するとともに提訴日付の予約を行い、予約した日に裁判所に赴き提訴を行う方法)を採用してお

り、最近ではそれらが主流となっている。 

 オンラインで提訴するためには、まず最初に、管轄権を有する裁判所の公式サイト等30から、必要書

類の電子版をアップロードし、受理廷の初歩的な審査を受ける必要がある。審査を通過した場合、受

 
29会社より発行される「法定代表者○○氏は、当社に務め、職務は○○である」という内容を明記する、証明書類である。 
30 裁判所によって異なり、裁判所が設置する公式サイトのほか、省・地域が共同で設置する訴訟サービスサイトや、微信

（WeChat）上のミニプログラム等を利用することがある。 
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理廷から発出される通知に基づき、関連書類の原本を受理廷に郵送し、受理廷の審査を受ける。な

お、裁判所や案件の複雑度に応じて、原本の提出が要求されないこともある。原本に対する受理廷の

審査が完了すると、訴訟費用納付通知書が発行される。納付通知書に従い、関係銀行に訴訟費用を納

付する。 

 なお、多くの裁判所は正式に訴訟を受理する前に調停手続を実施している。受理廷は、審査の結

果、訴訟の受理条件を満たす事件に対して、仮番号を与え、調停手続に入る。調停手続は通常裁判所

に指定された調停員が務める。調停員は、双方当事者に連絡し、和解の意向を聞き、調停を進める。

調停が失敗となった後、裁判所は、はじめて正式に訴訟を受理する。訴訟前の財産保全、証拠保全や

仮処分の申請がある場合、受理前の調停を実施しない。 

 

(2) 一審 

 

5日以

内 

提訴 

受理しない 受理 

上訴の提起

が可能 

訴訟の取下げ 訴訟の却下 

被告への原告訴状謄本の転送 

被告の答弁書の提出、管轄

権異議申立の提出 

原告への被告答弁書の転送 

答弁書の受領日から 5日以内 

合議体の構成 

被告が答弁書を提出しなく

ても事件の審理に影響なし 

開廷審理 

開廷審理の 3日前までに召喚状を

発行し、当事者双方に通知する 

忌避申請 

和解できない場合、

一審判決を言渡す 
和解 

訴状謄本の受領日から 15日以内 答弁期間 

管轄権異議審

判 

開廷審理後の 3日～2週間以内に

書面代理意見を提出できる 

7日以内 

６ 

か 

月 

フローチャート 
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⚫ 説明 

受理 ⚫ 裁判所は民事訴状を受け取った後、審査を経て、受理条件を満たしていると認

めた場合、通常、7日以内に事件の立件可否を権利者に通知する。 

⚫ 実務上、民事訴状の正式な受理の前に調停手続を採用する裁判所が多くなって

おり、正式な受理までに時間を要するケースも増えている。 

被告への転送 ⚫ 裁判所は立件日から5日間以内に訴状の副本を被告に送達する。 

被告の答弁書

及び管轄権異

議の提出 

⚫ 被告は、訴状を受け取ってから 15 日以内に答弁書を提出することができる（被

告が答弁書を提出しなくても、事件の審理には影響がない。裁判所は被告の答弁

書を受け取ってから 5 日以内に答弁書の副本を権利者に送達する。 

⚫ 被告は答弁期間内に、裁判所の管轄について異議を提出することができる。裁

判所は、審査を経て異議が成立すると認めた場合、管轄権を有する裁判所に事

件を移管するが、異議が成立しないと判断した場合には、管轄権異議を却下す

る旨の裁定を言い渡す。管轄権異議に関する裁定書に不服がある場合、被告

は、裁定書の受領日から10日（外国人或いは外国企業は30日）以内に上訴する

ことができる。 

⚫ 実務において、模倣業者は、時間を引き延ばしたり、証拠を隠滅したりするこ

とを目的として、管轄権異議を提出する場合が多い。 

合議体の構成 ⚫ 裁判所は合議体を設置し、かつ設置日から3日以内に合議体の構成メンバーを

当事者双方に通知する。 

立証期限 ⚫ 立証期限は、通常、立件受理通知書を受け取ってから1ヵ月以内。 

⚫ 立証期限内に証拠の提出ができない場合、裁判所に延期を申請することができ

る。 

開廷審理 ⚫ 裁判所は、開廷審理の3日前に、開廷審理に関する召喚状を発行して、当事者

に通知する。通常、開廷審理は１回のみであり、口頭での主張が認められる非

常に重要な機会となる。 

⚫ 開廷審理の前日や直前に予備開廷を実施することが多くある。開廷審理におい

て尋問と弁論を主として進めることができるよう、予備開廷では、通常、証拠

調べ、侵害対比などの時間を要する手続を先行して進めることになる。 

⚫ 通常、公開審理の案件（国家機密、営業秘密又はプライバシーにかかる案件を



153 

除く）であれば、傍聴者の身分を特に限定することなく、開廷審理を傍聴する

ことができる。外国人が傍聴を希望する場合、事前に裁判所にその旨を伝え、

裁判所の要求にしたがって、関連資料を準備する必要がある。 

書面代理意見

の提出 

⚫ 開廷審理後、3日～2週間以内（具体的な期間は裁判所の要求に従う）に、当事

者は、開廷審理における議論の内容に対して、書面による代理意見を提出する

ことができる。 

判決の言渡し ⚫ 裁判所は、書面による代理意見の提出後、適切な時期に一審判決を言渡す。法

律規定に従い、受理日から6ヶ月以内に判決を言渡さなければならないが、特

別な事情がある場合、上級裁判所の認可を得て審理期限を延長することができ

る。渉外事件31の場合、審理期限の制限を受けない。 

 

 
31 渉外事件とは、当事者の一方又は双方が外国人或いは外国の企業や組織である場合、当事者の一方又は双方が中国に住所

を有しない場合、標的物が中国国外にある場合、民事関係を発生・変更又は消滅する法的事実が中国国外にある場合等をい

う。 
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（3）二審 

説明 

上訴の提起 ⚫ 当事者は、一審判決を不服とする場合、一審判決を受領してから15日以内

（外国当事者の場合は30日以内）に一審裁判所の上級裁判所に上訴を提起

することができる。 

⚫ 上訴状は、一審裁判所に提出される必要があるが、当事者が直接、上級裁

判所に上訴状を提出した場合には、上級裁判所は5日以内に当該上訴状を

一審裁判所に移送する。 

相手方当事者へ

の上訴状の送達 

⚫ 一審裁判所は、上訴状を受領してから5日以内に上訴状の副本を相手方当

事者に送達する。 

相手方当事者に 

よる答弁書の提

⚫ 相手方当事者は、上訴状を受領してから 15 日以内に、答弁書を一審裁判所

に提出することができる（答弁書を提出しなくても、事件の審理に影響を与

一審判決の受領 

上訴の提起 

一審判決の受領日より 15 日以内 

（外国当事者は 30 日間以内） 

相手方への上訴状の転送 

相手方による答弁書の提出 

5 日以内 

上訴状の受領日から 15 日以内 

上訴人への答弁書の転送 

答弁書の受領日から 5 日以内 
相手方が答弁書を提出しなくても、

案件の審理には影響なし 

一審裁判所による二審裁判所への訴訟資料の転送 

合議体の構成 

開廷審理 

和解できない場合、

二審判決の言渡し 
和解 

立証期限：開廷審理の前或い

は開廷審理の際に、新しい証

拠を提出できる。中止 

フローチャート 

3

か

月 
 



155 

出 えない）。 

⚫ 訴訟実務においては、15 日の期間内に一審裁判所に答弁書を提出ができず

に二審裁判所に事件が移送された場合であっても、二審裁判所からの受理

通知を受けた後に直接二審裁判所に答弁書を提出できることも多い。 

答弁書の上訴人 

への送達 

⚫ 裁判所は相手方当事者の答弁書を受領してから5日以内に答弁書の副本を

上訴人に送達する。 

二審裁判所への 

訴訟資料の転送 

⚫ 一審裁判所は、上訴状、答弁書を受領してから、5日以内に、訴訟事件に

関する全ての資料と証拠を二審裁判所へ送達する。 

合議体の構成 ⚫ 二審裁判所は合議体を構成し、かつ、合議体を構成した日から3日以内に

合議体の構成メンバーを当事者双方に通知する。 

立証期限 ⚫ 当事者が二審の際に新しい証拠を提出する場合、裁判所の指定した立証期

限内に新しい証拠を提出することができる。 

⚫ 一審と同じく、立証期限内に証拠の提出ができない場合には、立証期限の

延長を申請することもできる。 

開廷審理 ⚫ 二審においては、必ずしも開廷審理の実施を要しない。裁判所は、書面審

理（口頭審理や当事者への尋問などをせず、訴状、上訴状、答弁書、代理

意見、証拠等を含む案件に係る全ての書類を基づいて、審理を行う）又は

談話審理（当事者を召喚し、口頭審理を行うが、正式な開廷審理と比べ

て、審理手続きがより簡単であり、三人の合議体ではなく、主審裁判官の

一人だけが出頭するもの）によって手続を進めることができる。 

⚫ 例えば、現在、商標審決取消行政訴訟事件の二審においては、ほとんどの

場合、書面審理が選択されており、談話審理が実施されることは少ない。

一方、侵害訴訟事件の二審においては、談話審理や開廷審理が実施される

ことが多く、書面審理が選択されることはあまりない。 

⚫ 裁判所は、開廷審理の3日前に、開廷審理に関する召喚状を発行して、当

事者に通知する。外国人が傍聴を希望する場合、事前に裁判所にその旨を

伝え、裁判所の要求にしたがって、関連資料を準備する必要がある。 

書面代理意見の

提出 

⚫ 開廷審理後、3日～2週間以内（具体的な期間は裁判所の要求に従う）に、

当事者は、開廷審理における議論点について、書面による代理意見を提出
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できる。 

二審判決の言渡

し 

⚫ 書面による代理意見の提出後、適当な時期に裁判所が二審判決を言渡す。 

⚫ 二審裁判所は、法律規定に従い、受理日から3ヶ月以内に判決を言渡さな

ければならないが、特別な事情がある場合には、上級裁判所の認可を得て

から、審理期間を延長することができる。渉外事件の場合、審理期限の制

限を受けない。 

 

（4）再審 

中国は二審制を採用しているが、確定された判決に明らかな誤りがある場合、再審を提起して是正

することができる。再審を提起するルートには、①裁判所の職権による再審、②検察院の控訴による

再審、③当事者の申請による再審の3つのルートがある。以下に、当事者の申請による再審の手続を紹

介する。 
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5 日間以

内 

受理しない 

再審被申立人に再審申請書を転送 

原判決の執行の中止 

再審事由の審査 

和解できない場合、

判決を言渡す 和解 

６ヶ月以内 

  

二審判決の受

領 

再審の提起 

受理 

再審被申立人の書面意見の提出 

再審請求の却下 再審審理を行う旨

の裁定を言渡す 

再審審理 

15 日間以内 3 ヶ月 

以内 

フローチャート 
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⚫ 説明 

再審の提起 ⚫ 当事者は、既に法的効力が発生した判決、裁定において明らかな誤りが有る

と認めた場合、上級裁判所に再審を提起することができる。 

⚫ ただし、再審が提起された場合でも、元の判決、裁定の執行は停止しない。 

再審の受理 

 

⚫ 再審申立人の提出した再審申立が法的条件を満たす場合、裁判所は、5日以

内にこれを受理し、再審申立人に受理通知書を送達しなければならない。 

⚫ 裁判所は、当該通知書の送達と同時に、被請求人及び原審のその他当事者32

に受理通知書及び再審申立書の副本並びに送達住所確認書を送達しなければ

ならない。 

再審被申立人の

意見書の提出 

⚫ 再審被申立人は、再審申立書の副本の受取日から 15日以内に、書面による

意見を提出できる。 

⚫ 書面による意見を提出しない場合でも、裁判所の審査に影響は及ばない。 

再審事由の審査 

 

⚫ 裁判所は、再審申立を受理した後、合議体を構成して審査を行う。 

⚫ 裁判所は、再審申立事件を審査する際に、当該再審請求が、再審事由に該

当するか否かについて審査を行い、再審申立人が主張していない事由に関

する審査は行わない。 

⚫ 裁判所は、再審申立事件を審査する際には、以下の方法を採用する。 

(1) 当事者が提出した再審申立書、書面意見等の資料の審査 

(2) 原審ファイルの審査・閲読 

(3) 当事者への問い合わせ 

(4) 当事者を集めて公聴会の開催 

⚫ 裁判所は、下記の再審事由に該当する旨を主張して申立てがなされた事件

について、以下の事由に該当する場合には、当事者を集めて公聴会を開催

することができる。 

(1) 新しい証拠があって、原判決・裁定を覆し得る場合 

 
32 ここでいうその他当事者は、同じ側の当事者を指す場合もある。例えば 2 つの被告がある事件で、被告 1 は原審判決を不

服し、再審申立てた場合、被告 1 は再審の請求者、原告は被請求人、原審被告 2 は、その他当事者に該当する。 
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(2) 原判決・原裁定において認定された基本事実について、証拠による証明が欠

如している場合 

(3) 原判決・原裁定において認定された事実に係る主な証拠が、偽造されたもの

である可能性がある場合 

(4) 原判決・原裁定における法律の適用に確実な誤りがある場合 

再審を行うか 

どうかの決定 

 

⚫ 再審事由に対する審査を経て、再審事由になると判断された場合、再審裁判

所は、原審裁判所或いは原審裁判所と同級の裁判所を指定して再審の審理を

させるか、又は、自ら再審の審理を行う。裁判所は、再審の審理を行うこと

を決定した事件について、原判決の執行を中止する裁定を言い渡す。 

⚫ 再審事由があると認められない場合には、再審裁判所は、再審申立を却下す

る旨の裁定を言い渡す。 

⚫ 法律上、再審裁判所は、再審申立を受理してから 3 か月以内に裁定を下さな

ければならない。特別な事情があって延長する必要がある場合、裁判所の所

長の許可による延長が認められている。当該延長期間は、実務上、半年ない

し一年となることが多い。 

再審審理 ⚫ 原審の裁判所を指定して再審の審理をさせる場合、原審裁判所が一審裁判所

であれば、一審手続にしたがって審理を行い、原審裁判所が二審裁判所であ

れば、二審手続にしたがって審理を行う。 

⚫ 最高裁自ら再審審理を行う場合、二審手続に従う。 

再審判決の 

言渡し 

⚫ 裁判所は通常、再審が立案されてから、半年以内に判決を言渡す。ただし、

複雑な事件については、半年以上の期間を要することもある。 

⚫ 再審の申立から再審判決の言渡しまでは、通常、2 年程度かかる。 

 

（5）仮処分 

仮処分制度は、侵害行為を中止させ、効果的に当事者の合法的権益を保護する点において、一定の有

効な役割を果たしている。仮処分が認められるためには、①他人が権利を侵害する行為を実施している

か、或いはまもなく実施しようとしていること、及び、②即時に中止させなければ，合法的権益に補填

困難な損害をもたらす可能性があることを立証する必要がある。知的財産権侵害訴訟においては、①の

うち「他人が権利を侵害する行為をまもなく実施しようとしていること」の立証が難しいため、侵害行
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為の存在が明らかな事件についてのみ、仮処分が認められているというのが実情である。また、実務上、

②に係る立証も容易ではないため、裁判官が仮処分請求を認めたケースはあまり多くない。特に、複雑

な侵害対比を経てからはじめて侵害の有無に係る判断ができる発明・実用新案事件では、仮処分が認め

られるケースは極めて少ない。 

仮処分を請求する際には、担保を提出しなければならないので、権利者にとっては、かなり負担とな

る。そのため、仮処分の請求について、事前にその効果とデメリットなどについて、実務経験が豊富な

弁護士に相談したほうがよい。 

 

 

仮処分の請求 

担保の提出 

①請求人は担保を提出しなければならず、担保 

の提供がない場合，請求は却下される。 

②担保の形式は、金銭、保証、抵当など合理的 

で、有効なものである必要がある。 

③担保の範囲には、仮処分にて関連行為の差止

めに関する合理的費用、被請求人が関連行為の

停止による損失などが含まれる。 

 
 

裁判所は関連請求を受け入れた後、

48時間以内に書面裁定を言渡す。 

仮処分請求を認めた場合、直ちに執

行しなくてはならない。 

裁判所が関連侵害行為を停止させる措置を取った後、

権利者又は利害関係者は 30 日以内に提訴しなければ

ならず，提訴がなければ，仮処分は取り消される。 

仮処分請求理由 

①他人が権利を侵害する行為

を実施しているか、或いはま

もなく実施しようとしてい

る。 

②即時に中止させなければ、

合法的権益に補填困難な損害

をもたらす可能性がある。 

 

フローチャート 
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（6）反訴 

反訴とは、既に進行している訴訟で、被告が本訴の原告を被告として、本訴を審理する裁判所に本訴

の訴訟標的と直接関係のある独立した訴訟を提起することを指す。 

反訴の特徴 

⚫ 反訴は必ず原告に対して提起するものであり、原告以外の他の第三者に提起してはならない。 

⚫ 反訴は本訴を審理する裁判所にのみ提起することができ、他の裁判所に提起することはできな

い。 

⚫ 反訴と本訴は、同じ種類の訴訟手続でなければならない。また、反訴請求は本訴請求と一定の関

連性を有するものでなくてはならず、具体的には、同じ法的関係或いは同じ法的事実に基づくも

のであること、又は訴訟標的が同一である等の関係性を有しなければならない。 

⚫ 反訴は一審の立証期限満了日の前に提起しなければならない。 

知財訴訟における反訴の例： 

 例 1：権利者が被疑侵害者に警告書を送付した後、被疑侵害者が非侵害確認訴訟を提起した場合、

当該訴訟における被告、つまり権利者は、被疑侵害者が権利侵害になるとの理由で、当該訴訟で

反訴を提起することができる。この場合、被疑侵害者が提起した非侵害確認訴訟は本訴となり、

権利者が提起した権利侵害訴訟が反訴となる。 

 例 2：権利者が被疑侵害者に対して、権利侵害訴訟を提起した場合、当該訴訟での被告、つまり、

被疑侵害者は、権利者が権利濫用になるとの理由で、当該訴訟で反訴を提起し、損害賠償を要求

することができる。この場合、権利者が提起した侵害訴訟は本訴となり、被疑侵害者が提起した

権利濫用による損害賠償請求訴訟が反訴となる。 

 

6.当事者適格 

（1）原告適格 

知財侵害訴訟における原告適格とは、自身の名義で権利行使を行うことができ、裁判所に対して訴

訟を提起し、判決受けることができる資格を有する者を指す。 

権利者 単独で提訴することができる。 

知的財産権の独占的実施権者 単独で提訴することができる。 
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知的財産権の排他的実施権者 権利者と共同で提訴、或いは権利者が提訴しない場合に単独で提訴

することができる。 

知的財産権の通常実施権者 権利者による明確な授権を受ければ、提訴することができる。 

 

（2）被告適格 

知財訴訟における被告適格とは、自身の名義で、原告の提訴に応じることができ、原告の請求内容

を履行する義務を有する者を指す。通常、知財侵害訴訟において、被告適格は侵害行為を実施した侵

害者に認められ、訴訟能力を有する主体となる。以下に被告の主な例を挙げるが、原告が訴訟を提起

する際には、事件の実情と証拠に基づき、適格な被告を確定する必要がある。 

 

専利権関連 ⚫ 発明特許権侵害製品（実用新案権侵害製品）の製造者、使用者、販売の申し出、

販売、輸入などを行った者、特許方法の使用者、当該特許方法により直接取得し

た製品の使用者、販売の申し出、販売、輸入を行った者 

⚫ 意匠権侵害製品の製造、販売、輸入などの行為の実施者、他人の専利の詐称行為

の実施者 

商標権関連 ⚫ 商標権侵害製品の製造者、販売者 

著作権関連 ⚫ 著作権侵害製品の製造者、販売者 

 

7. 証拠の収集、保全と立証 

（1）必要な証拠 

下記を全て提出しなければ勝訴できないというわけではないが、実際の案件に即して、可能な限り

多くの証拠を提出することが望ましいといえる。なお、提訴の際に提出する証拠については、全て原

本のコピーで問題なく、開廷審理の際に原本の確認が行われる。 

 

権利保有の

証拠 

専利権関連 専利登録簿の謄本、専利証書、年金の納付証明書、専利公報、専利

実施許諾契約、専利権評価報告書（実用新案、意匠の場合）等 

商標権関連 商標登録証、商標の使用・宣伝、知名度に関する証拠、商標実施許

諾契約等 

著作権関連 著作権登録証書、原稿、委託契約等 
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不正競争関連 ⚫ 一定の影響がある商品特有の名称・包装・装飾等に係る侵害事

件 

⇒ 製品の知名度と名称・包装の特有性に関する証拠等 

⚫ 営業秘密侵害事件： 

⇒ 技術資料、図面などの営業秘密情報内容、秘密保持契約、社

内秘密保持規程などの秘密保持措置に関する証拠等 

侵害行為に

関する証拠 

公証付購入の模倣品、模倣品の宣伝資料、模倣品の取扱書、パンフレット、模倣業

者のホームページで掲載された侵害情報に関する資料、被疑侵害者が権利者の著作

物に接触したことに関する証拠（著作権侵害訴訟の場合）、鑑定機関による侵害鑑

定等 

損害賠償と

合理支出に

関する証拠 

被疑侵害品の販売数量、価格、利潤率などに関する書類、被疑侵害者の侵害状況を

証明できる書類、オンライン販売がある場合の発売時期・販売数量などの状況を表

す販売ページのコピー、合理的な支出を証明できる領収書、インボイス等 

 

（2）権利者による証拠収集の方法 

模倣品対策において、証拠の収集は非常に重要である。権利者による証拠収集の方法については、

権利者自らが収集する方法と、現地の法律事務所や調査会社等の専門業者を利用して収集する方法が

ある。一般的には、権利保有にかかる証拠、模倣品及び模倣業者の存在などの基本的な情報などにつ

いては権利者自らが収集し、侵害品の商流、製造、販売状況などの複雑な調査については、インター

ネット、展示会及び現地調査などを通じて調査し、公証の方法で証拠確保する必要があるので、現地

の法律事務所や調査会社等を利用することが多い。 

知財訴訟を専門とする法律事務所や調査会社は、豊富な調査経験を有し、各案件の具体的な状況に

応じて、調査方法を計画し、調整することができる。また、仮名で密かに調査を行うことで、公開ル

ートでは入手できない証拠や手がかりを入手することも可能である。 

なお、中国全土で約3,700程の調査会社があるが、知財関連の模倣品に係る調査業務を行っている調

査会社は全体の5％程度であり、その中には調査経験が豊富ではなく、証拠の入手における法的な問題

を十分に把握できていない会社も多数存在する。調査会社の選定に際しては、各社の能力の見極めが

必要になるところ、実際に調査を依頼する前に調査会社の能力や評判に関する情報を収集することが

重要である。権利者自ら情報を収集することが難しい場合には、知財案件を専門に扱う現地の法律事



164 

務所を経由して、調査会社に調査を依頼することを検討してもよい。 

証拠の収集においては、証拠の証明力を保証するため、できるだけ、国家機関、公的団体など権威

のある機関から書類、証拠の原本、直接証拠を収集すべきであり、また、公証による証拠確保を活用

して、その証拠の証明力を高めることが重要である。たとえば、公証人の立会いの下で侵害品を購入

したり、侵害品に関するカタログを入手したりするか、或いは、インターネットにおける侵害品に関

する情報に対して公証を行うことなどが挙げられる。また、収集した証拠が、公証手続の不備により

瑕疵あるものとされないよう、訴訟手続に詳しい法律事務所等に依頼し、確実に公証手続を実施する

ことも重要である。 

 

（3）裁判所による証拠収集 

申請期間 ⚫ 裁判所による証拠収集の申請は、立証期間満了日から7日以上前に裁判所に提出す

る必要がある 

申請条件 ⚫ 以下のいずれかに該当する場合、裁判所に証拠収集を申請できる。 

(1) 国家関係部門に保管され、かつ、裁判所の職権によらなければ取り寄せることの

できない書類 

(2) 国家秘密、営業秘密、プライバシーに係る書類 

(3) 客観的な理由により、当事者及び訴訟代理人が自ら収集することができないその

他の書類 

 

（4）裁判所による証拠保全 

申請期間 ⚫ 以下のいずれかの期間に申請をしなければならない 

(1) 本訴を提起する前の15日以内 

(2) 立証期間満了日の7日以上前 

申請条件 ⚫ 以下のいずれかに該当する場合、申請が認められる 

(1) 証拠隠滅の可能性がある場合 

(2) 今後の証拠の入手が困難な場合 

証拠保全の

方法 

⚫ 差押、撮影、録音、写真撮影、複製、鑑定、実地検証、記録の作成等により、証拠

保全を実施する 

担保の提供 ⚫ 保全証拠そのものの財産価値が高い場合、証拠の調査、保全は被申請者の正常な
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経営活動に損失を与える可能性のある場合又は被申請者のその他の財産損失に及

ぶ場合、申請者に担保の提供が要求される。 

 

知的財産権侵害訴訟において、権利者は、裁判所に証拠収集や証拠保全を申請することが認められ

ており、また、裁判所も自らの職権により証拠収集や証拠保全を行うことができるが、実務におい

て、後者のケースは非常に少ないというのが実情である。 

権利者の申請に基づく裁判所の証拠収集や証拠保全について、かつては申請が認められることは少

なかったが、近年においては、申請者が合理的な理由を説明することさえできれば、裁判所において

申請が認められることが多くなってきている。例えば、営業秘密や方法特許、或いは中間製品、B2B

製品の侵害などに係る訴訟などにおいて、権利者自身が侵害行為が存在することの立証を行うこと

は、客観的にみて難しいといえるため、裁判所は証拠保全の申請を認める可能性が高い。また、税務

局や現地知識産権局などの国家機関或いはTmall(中国の大手オンラインショッピングモール)などの

ECプラットフォームに保管されている資料についても、案件の審理と関連性があることを裁判所に説

明できれば、裁判所は証拠収集の申請を認める可能性が高い。 

したがって、裁判所による証拠収集と証拠保全を効果的に利用できれば、侵害行為の立証難を解決

することができる。どのように裁判所による証拠収集と証拠保全を利用するか、その申請が認められ

る確率がどの程度あるか、或いは、申請が認められるためにはどのように申請理由を記載するか等に

ついて、法律の専門家と相談することをお勧めする。 

 

（5）立証期間と証拠交換 

立証期間 ⚫ 中国の知的財産権侵害訴訟において、裁判所は、通常、訴状などの文書を受領して

から30日間の立証期間を当事者に与える。 

⚫ 当事者は立証期間が満了する前であれば、立証期間の延長を申請することができ

る。立証期間の延長を請求する場合には、立証期間延長申請書を提出しなければな

らない。裁判所は、当事者から提出された請求理由、事件の状況、証拠収集の状況

などに基づき、立証期間の延長の可否と延長期間を決定する。法令上、延長期間の

長さに関する規定等はないが、実務においては、2週間～1ヶ月程度の立証期間の延

長が認められることが多い。 

⚫ 延長された立証期間内に、証拠収集を完了できない場合、当事者は再度の立証期間
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の延長を申請することもできる。当事者の請求が認められるかどうかは、裁判所の

判断次第であるが、合理的な理由があれば、認められる可能性がある。2回目の延

長申請により、再度2週間～1ヶ月程度、訴訟手続を先延ばしできることもある。 

証拠交換 適用状況 裁判所は、個々の案件の状況や複雑さを踏まえて、開廷審理の前に証拠

交換を実施することができる。33 

タイミング 答弁期間の満了後、開廷審理の前であって、裁判所が適切と判断したタ

イミングで実施する。実務上、実施のタイミングにはばらつきがあり、

開廷審理当日に実施されることもある。 

回数 通常は1回であるが、複雑で難易度の高い重大な事件については、複数回

（2～3回程度）実施されることもある。 

 

（6）留意点 

①中国の裁判においては、証拠に対する形式的な要件が厳しいため、権利者は、証拠を収集する際、

証拠の真実性（証拠の原本）、合法性（入手ルートの合法性）、関連性の要件を検討しなければな

らない。 

②証拠の証明力を高めるために、できるだけ、国家機関、公的団体など権威のある機関からの書類、

公証、タイムスタンプなどの手段により確保した証拠を収集することが望ましい。 

③外国で形成された証拠のうち、身分証明と関連するものについては、当該証拠が形成された国の公

証機関による証明を得た上で、当該国に駐在する中国大使館又は領事館において認証を行わなけれ

ばならない。また、公文書を証拠とする場合、当該国の公証機関による証明が必要である。その他

の証拠については、2019年の民事証拠規定の改正により、公証認証が不要となっている。 

④外国語で作成された証拠については、中国政府が認める翻訳資格を有する翻訳会社により、中国語

に翻訳される必要がある。 

⑤訴訟を行う場合、侵害証拠を確保した場所を侵害地とすることができるので、地方保護主義に左右

されない北京や上海などの大都市で侵害証拠を確保することにより、自分に有利な訴訟の管轄地を

選定することができる。例えば、北京、上海などの大都市で行われる展示会で侵害品展示に関する

証拠を収集できれば、展示会の開催地で提訴することが可能である。また、インターネットの電子

 
33最高裁判所による民事訴訟証拠に関する若干規定（2001）では、当事者の申請について規定していたが、2019 年の改正によ

って削除されたので、現在証拠交換を開催できるのは裁判所のみとなっている。 
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商プラットフォームから被疑侵害品を購入する場合、販売店舗の工商登録がされている地を訴訟の

管轄地とすることができるため、北京や上海などの大都市に工商登録された販売店舗から購入し、

その店舗を共同被告とする方法なども考えられる。 

 

8.訴訟に係る費用 

（1）裁判所への訴訟費と負担方式 

知的財産権民事訴訟の訴訟費用 

係争金額がない場合 500～1,000元/件 

係争金額がある場合 係争金額が1万元を超えない場合： 

⇒ 50元/件 

係争金額が1万元以上～10万元の場合： 

⇒ 係争金額×2.5％－200元 

係争金額が10万元以上～20万元の場合： 

⇒ 係争金額×2％＋300元 

係争金額が20万元以上～50万元の場合： 

⇒ 係争金額×1.5％＋1,300元 

係争金額が50万元以上～100万元の場合： 

⇒ 係争金額×1％＋3,800元  

係争金額が100万元以上～200万元の場合： 

⇒ 係争金額×0.9％＋4,800元 

係争金額が200万元以上～500万元の場合： 

⇒ 係争金額×0.8％＋6,800元 

係争金額が500万元以上～1,000万元の場合： 

⇒ 係争金額×0.7％＋11,800元 

係争金額が1,000万元以上～2,000万元の場合： 

⇒ 係争金額×0.6％＋21,800元 

係争金額が2,000万元を越える場合： 

⇒ 係争金額×0.5％＋41,800人民元 

訴訟費の負担方式 
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⚫ 訴訟費用は提訴の際に、原告より先に納付する必要があり、裁判官の裁量によって当事者の負担

金額が決定され、判決書に明確に記載される。 

⚫ 原則として、訴訟費用は敗訴側が負担する。勝訴側が自ら訴訟費用を負担する場合は、当該費用

を計算から除外する。 

⚫ 部分勝訴、部分敗訴の場合、裁判所は事件の具体的な状況に基づき、各当事者の負担する訴訟費

用を決める。 

⚫ 二審裁判所が一審裁判所の判決、裁定を変更した場合、これに応じて、一審裁判所が訴訟負担に

関する決定を変更する。 

⚫ 裁判所の調停により和解に至り、訴訟を取り下げる場合、訴訟費用の半分が裁判所から返却され

るが、残された半分の訴訟費用の負担は、双方当事者の協議によるものとする。 

 

（2）弁護士費用  

弁護士費用は、事件の難易度、係争金額、渉外事件であるか否か、弁護士の所属している法律事務所

の所在地及びその請求基準などにより、その費用が異なるが、中国には、その地域の経済発展の水準に

基づき、地域ごとに弁護士費用の基準も異なっている。 

以前は各地における弁護士費用の水準を定めた指導的な規定が存在したが、現在では、弁護士費用は

市場原理により決められるべきであるとの観点から、各地の弁護士費用に対する制限がなくなり、基本

的には当事者と法律事務所（弁護士）の間の協議によって決定されている。 

知財事件に係る弁護士費用の請求方法は、タイムチャージ、定額、着手金＋成功報酬のいずれかの形

となるのが通常である。タイムチャージの基準は、法律事務所（弁護士）によって異なり、1 時間あた

り 1,000～5,000 元の幅の中で設定されることが多い。実際の請求は、設定されたタイムチャージに実

際に発生した作業時間をかけて算定される。 

定額の場合、事件の難易度、係争金額、渉外事件であるか否か、弁護士の所属している法律事務所の

所在地及びその請求基準等に基づいて決定することになる。知財侵害訴訟の渉外事件の場合、１件あた

りの弁護士費用は、20 万元～100 万元となることが多い。 

着手金＋成功報酬の形である場合、最初案件を依頼した際に一定の着手金34を支払うことに加えて、

訴訟目的を実現した際に、裁判所より判定した賠償金額のうち、一定比率を成功報酬として支払うこと

になる。具体的な金額と比率については、当事者と法律事務所（弁護士）の協議によって決定する。 

 
34 通常定額となるが、具体的な金額は当事者と法律事務所（弁護士）との協議によって決める 
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9.損害賠償の計算 

（1）賠償金の計算方法 

専利権侵害 ⚫ 権利者が侵害により受けた実際の損失又は侵害者が侵害により得た利益に基づい

て算定する。 

⚫ 専利権者の損失又は侵害者の得た利益の算定が困難な場合には、当該専利の実施

許諾料の倍数を参酌して合理的に算定する。 

⚫ 故意により専利権を侵害し、情状が深刻なときは、上述の方法により確定した金

額の 1 倍以上 5 倍以下で確定することができる。 

⚫ 専利権者が侵害行為を差し止めるために支払った合理的な支出を含めることがで

きる。 

法定賠償額： 

⚫ 裁判所は専利権の種類、侵害行為の性質や情状などの要素に基づいて、3 万元以

上 500 万元以下の賠償額を判定することができる。 

商標権侵害 ⚫ 商標権者が侵害により受けた実際の損失に基づいて算定する。 

⚫ 実際の損失の算定が困難な場合には、侵害者が侵害により得た利益に基づいて算

定する。 

⚫ 商標権者の損失又は侵害者が得た利益の算定が困難な場合には、当該商標の使用

許諾料の倍数を参酌して合理的に算定する。 

⚫ 悪意により商標専用権を侵害し、情状が重大なときは、上述の方法により確定し

た金額の 1 倍以上 5 倍以下で確定することができる。 

⚫ 商標権者が侵害行為を差止めるために支払った合理的な支出を含めることができ

る。 

法定賠償額： 

⚫ 裁判所は権利侵害行為の情状に基づき500万元以下の損害賠償を判定できる。 

著作権侵害 ⚫ 著作権者が侵害により受けた実際の損失又は権利侵害者の違法所得に基づいて算

定する。 

⚫ 著作権者の実際の損失又は侵害者の違法所得の算定が困難な場合には、当該権利

の使用費用を参照して賠償することができる。 

⚫ 故意により著作権及びその他の権利を侵害し、情状が深刻なときは、上述の方法

により確定した金額の 1 倍以上 5 倍以下で確定することができる。 
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⚫ 著作権者が侵害行為を差し止めるために支払った合理的な支出を含めることがで

きる。 

法定賠償額： 

⚫ 裁判所は、侵害行為の情状に基づき、500元以上、500万元以下の損害賠償を判

定できる。 

不正競争 

行為 

⚫ 権利者が侵害により受けた実際の損失に基づき算定する。 

⚫ 実際の損失の算定が困難な場合には、侵害者が侵害により得た利益に基づき算定

する。 

⚫ 悪意により営業秘密を侵害し、情状が重大なときは、上述の方法により確定した

金額の 1 倍以上 5 倍以下で確定することができる。 

⚫ 権利者が侵害行為を差止めるために支払った合理的な支出を含めることができ

る。 

法定賠償額： 

⚫ 第6条（混同行為）、第9条（営業秘密侵害）に違反する場合、裁判所は権利侵

害行為の情状に基づき500万元以下の損害賠償を判定できる。 

懲罰的賠償 ⚫ 2019 年に施行した商標法及び不正競争防止法（営業秘密侵害事件）の改正法で

は、懲罰的賠償の基準が引き上げられ、算定した損害額の「1 倍以上 5 倍以下」

で賠償額を確定できる旨が規定された。 

⚫ 2021 年 1 月 1 日に施行した民法典には、知的財産権侵害事件に関する懲罰的賠

償について定める規定が導入された。 

⚫ 2021 年 6 月 1 日に施行される専利法及び著作権法の改正法においても、懲罰的

賠償に関する条文が新たに設けられ、算定した損害額の「1 倍以上 5 倍以下」で

賠償額を確定できる旨が規定されている。 

⚫ 適用条件は、何れも「悪意/故意の権利侵害」が存在すること及び「情状が深

刻」であることとなっている。 

 

（2）賠償金の立証方法 

権利者の受けた損失に 

関する立証 

⚫ 立証方法 

・侵害により減少した専利製品の売上高×特許製品1個当たりの利潤 



171 

・侵害品の販売数量×専利製品1個当たりの利潤×寄与率35 

⚫ 証拠資料 

・権利者の財務データ、会計報告 

・侵害品の販売データと販売記録 

⚫ ポイント 

権利者にとって、製品の売上高とその利潤は、通常、営業秘密であ

り、対外的に開示することが難しい。また、侵害行為と売り上げの減

少の因果関係を証明することは容易ではない。そのため、実務上、権

利者の受けた損失に基づき損害賠償を算定することは少ない。 

侵害者の利益に関する立証 ⚫ 立証方法 

・侵害品の売上高×侵害製品１個あたりの利潤×寄与率 

・侵害品の販売数量×侵害製品１個あたりの利潤×寄与率 

⚫ 証拠資料 

・侵害者の財務データ、会計報告 

・侵害品の販売データと販売記録 

⚫ ポイント 

侵害者の利益に係る立証が難しいため、従来、侵害者の利益に基づ

いて損害賠償を算定することは稀であり、法定賠償により賠償額を確

定するケースが圧倒的に多い状況があった。近年、中国政府の知的財

産権保護の方針に沿って、知的財産権侵害訴訟に係る制度・運用が、

権利者の立証責任を軽くさせる方向にシフトし、かつ、ネットショッ

ピングの普及により、侵害品の販売数量と売り上げの記録が確保でき

るようになってきたことから、侵害者の利益に基づき損害賠償を算定

するケースが増加してきている。 

多額の賠償金を得るためには、侵害者の侵害利益が高いことを立証

する必要があるので、証拠収集の際にできる限り多くの有用な証拠を

保全することが望ましい。しかし、多くの場合、侵害品の販売数量と

販売利潤等については、侵害者しか把握することができないため、依

 
35 当該専利が製品の販売に寄与する度合い 
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然として、侵害者の利益を客観的に立証することは容易ではない。こ

のような課題に対応するため、権利者が侵害者の利益を初歩的に立証

できた場合36には、裁判所に対して侵害者の帳簿資料の開示を命じる

よう申請することが認められている。 

ネットショッピングの普及に伴い、侵害品のオンライン販売が増加

しているが、オンライン販売では、販売記録がデータとして残されて

いることが多く、また、権利者は裁判所に対してTmall等のECプラッ

トフォームから販売記録を取り寄せるよう申請することもできるた

め、権利者にとって証拠収集がしやすい環境となってきている。 

法定賠償金に関する立証 ⚫ 証拠資料 

・侵害行為の実施範囲、侵害期間、侵害品の製造、販売量、販売金額、

侵害者の主観的悪意などに関する書類 

・原材料の購入契約書、販売契約書、領収書、インボイス等 

⚫ ポイント 

法定賠償の金額を上げるため、被疑侵害製品の販売量が多いこと、

侵害期間が長いこと、主観的悪意が明らかに存在すること等を立証で

きる証拠を提出することが望ましい。 

侵害行為の差し止めのため

に支出した合理的な支出に

関する立証 

⚫ 合理的な支出には、公証費、翻訳費、弁護士費用、鑑定費用、調

査会社の証拠収集代行手数料や被疑侵害製品の購入費用等が含ま

れる。 

⚫ 支出があったことを証明するため、支出に係る領収書、インボイ

ス、契約書等を提出する必要がある。 

使用実施許諾料の倍数に関

する立証 

⚫ ライセンス契約及び契約履行証明書等を提出することにより、立

証する。 

 

10.財産保全と行為保全 

（1）財産保全 

 
36 確定的に侵害利益のデータを立証することはできないが、販売数量、売り上げ、利潤率などに関して、初歩的な証拠によ

り、一定程度の証明・推定ができるような場合、裁判所に対して、侵害者の帳簿資料の開示を命じるよう申請することが認

められている 
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財産保全は、民事訴訟手続きにおいて、当事者及び利害関係者の申請又は裁判所の職権により、将

来における判決の実効性を確保することを目的として、係争にかかる財産に対して執られる臨時の強

制措置のことを指す。 

 

申請期間 ⚫ 訴訟を提起する前の30日以内 

⚫ 訴訟の経過中 

⚫ 判決の発効後、執行手続きの前（発効判決により指定された履行期間満了後の五

日以内に） 

申請条件 ⚫ 当事者より申請する場合： 

当事者一方の行為又は他の要因により、判決を執行することが難しい場合又は当

事者に他の損害を与える可能性が高い場合には、当事者による申請が認められる。 

⚫ 利害関係者より申請する場合： 

状況が緊急であり、財産保全をしなければ、利害関係者の合法的権利・利益に補填

できない損害を与える可能性が高い場合、利害関係者による申請が認められる。 

担保の提供 ⚫ 訴訟前に申請する場合、保全請求金額と同額の担保を提出しなければならない。 

⚫ 訴訟中に申請する場合、裁判所の判断により、担保の提出の要否及びその金額が

決定される。知財訴訟の場合、通常、担保の提出が要求される。 

保全の範囲 ⚫ 保全の対象は、財産保全申請書に記載した保全を請求する金額又は本件に関連す

る財産に限られる。 

財産保全の

方法 

⚫ 差押、口座の凍結等により、財産の保全を実施する。 

保全の解除 ⚫ 以下に該当する場合、保全を解除する。 

(1) 保全に誤りがある場合 

(2) 申請者が保全申請を取り下げた場合 

(3) 申請者が起訴を取り下げた場合又は訴訟請求が棄却された場合 

(4) その他保全を解除すべき情状がある場合 

保全の不利

結果 

⚫ 保全の申請に誤りがある場合、被申請者が財産保全によって被った損失について

は、申請者が賠償する。 
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（2）行為保全 

 行為保全は、民事訴訟手続きにおいて、当事者及び利害関係者の申請又は裁判所の職権により、将

来における判決の実効性を確保することを目的として、裁判所が被申請者に対して一定の行為を行う

こと又は一定の行為を禁ずることを命じるものである。 

申請期間 ⚫ 訴訟を提起する前の30日以内 

⚫ 訴訟の経過中 

申請条件 ⚫ 即時に被申請者による一定の行為を止めさせる、又は、一定の行為を禁止しな

い限り、当事者に補填できない損害を与える場合に申請が認められる。 

担保の提供 ⚫ 訴訟前に申請する場合、担保を提出しなければならない。担保の金額は、裁判

所が案件の実際の状況により決定する。 

⚫ 訴訟中に申請する場合、裁判所の判断により、担保の提出の要否及びその金額

が決定される。知財訴訟の場合、通常、担保の提出が要求される。 

保全の範囲 ⚫ 保全の対象は、行為保全申請書に記載した請求の範囲に限られる。 

保全の方法 ⚫ 裁判所は、被申請者に対して、一定の行為を行うこと又は一定の行為を禁ずる

ことを命じる。 

保全の解除 ⚫ 以下に該当する場合、保全を解除する。 

(1) 保全に誤りがある場合 

(2) 申請者が保全申請を取り下げる場合 

(3) 申請者が起訴を取り下げた又は訴訟請求が棄却された場合 

(4) その他保全を解除すべき情状がある場合 

申請に誤りが

あった場合の

損失の賠償 

⚫ 保全の申請に誤りがある場合、被申請者が保全によって被った損失は申請者が

賠償する。 

 

11.和解 

知的財産権侵害訴訟において、当事者は裁判官の調停の下で、或いは、自ら和解を求めることがで

きる。和解の方式については、調停書の発行（日本の裁判内和解に相当する）と訴訟取り下げ（日本

の裁判外和解に相当する）の二種類がある。 

調停書発行による和解の場合、当事者双方に合意が得られれば、裁判所が双方の和解条件に基づ
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き、調停書を発行する。当該調停書には、案件の基本経緯と和解条件などが記載されるが、裁判所に

よる分析や侵害判断などは一切記載されない。調停書は、判決書と同じく、強制執行力を持ってい

る。一方当事者が履行しない場合、相手方当事者は、裁判所に強制執行を申請できる。 

一方、訴訟取り下げによる和解の場合、双方当事者は、和解契約を締結した上で原告が訴訟を取り

下げる。その際に、裁判所は、訴訟取り下げを認める裁定書を発行するが、当該裁定書には、訴訟の

取り下げを認める旨が記載されるのみで、案件の経緯や和解条件等は記載されない。当事者の和解契

約は強制執行力を有するものでなく、また、裁判所の訴訟取り下げ裁定書についても、和解条件も記

載されていないものであるため、一切の強制執行力を有しない。そのため、一方当事者が和解契約を

履行しない場合、相手方当事者は、裁判所に別途提訴するしかない。 

和解のタイミングは、必ずしも開廷審理後に限られておらず、裁判所が侵害訴訟事件を受理した日

から、判決の執行段階まで、両当事者は、事件の進捗状況と自社の実情に応じて、いつでも和解を行

うことができる。 

また、和解の範囲は、訴訟請求内容に限られておらず、ライセンス契約などの締結や、他の商業上

の提携事項について協議を達成すること等を含めて和解を行うこともできる。 

ただし、裁判所が発行する調停書には、訴訟請求範囲内の和解条件のみ記載されることになるた

め、訴訟請求範囲外の和解条件については、別途和解契約で定める必要がある。 

 

12. 判決の執行 

●プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

執行和解 

判決の受領 

執行の提起 

受理しない 立件 

被執行人への執行通知 

強制執行 

執行終結 

判決で確定された履行期限満了日から 2年以内  

７日以内 

3日以内 

6ヶ月以内 
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⚫ 説明 

執行の提起 

 

⚫ 発効判決で確定された履行期限の満了日までに、相手方当事者が判決で確定され

た義務を履行しない場合、当事者は、履行期限の満了日より 2 年以内に、訴訟事

件の一審裁判所又は一審裁判所と同級である執行財産所在地の裁判所に、判決の

執行を申請することができる。 

執行の立件 ⚫ 当事者の執行請求が法的条件を満たす場合、裁判所は、7 日以内に立件する。 

⚫ 法的条件を満たさない場合は、申請を受理しない旨の裁定を言い渡す。 

被執行人へ

の執行通知 

⚫ 執行廷37は、執行事件を受理した後、判決で確定された義務を履行させるため、

事件受理日から 3 日以内に被執行人に対する執行通知を発行し、かつ、履行遅延

期間の債務利息或いは遅延履行金を支払うよう命じる。 

強制執行 ⚫ 被執行人が執行通知で指定した期間内に履行しない場合、或いは、被執行人が財

産を移転、隠匿、換金、破損するおそれがある場合、裁判所は強制執行措置をと

る。 

⚫ 執行措置の手段としては、被執行人の財産に対する差押、競売、換金、及び銀行

口座の凍結、振替などが挙げられる。 

執行終結 ⚫ 裁判所は、立件日から 6 ヶ月以内に執行手続きを終結しなければならない。 

⚫ 執行手続きは、通常、裁判所が被執行人に対する強制執行を完了したとき、執行

人と被執行人との間で和解を達成できたとき、或いは、被執行人が執行可能な財

産を有していないことが確認されたとき等に終結する。 

 

第 2節 侵害判定 

1.専利権侵害訴訟 

（1）侵害判定原則 

オールエレメントルール（all elements rule） 

「オールエレメントルール」とは、被疑侵害製品が、専利権利範囲に記載されたすべての構成要

素を備えなければならないという原則をいう。 

①発明特許権の権利範囲： 

 
37 裁判所において判決の執行や保全行為を専門に担当する部署 
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発明特許の請求項の内容を基準とし、明細書及び図面は請求項の内容の解釈に用いることができ

る。 

②実用新案権の権利範囲： 

実用新案の請求項の内容を基準とし、明細書及び図面は請求項の内容の解釈に用いることができ

る。 

③意匠権の権利範囲： 

図面又は写真に示されたその製品の意匠を基準とし、簡単な説明は図面又は写真に示された製品意

匠の解釈に用いることができる。 

均等論 

「均等論」とは、被疑侵害製品の技術的特徴が、専利の保護範囲に全て含まれてはいないが、専

利及び独立請求項における技術的特徴と同等である場合、被疑侵害製品を専利権の保護範囲に含ま

れるものとする考え方である。 

同等の技術的特徴とは、記載された技術的特徴と、基本的に同一の手段をもって、基本的に同一

の機能を実現し、基本的に同一の効果を奏し、かつ当該分野の通常の技術者が創造的な労働を経る

ことなく想到できる技術的特徴をいう。 

⚫ 均等論の制限 

① 献納原則： 

明細書に記載されたが、請求項には記載されていない技術考案については、専利権者が社会公衆に

献納したものであるとみなし、専利権侵害訴訟において、当該技術的考案の内容が均等特徴に確定

された範囲に属すると主張してはならない。 

② 禁反言の原則 

専利権者は、自己が登録、若しくは無効審判手続においてすでに放棄した内容について、均等論の

適用により再度専利の権利範囲に加える旨の主張をしてはならない。 

 

（2）被疑侵害者の抗弁 

非侵害抗弁 

⚫ 専利権者に訴えられた被告は、自身の製品或いは方法、又は製品の意匠が、原告の専利権の権利

範囲には含まれないとする「非侵害抗弁」を行うことができる。詳細は、以下のとおり。 
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 発明／実用新案 

専利権者の係争専利権が発明又は方法に関する発明特許権、或いは実用新案権である場合、被告

は、以下の二つの何れかを主張することを通じて、非侵害抗弁を行うことができる。 

a) イ号製品又は方法に係る構成要件と、原告の発明特許権又は実用新案権の請求項に記載された全

ての構成要件とを対比した場合、当該請求項に記載された一又は二以上の構成要件が欠如して

いる。 

b) イ号製品又は方法に係る構成要件と、原告の発明特許権或いは実用新案権の請求項に記載された

構成要件とを対比した場合、一又は二以上の構成要件において実質的な相違点が認められ、両者

は同一でも均等でもない。 

 意匠 

専利権者の係争専利権が意匠権である場合、被告は、下記の二つの何れかを主張することを通じ

て、非侵害抗弁を行うことができる。 

a) イ号製品は意匠権製品とは、同一又は類似種類の製品に属するものではない。 

b) イ号製品の意匠と係争意匠権は、同一でも類似でもない。 

 

⚫ 専利権者に訴えられた被告は、自身の被疑侵害行為は、「非営利目的のものであって、個人によ

る製造・使用行為」である旨主張することを通じて、非侵害抗弁を行うことができる。中国の専

利関連法令38によれば、非営利目的のものであって、個人による製造・使用行為は、専利権の侵

害とならない。ただし、営利団体或いは企業が、許可を得ずに、他人の専利製品を製造・使用し

た場合、「非営利目的」を理由とする侵害責任の免除は認められない。このように、当該非侵害

抗弁については、厳しい適用条件が限定されており、一般の企業や営利団体には適用することが

できない。 

侵害とみなされない抗弁 

⚫ 権利消尽による抗弁 

専利権者又はその許可を得た機関、組織又は個人が、専利製品又は専利方法により直接得た製品

を販売した後に、当該製品の使用、販売の申し出、販売、輸入を行う行為は、専利権侵害とみなさ

ない。 

⚫ 先使用権による抗弁 

 
38 「専利法」第 11 条及び 2017 年改正「北京市高級人民法院専利権侵害判定指南」第 130条などを参照。 
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専利の出願日以前にすでに同一製品を製造し、同一方法を使用し、又はすでに製造、使用のため

に必要な準備をしており、かつ従来の範囲内でのみ製造、使用を継続する場合は、専利権侵害とみ

なさない。 

⚫ 臨時入国による抗弁 

一時的に中国の領土、領海、領空を通過する外国の輸送手段が、その属する国と中国とで締結し

た協定又は共に加盟している国際条約、又は相互主義の原則に従い、その輸送手段のために必要と

なる装置及び設備において、関係専利を実施する場合、専利権侵害と見なさない。 

⚫ 科学研究及び実験のための専利実施抗弁 

科学研究及び実験のためにのみ関係専利を実施する場合、専利権侵害と見なさない。 

⚫ 薬品及び医療機械の実験の例外 

行政審査に必要な情報を提供するために、専利薬品又は専利医療機械を製造、使用、輸入する場

合、及びそのためにのみ専利薬品又は専利医療機械を製造、輸入する場合、専利権侵害と見なさな

い。 

従来技術或いは従来意匠の抗弁 

⚫ 専利権侵害紛争において、被疑侵害者が、実施した技術又は意匠が従来技術又は従来意匠であ

ることを証明できる場合、専利権侵害に該当しない。 

賠償責任を負わないための抗弁 

⚫ 専利権者の許諾を得ずに製造、販売された専利権侵害製品であることを知らずに、それを生産

経営の目的で使用、販売の申し出又は販売した場合であって、その製品の合法的な由来を証明

することができるときは、賠償責任を負わない。 

訴訟時効の抗弁 

⚫ 専利権侵害の訴訟時効は 3 年であり、専利権者又は利害関係人が侵害行為及び侵害者を知った

日又は知り得べき日から起算する。 

⚫ 専利権侵害訴訟において、被告は、専利権者の証拠から、専利権者が侵害行為を知った日或い

は知り得べき日を推定することができるが、仮に、原告の提訴が訴訟時効を超えている場合に

は、これをもって抗弁を行うことができる。 

無効審判の提起と訴訟中止 

⚫ 中国では、専利が有効であるかどうかについては、国家知識産権局専利局覆審と無効審理部（専
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利審判委員会）が判断することとなっており、裁判所はこれについて判断する権限を有しない。

したがって、被告は、専利権侵害訴訟事件において、直接に専利が無効であるという抗弁を提出

することができない。 

⚫ 一方で、被告には訴訟中止を申請することが認められている。具体的には、答弁期間内に専利審

判委員会に無効審判を提起すれば、専利審判委員会から無効審判請求受理通知書を受け取る。被

告は当該通知書を裁判所に提出することにより、侵害訴訟審理の中止を請求することができる。 

 

2.商標侵害訴訟 

（1）侵害判定の原則 

同一又は類似の商標を同一又は類似の商品に使用 

登録商標と同一又は類似の商標を同一又は類似の商品に使用した場合、当該商標の使用行為は商

標権侵害となる。商標権の侵害の判断の基礎となる商標及び商品の類否判断基準は、以下のとおり。 

 

 商標の類否判断 

 商標の同一とは、商標権侵害の訴えの対象となる商標（標章）と、原告の登録商標を比較した場

合に、両者に視覚的な差異がないことをいう。 

 商標の類似とは、商標権侵害の訴えの対象となる商標（標章）と原告の登録商標を比較して、そ

の文字の形、発音、意味又は図形の構造及び色彩、又は各要素を組み合わせた後の全体構造が類

似し、又はその立体形状、色彩組み合わせが類似し、関係公衆に商品の出所を誤認させる、又は

その出所が原告の登録商標の商品と特定の関係を持つと誤認させる場合をいう。 

 商標の同一性又は類似性を認定する場合は次の原則に照らして行うものとする。 

a 関係公衆の一般的な注意力を基準とする。 

b 商標の全体を対比するほか、商標の主要部分の対比も行わなければならず、対比は対比する対

象を隔離した状態でそれぞれ行わなければならない。 

c 商標の類否判断においては、保護を求める登録商標の顕著性や知名度を考慮する。 

 

 商品の類否判断 

 類似商品とは、機能、用途、生産部門、販売ルート、消費対象等の面において共通性を有するもの

であり、又は関係公衆が、それらに特定の関係があると認識し、容易に混同を生じる商品をいう。 
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 類似の役務とは、役務の目的、内容、方式、対象等の面において共通性を有し、又は関係公衆が

特定の関係があると認識し、容易に混同を生じる役務をいう。 

 商品と役務の類似とは、商品と役務との間に特定の関係があり、関係公衆を容易に混同させるも

のをいう。 

 商品又は役務が類似であるか否かを認定する場合は、関係公衆の商品又は役務に対する一般的な

認識を以って総合的に判断しなければならない。商品又は役務が類似であるかを判断する上で

は、「商標登録商品及び役務の国際分類表」、「類似商品及び役務区分表」を参考とすることが

できる。 

 

（2）被疑侵害者の抗弁 

非侵害の抗弁 

⚫ 商標権侵害訴訟において、被告は、非侵害の抗弁として、商標権侵害の訴えの対象となる商標

（標章）と登録商標が同一又は類似のものではないこと、或いは、被疑侵害製品と登録商標に係

る指定商品とが、同一又は類似のものでないことを主張することができる。 

⚫ 商標及び商品の類否判断においては、上記の商標侵害原則における判断基準を参考とすること

ができる。 

合理的な使用の抗弁 

⚫ 登録商標が、この商品の通用名称、図形、規格若しくは商品の品質、主要原材料、機能、用途、

重量、数量及びその他の特徴を直接に表するものを含む場合、又は、地名を含むときは、商標権

者は他人の正当な使用を禁止することができない。 

先使用の抗弁 

⚫ 登録権者が商標登録を出願する前に、他人が既に同一又は類似の商品について、商標登録者より

も先に、登録商標と同一又は類似し、かつ一定の影響を有する商標を使用しているときは、商標

権者は、当該使用者が元の使用範囲において当該商標を引き続き使用することを禁止する権利

を有しない。ただし、適切な区別用標章を加えるよう要請することができる。 

三年不使用に基づく抗弁 

⚫ 商標権者が、過去 3 年間において登録商標を実際に使用したことを証明できず、権利侵害行為

によって他の損失を受けたことを証明できない場合、被疑侵害者は賠償責任を負わない。 
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悪意による商標権取得に基づく抗弁 

⚫ 他人の未登録商標を悪意で先取り出願・登録した後、他人の商標使用行為に対して、商標権に基

づく権利侵害を主張した場合、そのような権利行使は、誠実信用原則に違反し、他人の合法的権

益に損害を与え、市場秩序を乱すものとして、権利濫用に該当する。 

⚫ 権利濫用が認められる場合、裁判所は、商標権者による損害賠償請求を支持しない。 

賠償責任を負担しないための抗弁 

⚫ 商標権の侵害製品であることを知らず善意により販売した場合であって、当該商品を合法的に

取得したことを証明でき、かつ被疑侵害製品の提供者を説明できるときは、損害賠償責任を負わ

ない。 

訴訟時効の抗弁 

⚫ 商標権侵害の訴訟時効は 3 年であり、商標権者又は利害関係人が侵害行為を知った日又は知り

得べき日から起算する。 

⚫ 商標侵害訴訟において、被告は、商標権者の証拠から、商標権者が侵害行為を知った日或いは知

り得べき日を推定することができるが、仮に、権利者の提訴が訴訟時効を超えた場合には、これ

をもって抗弁を行うことができる。 

商標取消審判の提起 

⚫ 原告の商標が商標法第 10 条、11 条及び 12 条の規定に違反している場合（商標が、国名、国旗、

国際組織の名称など商標として使用できないものや、通用名称など商標として登録できないも

の等に該当する場合）、又は欺瞞的な手段若しくはその他の不正な手段で登録を得た場合、被告

は商標審判委員会に無効宣告を請求することを通じて、原告の商標権を無効とすることができ

る。 

⚫ 商標審判委員会が無効宣告請求を受理すれば、被告はこれをもって、裁判所へ訴訟の中止を申請

することができる。裁判所は、無効宣告申請の理由と証拠に基づき、訴訟審理中止の要否を決定

する。 
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3.著作権侵害訴訟 

（1）侵害判定の原則 

「接触＋実質的類似」原則 

⚫ 著作権の侵害判定においては、「接触＋実質的類似」原則がよく利用されている。 

⚫ 疑侵害物を設計・開発する前に、原告の著作物に接触しており、かつ、原告の著作物と実質的に

類似する場合、通常、反証が存在しない限り、著作権侵害を認定することができる。「実質的類

似」に関しては、著作物全体、及び、著作物が主に保護しようとする内容と、被疑侵害物の内容

とを総合的に対比した上で、実質的に類似するか否かを判断しなくてはならない。 

⚫ 「接触＋実質的類似」原則を採用する場合、「接触」と「実質的類似」要件は必ず同時に満たさ

なければならない。 

 

（2）被疑侵害者の抗弁 

非侵害の抗弁  

⚫ 非侵害の抗弁として、著作権侵害訴訟において、被告は、原告の著作物と接触したことがない、

或いは原告の著作物と実質的類似でないとのことを主張することができる。 

⚫ 被疑侵害物が、被告によって創作されたものであることを証明するための証拠を提出し、非侵害

の抗弁を行うこともできる。 

⚫ 完全に同一のものであっても、二つの著作物が異なる著作者によってそれぞれ単独で創作され

たものであることを証明できる場合、著作権侵害とはならない。 

著作権に対する否定 

⚫ 著作権は、商標権や専利権と比べて、専門機関による授権を得ているものではないため、著作物

を完成したことに関する証拠、或いは、著作権登録証書を通じて、権利の存在を証明する必要が

ある。これらの証拠については、その多くが権利者により作成されたものが多いため、その真実

性、合法性に問題がある可能性がある。したがって、被告は、著作物を完成したことに関する証

拠を否定する、或いは、著作権登録証書の内容を覆すことのできる証拠を提出すれば、原告の著

作権を否定することができる。 

⚫ また、原告の著作者については、独創性又は美感に乏しいものであり、原告が主張する著作権が

成立しない旨を主張することもできる。 
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⚫ 原告の主張する著作権の保護期間が満了している場合には、既に保護期間が満了している旨の

主張をすることも可能である。 

合理使用の抗弁 

⚫ 以下に掲げる状況において著作権を利用する場合は、著作権者の許諾を必要とせず、著作権者

に報酬を支払わなくてもよい。ただし、著作者の氏名又は名称及び著作物の名称を明示しなけ

ればならず、かつ、当該作品の正常な使用に影響を与えてはならず、著作権者の合理的権利を

不合理的に損害してはならない。 

① 個人的な学習、研究又は鑑賞のために、他人が既に公表した著作物を使用する場合 

② ある著作物を紹介、評論、又はある問題を説明するために、他人が既に公表した著作物を適切

に引用する場合 

③ 時事ニュースを報道するために、新聞・定期刊行物、放送局・テレビ局等のメディア媒体で既

に公表された著作物をやむを得ず再現又は引用する場合 

④ 新聞・定期刊行物、放送局・テレビ局等のメディア媒体が、他の新聞・定期刊行物、放送局・

テレビ局等のメディア媒体が既に公表した政治、経済、宗教問題に関する時事的文章を掲載又

は放送する場合。ただし著作者が、掲載、放送を許諾しない旨を表明している場合はこの限り

でない。 

⑤ 新聞・定期刊行物、放送局・テレビ局等のメディア媒体が、公衆の集会において公表された演

説を掲載又は放送する場合。ただし著作者が掲載、放送を許諾しない旨を表明している場合は

この限りでない。 

⑥ 学校の教室における授業又は科学研究のために、既に公表された著作物を翻訳、改編、編集、

放送又は少量複製し、授業又は科学研究にかかる者の使用に供する場合。ただしそれを出版又

は発行してはならない。 

⑦ 国家機関が公務執行のために、既に公表された著作物を合理的な範囲内で使用する場合 

⑧ 図書館、公文書館、記念館、博物館、美術館、文化館等が陳列又は版本を保存する必要性か

ら、当該館が収蔵する著作物を複製する場合 

⑨ 既に公表された著作物を無償で実演する場合（当該実演とは公衆から費用を徴収せず実演者に

も報酬を支払わない、かつ、利益を得ることを目的としない場合をいう） 

⑩ 屋外の公共スペースに設置又は陳列されている美術著作物につき、模写、描写、撮影又は録画

する場合 
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⑪ 中国公民、法人又はその他の組織により既に公表済みの国家通用言語文字により創作された著

作物を、少数民族の言語文字に翻訳し、国内で出版及び発行する場合 

⑫ 閲読障碍者が感知できるバリアフリー方式でその発表済みの作品を提供する場合 

⑬ 法律、行政規定による規定される他の状況 

法定許可による抗弁 

⚫ 以下のいずれかの状況に該当する場合、法律で規定された許可になるため、著作権侵害とはなら

ない。 

① 義務教育及び国の教育計画を実施するために編纂出版される教科書には、著作者の許諾を得るこ

となく、当該教科書の中には、既に公表された著作物の一部又は短編著作物、音楽著作物、又は

一枚ものの美術著作物、撮影著作物、図形著作物を編集することができる。ただし、規定に基づ

き著作権者に報酬を支払わなければならず、著作者の氏名又は名称・著作物の名称を明記しなけ

ればならない。 

② 新聞・刊行物に著作物が掲載された後、、著作権者が転載又は編集をしてはならない旨を表明し

ている場合を除き、他の新聞・刊行物はこれを転載又はダイジェスト、若しくは資料として掲

載することができる。ただし、規定に基づき著作権者に報酬を支払わなければならない。 

③ 録音製作者が、録音製品として合法的な、既に収録済みの他人の音楽著作物を使用して録音製

品を製作する場合、著作権者の許諾を得ることを要しないが、規定に従い報酬を支払わなけれ

ばならない。著作者が使用を許諾しない旨を表明している場合、これを使用してはならない。  

④ 放送局・テレビ局が公表済みの他人の著作物を放送する場合、著作権者の許諾を得ることを要

しないが、報酬を支払わなければならない。 

訴訟時効の抗弁 

⚫ 著作権侵害の訴訟時効は 3 年であり、著作権者又は利害関係人が侵害行為を知った日又は知り

得べき日から起算する。 

⚫ 著作権侵害訴訟において、被告は、著作権者の証拠から、著作権者が侵害行為を知った日或い

は知り得べき日を推定することができる。 

⚫ 仮に、権利者の提訴が訴訟時効を超えた場合は、これをもって抗弁を行うことができる。 

 

4.不正競争訴訟 
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（1）混同行為（反不正競争法第 6条関連） 

混同行為とは、事業者が一定の行為を実施し、他人の商品である、又は他人と特定の関連性があると

の誤認を関連公衆に生じさせることを指す。 

「反不正競争法」に規定されている混同行為 

⚫ 他人の一定の影響力のある商品の名称、包装、装飾等と同一又は類似した標識を無断で使用す

ること 

⚫ 他人の一定の影響力のある企業名称（略称、屋号等を含む）、社会組織名称（略称等を含む）、

氏名（ペンネーム、芸名、訳名等を含む）を無断で使用すること 

⚫ 他人の一定の影響力のあるドメイン名の主体部分、ウェブサイト名称、ウェブページ等を無断

で使用すること 

⚫ 他人の商品である、又は他人と特定の関連性があるとの誤認を生じさせるその他の混同行為 

 

（2）虚偽宣伝（反不正競争法第 8条関連） 

虚偽宣伝とは、事業者が、広告又はその他の方法を用いて、商品の性能、機能、品質、販売状況、ユ

ーザーの評価、受賞歴等を偽り、又は関連公衆に誤解を生じさせる商業宣伝を行い、消費者を欺き、誤

った方向に導くことをいう。 

 

虚偽宣伝の要件 

主体 事業者 

行為 その商品の性能、機能、品質、販売状況、ユーザーの評価、受賞歴等を偽り、又は関連公

衆に誤解を生じさせる商業宣伝 

結果 事業者の実施する商業宣伝行為が社会公衆に誤認を生じさせる程度に至っており、社会的

にも有害である場合 

 

（3）営業秘密侵害（反不正競争法第 9 条関連） 

営業秘密とは、公衆に知られておらず、権利者に経済的な利益をもたらすことができ、実用性を備え、

かつ権利者が秘密保持措置を講じている技術情報と経営情報のことをいう。なお、営業秘密侵害への対

応に関する詳細な情報は、第 6 章に掲載する。 
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「反不正競争法」に規定された営業秘密侵害行為 

① 窃盗、賄賂、詐欺、脅迫又はその他の不正手段で、権利者の営業秘密を取得すること 

② 上記①の手段で取得した営業秘密を披露、使用し、又は他人に使用を許諾すること 

③ 契約に違反し、又は営業秘密厳守に係る権利者の規定に違反して、その把握している営業秘密

を開示し、使用し、又は他人による使用を許諾すること 

④ 第三者は、営業秘密の権利者の従業員、元従業員又はその他組織、個人が上記の違法行為を知

りながら、又は知り得るにもかかわらず、当該営業秘密を獲得、開示、使用し、又は他人に使

用を許諾した場合、営業秘密侵害と見なされる。 

 

（4）名誉毀損（反不正競争法第 11条関連） 

名誉毀損とは、競争相手を貶める行為であり、事業者が自ら又は他人を利用して、虚偽の情報を捏造、

流布するなどの手段を通じて、競争相手の商業的信用を悪意で貶め、その市場競争力を弱体化させ、か

つ自分のため不正利益を図る行為を指す。 

 

名誉毀損の要件 

主体 事業者 

主観意図 故意 

侵害を受ける客体 特定事業者の商業的信用権 

行為 虚偽情報又は誤導的情報を捏造、流布し、競争相手の名誉或いは商品に

係る信用を侵害する 

 

 

第 3節 留意点と実例 

1.日本企業の留意点 

訴訟の準備段階 ⚫ 証拠収集及び証拠確保における留意点（第 4章を参照） 

⚫ 専利権、商標権に関する権利行使の際、模倣業者は、権利者の権利について無

効審判を提起するか、或いは、取消審判を提起する可能性があるので、権利者

は、事前に自分の権利の有効性などについて検討する必要がある。 
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⚫ 権利者の権利行使が訴訟時効を超えないように留意し、関連証拠を取得した

ら、即座に権利行使する。 

訴訟段階 ⚫ 訴訟の各段階における期限、提出資料などにおいて、当事者が外国企業であ

る場合の特別な規定を検討、遵守すること（第 4章を参照）。 

⚫ 模倣業者の抗弁内容について、中国の法律と実務状況に基づき、検討し、関連

主張内容や証拠への対応に関しては、専門の弁護士或いは弁理士と相談する

ことが望ましい。 

⚫ 訴訟段階において、訴訟請求内容のほかに、商業提携、ライセンスなどの内容

を含めて、一括的に和解を達成することも有効な対応方法である。 

⚫ 各裁判所の知財レベルによっては、判決における認定や判断を間違える可能

性も低くないので、不利な判決を受けた場合、専門の弁護士或いは弁理士と

の相談をして、上訴、再審請求を検討することも必要である。 

訴訟後の段階 ⚫ 勝訴判決を受けてから、できるだけ早めに強制執行を申立てるほうがよい。 

⚫ 判決の強制執行段階において、具体的な措置や対応方法について、裁判官と

種々相談、連絡する必要があるので、執行の経験が豊富な弁護士に依頼した

ほうがよい。 

⚫ 執行段階においても和解が可能であるため、被執行人の財産が少ないか或い

は執行に不利な状況である場合、他の和解条件を入れて、被執行人と和解を

進めていくことについての検討も必要である。 

 

2.関連民事訴訟実例 

例 1：A 社と B社、C社、D氏との発明特許権侵害紛争事件 

 基本情報 

⚫ 先行判決 

一審 上海知的財産裁判所（2016）沪 73 民初 859 号  

二審 最高人民法院（2019）最高法知民終 2 号  

⚫ 損害賠償判決 

一審 上海知的財産裁判所（2016）沪 73 民初 859 号その一 

 事件の経緯 
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A 社は中国特許「ア装置」（第 ZL2006XXXXXXXX.2 号；以下「本件特許」という）の発明特許権者

である。2015 年に、A 社は、B 社、C 社が製造や販売した型番 S850、S851、S950 の 3 つの自動車ワ

イパー製品（以下「侵害被疑品」という）が本件特許の権利を侵害していることを発見し、B 社、C 社、

及び B 社の法定代表者である D 氏を被告として上海知的財産裁判所（以下「一審裁判所」という）に

提訴し、侵害行為に対する差し止めと 600 万元の損害賠償を請求した。 

一審の係属中、C 社は本件特許に対して国家知識産権局特許審判委員会に無効審判請求を 2 回提出し

た。特許審判委員会は第 33310 号、第 37428 号の無効審判請求審決書（第 33310 号及び第 37428 号）

をそれぞれ発行し、本件特許を維持した。 

一審において A 社は、侵害被疑品である型番 S850、S851、S950 の 3 つのワイパーが本件特許の請

求項 1～10 の権利範囲に属すると認定した上で侵害差し止めに関する部分判決を下すよう請求してい

た。一審裁判所は、侵害被疑品が本件特許の請求項 1～10 の権利範囲に属すると先行して認定できると

して、部分判決に対する A 社の請求を認容した。一審裁判所は、審理を経て、「侵害被疑品は本件特許

の請求項 4、5 の権利範囲に属せず、請求項 1～3、6～10 の権利範囲に属する。侵害被疑品の製造、販

売及び販売の申し出を共同で実施した B 社及び C 社は、侵害差し止めの民事責任を負うべきである。

一方、現在の証拠では D 氏による侵害被疑品の製造、販売の行為の存在が証明されていない。」として、

B 社及び C 社に対して侵害差し止めを命じた。 

B 社及び C 社は一審判決にを不服として、最高人民法院に上訴した。A 社は答弁時に、被疑侵害行為

が依然として存在することを示す新たな証拠をもって、B 社及び C 社の侵害行為を差し止めるための訴

訟中の行為保全を申請した。 

最高人民法院は、「侵害被疑品は本件特許の権利範囲に属する。B 社及び C 社の行為が侵害に該当す

るため、侵害差し止めの責任を負うべきである。B 社及び C 社の侵害行為を差し止めるための訴訟中の

行為保全申請について、A 社が提出した証拠では同社が損害を被る緊急状況が発生したことが証明され

ておらず、そして二審判決がすでに確定しているため、侵害差し止めの行為保全措置の実施を別途裁定

する必要はなくなった。」として、A 社の訴訟中の行為保全申請を認めなかった。そして、最高人民法院

は上訴を棄却し、原判決を維持した。 

その後、一審裁判所は本件の損害賠償については引き続き審理した。審理では A 社は、賠償金 2,500

万元（経済的損失 1,500 万元、懲罰的損害賠償 1,000 万元）及び侵害行為を差し止めるための合理的な

費用 300 万元の支払いという請求に変更した。一審裁判所は、「A 社が提出した証拠では悪意の侵害行

為の存在が証明されていないため、懲罰的損害賠償適用の要件を満たさない」として、侵害事実に関す
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る先行判決を背景に、B 社及び C 社に対して経済的損失 600 万元及び合理的な費用 100 万元の支払い

を命じた。各当事者は損害賠償に関する一審判決に不服がある場合、依然として最高人民法院に上訴で

きるとされた。 

 

例 2：E 社と F社との商標権侵害紛争事件 

 基本情報 

一審 上海浦東新区裁判所（2018）滬 0115 民初 53351 号 

 事件の経緯 

E 社は、1993 年 8 月にアメリカのカリフォルニア州で登録し、主にスポーツ器具の製造・販売やフ

ィットネスコースのマーケティングに携わる会社である。E 社は、「ボディートレーニング器具、体操

器具、手動操作のフィットネス用具（ボディートレーニング用具）、ヨガ・スポーツ活動用エクササイズ

バンド」などを含む第 28 類を指定商品とし、存続期間が 2016 年 10 月 14 日から 2026 年 10 月 13 日

である第 17XXXX72 号登録商標「HIJ」を所有している。E 社は国内のフィットネス器具販売業者及び

フィットネスクラブとの連携により製品の宣伝や販売を行った。そのピラティス用ローラー器具にも製

品の宣伝パンフレットにも「HIJ」及び「KLM」の標識が付されていた。 

F 社は、2007 年 5 月 15 日に設立され、事業範囲としてスポーツ用品及びその付属品の製造を行う会

社である。 

F 社は 2018 年 3 月 14 日から 16 日上海で開催された 2018 年第 5 回中国（上海）国際フィットネス・

スポーツ・レジャー展覧会に出展し、「HIJ」商標が付されたピラティスローラー製品の販売を行ってい

た。F 社はまた、WeChat ショッピングや工場直売など様々なルートを通じて上記フィットネス器具の

売り込みを行った。さらに、2012 年、F 社は E 社の知的財産権を侵害することが発覚し、和解合意書

を締結したこともあった。そのため、E 社は、上海浦東新区裁判所（以下、「一審裁判所」という。）に

訴訟を提起し、F 社の侵害行為の差し止めと、合理的な費用を含む損害賠償 300 万人民元を請求した。 

一審において、E 社は訴訟請求について、商標登録証明書、自社製品の宣伝パンフレット、自社及び

傘下製品の宣伝広告に関する公正証書、売上一覧表とその翻訳、図書館検索レポート、イ号製品の上海

展覧会出展に関する公正証書、イ号製品の購入に関する公正証書、イ号製品の宣伝に関する公正証書、

和解合意書の写しとその翻訳、権利侵害警告状及びその返事の写しとその翻訳、電子メールの写しとそ

の翻訳、企業信用報告書、公正証書作成手数料の伝票、弁護士報酬請求書、出張経費の領収書などを証

拠として提出した。 
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一審裁判所は、「F 社が製造・販売しているピラティス用ローラー器具は、E 社の第 17787572 号登録

商標で指定されるボディートレーニング器具、体操器具、手動操作のフィットネス用具（ボディートレ

ーニング用具）、ヨガ・スポーツ活動用エクササイズバンドと同じ商品である。F 社が上記製品及び販売

のために消費者に提供した製品パンフレットなどに用いられた『HIJ』文字標識と E 社の登録商標『HIJ』

を比較し、欧文字の構成や並び順が全く同じであるため、同一の商標に該当する。F 社の『HIJ』標識

の使用行為は、同一の商品に登録商標と同一の標識を使用する行為であるため、E 社の商標権の侵害に

該当する。F 社は、『HIJ』が被疑侵害品のピラティス用ローラー器具の通称であると反論したが、何ら

証拠を提出しなかった。『HIJ』商標はそれ自体に強い顕著性を持つ新語であり、また、E 社及びその連

携事業者の長年にわたる使用及び幅広い宣伝によって、E 社との唯一の対応関係が成り立っている。以

上により、F 社の主張は認められない。」と判断した。 

懲罰的損害賠償の金額について、E 社は「侵害者の侵害行為で取得した利益」に基づいて賠償額を算

定すると主張した上で、第三者の A 社及び B 社が提示した同種製品の製造に必要な各部品の原価に基

づき、侵害品の製造コストについて 1 点で 675.30 人民元と算定した。しかし、F 社は 1 点で 750 人民

元であったと主張した。一審裁判所は、人件費や営業用地の賃料などの経営的コストを一元的に検討し

た結果、F 社の主張を認めた。侵害品の売上高及び単価について、一審裁判所は証拠の公証書に基づき、

「2017 年 10 月から 11 月までの WeChat 販売だけを考慮しても、侵害品の販売数は 1,500 点もあっ

た。侵害品の単価がそれぞれ 1,428 元（工場直売価格）、1,680 元（WeChat 定価）、1,569 元（WeChat

定価）であり、これに基づいて推算すると、F 社の侵害による所得は少なくとも 101.7 から 139.5 万人

民元となる。F 社の行為が悪意による侵害行為に該当し、模倣品を数多く販売したばかりか、侵害を繰

り返しているため、侵害情状が深刻であり、懲罰的損害賠償が適用され、侵害により取得した利益の 3

倍で賠償額を決定する。」と判断した。以上より、一審裁判所は、侵害行為の差し止め、権利行使費用を

含む損害賠償 300 万人民元の支払いを F 社に命じる旨の判決をした。当事者双方は上訴せず、一審判

決は確定した。 

 

例 3：Ｇ社、Ｈ社と I社、J社、K社との著作物翻案権侵害紛争、不正競争紛争事件 

 基本情報 

一審 北京市第一中級人民法院（2014）一中民初字第 5146 号 

二審 北京市高級人民法院（2018）京民終 226 号 

 事件の経緯 
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Ｈ社は、作者である A 氏の許諾を得た、「AA」「BB」「CC」「DD」等の有名な武侠小説である著作物

（以下、「本件著作物」という。）の中国大陸部での専用権者である。Ｈ社の同意を経て、A 氏は一部の

地域及び期間における上記著作物の移動端末用ゲームソフトウェアへの翻案権及びそのソフトウェア

の商品化権をＧ社に独占許諾した。 

被疑侵害物件である「EE」（以下、「本件ゲーム」という。）は、J 社により開発されたゲームであり、

K 社は許諾を得て中国大陸部等の国や地域における同ゲームの独占運営権を取得した。I 社は本件ゲー

ムの実際の運営者である。本件ゲームには、キャラクターカード、武術カード、装備品カード、陣法カ

ードという 4 種類のカードがある。 

Ｈ社及びＧ社は、3 被告が本件著作物を無断に本件ゲームへと翻案し、本件ゲームのリリースや配信

により巨額の不法利益を取得した行為は、Ｈ社、Ｇ社の翻案権への侵害となっていることや 3 被告は原

告 2 社と競争関係持ち、上記行為は本件著作物及び作者金庸の評判にただタダ乗りするとともに、本件

ゲームが本件著作物や金庸と関係しているような誤認も惹起しているため、不正競争にもなっていると

主張し、3 被告を北京市第一中級人民法院（以下、「一審裁判所」という。）に提訴し、翻案権侵害及び

不正競争の差し止め、公然謝罪及び影響解消、損害賠償 1 億元及び訴訟費用 319,650.80 元の被告負担

を請求した。 

一審裁判所は対比分析した上で、本件ゲームは、キャラクターの表現、武術の表現、装備品の表現、

陣法の表現、ミッションの設定等の多くの点で本件著作物のコンテンツと対応関係又は類似性を有する」

と判断した。J 社も、ゲーム開発時に本件著作物の要素を参考にしたと認めた。しかし、一審裁判所は、

案件に係る証拠では本件ゲームが権利者のいずれか一作品への翻案となることは証明されていないた

め、J 社、K 社及び I 社の行為が著作権侵害に該当しない判断した。また、他人のビジネス価値の有る

資源を許諾なしかつ無償で商業的に利用した J 社、K 社及び I 社の行為は、信義則及び等価交換の基本

的なビジネス倫理に反するものであり、不正なものであると判断した上、J 社、K 社及び I 社に侵害差

止め、影響解消、損害賠償 16,319,650.80 元を命じる旨の判決を言い渡した。 

各当事者はいずれも一審判決を不服として、北京市高級人民法院（以下、「二審裁判所」という。）に

上訴した。二審裁判所は審理を経て、「本件ゲームにおける本件著作物のコンテンツの使用は、オンラ

インのカードゲームとして本件著作物における創作的表現を切り出して組み合わせる使用形態である。

本件ゲームは、本件著作物におけるキャラクター、キャラクターの特徴、キャラクターの関係、武術の

技及び武器、陣法、シーン等の具体的な創作要素を、カードゲームという新しい表現形態で再現して使

用するものである。このような使用によって表されたキャラクターの特徴、キャラクターの関係及びそ
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の他の要素との組み合わせ関係は、本件著作物における選択、配置、設計とは実質的な違いがなく、本

件著作物の創作的表現を逸脱した新規な表現ではない。本件ゲームの翻案行為を差し止めないと、本件

著作物の移動端末ゲーム翻案権及び関係権利が実現し難くなる。以上より、本件ゲームは、本件著作物

に対する翻案に該当する。許諾なしに本件著作物を翻案した J 社は、Ｈ社及びＧ社の所有である本件著

作物の移動端末ゲームソフトウェア翻案権への侵害となっている。J 社は本件ゲームの開発者として、

K 社、I 社と連携して本件ゲームを運営したため、三社は侵害責任を共同で負担する。本件ゲームが権

利者の翻案権への侵害となったと判断したため、被疑侵害行為に関する不正競争防止法の適用について

は検討しないものとする。」と認定し、上訴を棄却し、一審判決を維持する旨の判決をした。 

 

例 4：L 社と M社との不正競争紛争事件 

 基本情報 

一審 杭州鉄路運輸裁判所（2017）浙 8601 民初 4034 号 

二審 浙江省杭州市中級人民法院（2018）浙 01 民終 7312 号 

 事件の経緯 

M 社は、「AAA」という小売電子商取引データ商品を開発・運営しており、このツールは主として淘

宝網、Tmall（オンラインショッピングサイト）業者に、カスタマイズ可能で、個性的でワンストップ

式のビジネス決定体験プラットフォームを提供し、業者の店舗運営のための参考用データを提供する。

「AAA」によって提供されるデータコンテンツは、M 社がユーザの同意を得た上で、ユーザが淘宝電子

商取引プラットフォーム（淘宝、Tmall を含む）で閲覧、検索、お気に入り、購入、取引などを行うと

きに残る痕跡を記録、収集して形成された大量のオリジナルデータに対してデセンシティブ処理を施し、

個人情報、ユーザのプライバシーを取り除いた後、高度な処理、分析、統合、加工をして形成された指

数型、統計型、予測型などの派生データである。 

M 社は、L 社が「BBB」ソフトウェア及び「CCC」サイトを開発・運営し、「AAA」を利用している

M 社ユーザに対して、「BBB」ソフトウェアをダウンロードし、このソフトウェアを通じてサブアカウ

ントを共有するように誘導することによって利益を得ていることを発見した。M 社は、L 社の上記行為

が、自社のデータ商品を実質的に代替し、自社のデータ商品の利用数及び売上の減少に直接つながり、

自社の経済的利益を大きく損なうとともに、自社のビジネスモデルを悪意をもって破壊し、ビッグデー

タ業界の競争秩序を大きく乱す、不正競争行為に該当するとして、杭州鉄路運輸法院（以下、「一審法

院」という。）に提訴した。 
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一審裁判所は、審理を経て、「インターネット産業は、情報共有、相互通信の特質を有するため、イン

ターネット産業の発展を促進する観点から、L 社がデータ商品「AAA」を適法に取得した上で自らの創

意工夫により新しいビッグデータ商品を開発し、消費者に全く新しい体験を与えることができた場合、

このような競争行為は不正競争とは言い難いが、本件では、L 社は自らの創意工夫をせずに、データ商

品「AAA」をそのまま自らの商業的利益を獲得するツールとして利用するだけであり、データ商品「AAA」

により同じようなサービスを提供したに過ぎない。このように他人の市場成果をそのまま自分のものに

して商業的利益及び競争上の優位性を獲得する行為が公認の商業道徳に違反し、「ただ乗り」の不正競

争行為に該当することは明らかである。このような行為を禁止しないと、ビッグデータ商品の開発者の

革新意欲を大きく損ない、インターネット産業の発展を妨害し、ひいては消費者の福祉の改善にも影響

を与える。よって、L 社の被疑侵害行為は、誠実信用の原則及び公認の商業道徳に違反し、このような

「ただ乗り」の行為は、同業界の競争者である M 社の合法的な利益を損ない、明らかな不当性を有し、

不正競争に該当する」と判断し、「被告である L 社は、本判決が確定した日から、本件の不正競争行為

を直ちに止めるとともに、原告である M 社に損害賠償及び不正競争行為を阻止するための合理的な費

用を合計 200 万元支払う」旨を判決した。 

L 社は、一審判決を不服として、浙江省杭州市中級人民法院（以下、「二審裁判所」という。）に上訴

した。二審裁判所は審理した上、「一審判決の事実認定は明らかであり、法律の適用が正しいため、上訴

を棄却し、原判決を維持する」と判決した。 
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第5章 模倣品の刑事対応 

第 1節 概要 

1.関連法律 

模倣品の刑事対応とは、刑事法律に基づいて、刑事司法手続きにより、知的財産権を深刻に侵害

し、知的財産権犯罪を構成する模倣事件について、模倣者の刑事責任を追及することである。 

模倣品の刑事対応は、刑法、刑事訴訟法、知的財産法などの法律の組み合わせを通じて実現する

が、主に、下記の法律法規を準拠法として実施している。 

 

法令 発行機関 施行日等 

中華人民共和国刑法 全国人民代表大会 1997 年 10月 1日 

中華人民共和国刑事訴訟法 全国人民代表大会 1997 年 7月 1日 

違法出版物刑事案件の審理の具体的法律応用の若

干問題に関する解釈 

最高人民法院 1998 年 12月 23日 

知的財産権侵害の刑事案件処理の法律の具体的応

用の若干の問題に関する解釈（以下「解釈一」と

いう）  

最高人民法院・ 

最高人民検察院 

2004 年 12月 22日 

知的財産権侵害の刑事案件の法律の具体的応用の

若干の問題に関する解釈（2）（以下「解釈二」と

いう） 

最高人民法院・ 

最高人民検察院 

2007 年 4月 5日 

公安機関が管轄する刑事事件の訴追基準に関する

規定（一）（以下「立件訴追基準一」という） 

最高人民検察院・ 

公安部 

2008 年 6月 25日 

公安機関が管轄する刑事事件の訴追基準に関する

規定（二）（以下「立件訴追基準二」という） 

最高人民検察院・ 

公安部 

2010 年 5月 7日 

知的財産権侵害の刑事事件の法律適用の若干の問

題に関する意見 

最高人民法院・最高人

民検察院・公安部 

2011 年 1月 10日 

「中華人民共和国刑事訴訟法」の適用に関する解

釈 

最高人民法院 2013年 1月 1日 
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知的財産権侵害の刑事案件の法律の具体的応用の

若干の問題に関する解釈（3）（以下「解釈三」と

いう） 

最高人民法院·最高人

民検察院 

2020 年 9月 14日 

 

2.知的財産権刑事訴訟の現状 

模倣品の刑事対応は、模倣品対応における最後の砦であり、知的財産権刑事訴訟を通じて、模倣業

者に対する刑事処罰を実現することで、新たな業者による模倣行為への牽制と再犯の防止への高い効

果が認められるものである。近年、知的財産権侵害事件に対する刑事対応は強化されてきているが、

統計の上では、刑事訴訟事件の件数の変化は小さく、近年は3,500件から5,000件程度の間で推移して

いる。39 

 

 2019 年、地方の各級法院で新たに受理した第一審知的財産権刑事訴訟事件は 5,242 件で、前年比で

21.37%増加した。そのうち、商標権侵害関連の刑事事件は 4,982 件となり、同期比で 21.1%増加した。

著作権侵害関連の刑事事件は 210 件となり、同期比で 34.62%増加した。 

また、地方の各級法院は知的財産権侵害刑事事件の一審事件を合計 5,075 件結審し、これは前年比

24.88%の増加となった。そのうち、登録商標冒用罪事件は 2,134 件となり、同期比で 15.23%増加した。

 
39統計データの出所： 

「2015 年中国法院知財権の司法保護状況」：http://ipc.court.gov.cn/zh-cn/news/view-61.html 

「2016 年中国法院知財権の司法保護状況」：https://www.chinacourt.org/article/detail/2017/04/id/2825053.shtml 

「2017 年中国法院知財権の司法保護状況」：http://ipc.court.gov.cn/zh-cn/news/view-75.html 

「2018 年中国法院知財権の司法保護状況」：http://www.iprdaily.cn/article_21514.html 

「2019 年中国法院知財権の司法保護状況」：https://www.chinacourt.org/article/detail/2020/04/id/5049570.shtml 
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登録商標冒用商品販売罪事件は 2,279 件となり、同期比で 32.19%増加した。登録商標標識の不法製造

販売罪事件は 423 件で、同期比 38.69%増加した。専利冒用罪事件は 1 件である。著作権侵害罪事件は

191 件で、同期比 40.44%増加した。著作権侵害複製品販売罪事件は 8 件で、同期比 33.33%増加した。

営業秘密侵害事件は 39 件で、昨年と同程度の件数であった。 

 

 

3.刑事案件の訴追基準 

（1）基本内容 

① 登録商標冒用罪 

定義 ⚫ 刑法第213条： 

登録商標権者の許諾を得ずに、同一種類の商品に登録商標と同一の商標を使用する行

為。 

訴追基準 

 

⚫ 解釈一第1条1項、立件訴追基準二第69条：情状が重大な場合 

ア.不法経営額が5万元以上又は違法所得額が3万元以上の場合。 

イ.二種類以上の登録商標を冒用し、不法経営額が3万元以上又は違法所得額が2万元

以上の場合。 

ウ.その他情状が重大な場合。 

加重情状 ⚫ 解釈一第1条2項：情状が極めて重大な場合 

ア.不法経営額が25万元以上又は違法所得額が15万元以上の場合。 

イ.二種類以上の登録商標を冒用し不法経営額が15万元以上又は違法所得額が10万元

以上の場合。 

42.05%

44.91%

8.33%

0.02%
3.76% 0.16% 0.77% 登録商標冒用罪事件

登録商標冒用商品販売罪事件

登録商標標識の不法製造販売罪事件

特許冒用罪事件

著作権侵害罪事件

著作権侵害複製品販売罪事件

商業秘密侵害事件
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ウ.その他情状が極めて重大な場合。 

 

 用語の解説 

同一種類の 

商品 

⚫ 意見第5条1項： 

① 名称が同一である商品 

（｢名称｣は、一般的に｢商標登録用の商品及びサービスの国際分類｣に定める商品

の名称を指す）。 

② 名称は異なるものの同一の物を指す商品 

（機能、用途、主要原料、消費対象、販売ルート等において同一又は基本的に同

一であり、同一種類の物として関連公衆に一般的に認められている商品を指

す）。 

⚫ ポイント 

民事上は「類似の商品」での使用も商標権侵害となるが、刑事上は「類似の商

品」での使用は犯罪にならない。 

同一の商標 ⚫ 解釈一第8条1項： 

冒用される登録商標と完全に同一又は冒用される登録商標と視覚上基本的に差がな

く、公衆に対して誤認を生じさせるに足る商標を指す。 

⚫ 解釈三第1条： 

① 登録商標の字体、アルファベットの大小又は文字の横·縦並びを改変したもの

で、登録商標と基本的に差がない場合 

② 登録商標の文字、アルファベット、数字等の間隔を改変したもので、登録商標

と基本的に差がない場合 

③ 登録商標の色を改変したもので、登録商標の顕著な特徴の具現化に影響がない

場合 

④ 登録商標において単に通用名称、型番等の顕著な特徴が欠けられている要素の

みを増加したもので、登録商標の顕著な特徴の具現化に影響がない場合 

⑤ 立体商標における三次元標識及び平面要素と基本的に差がない場合 

⑥ 登録商標と基本的に差がなく、公衆に対して誤認を生じさせるに足りるその他

の商標の場合 
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⚫ ポイント 

民事上は、類似商標の無断使用も商標権侵害となるが、刑事上は、同一商標の無

断使用しか犯罪にならない。 

使用 ⚫ 解釈一第8条2項： 

登録商標又は冒用した登録商標を商品、商品の包装又は容器及び製品説明書、商

品取引文書に使用し、又は登録商標若しくは冒用した登録商標を広告宣伝、展覧及

びその他の商業活動等に用いる行為を指す。 

不法経営額 ⚫ 解釈一第12条： 

行為者が知的財産権侵害行為の過程において、製造し、貯蔵し、輸送し、販売した

権利侵害製品の価値を指す。既に販売した権利侵害品の価値は実際に販売した価格に

基づいて計算される。製造し、貯蔵し、輸送し及び販売されていない権利侵害製品の

価値は、表示価格又は既に調査した権利侵害品の実際の販売平均価格に基づいて計算

される。権利侵害製品に表示価格がなく又は実際の販売価格を調査できない場合は、

被権利侵害製品の市場の中間価格に基づいて計算される。 

数回にわたり知的財産権を侵害し､かつ、行政処罰又は刑事処罰されていない行為

について、不法経営金額､違法所得金額又は販売金額の累計に依って計算する。 

⚫ 意見第7条： 

製造、貯蔵、輸送され、及び販売されていない登録商標虚偽表示に当たる侵害製品

の金額算定の際、製作は完了しているが、登録商標虚偽表示が付加（貼り付けも含む）

されていない、又は完全には付加（貼り付けも含む）されていない製品については、

当該製品に他者の登録商標を虚偽表示しようとすることが確実であることを、十分な

証拠により証明することができれば、その金額を不法経営額に計上する。 

 

② 登録商標冒用商品販売罪 

定義 ⚫ 刑法第214条： 

登録商標を冒用した商品であることを明らかに知りながら販売する行為。 

訴追基準 ⚫ 解釈一第2条1項：金額が比較的大きい場合 

販売金額が5万元以上の場合 
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⚫ 立件訴追基準二第70条： 

ア.販売金額が5万元以上である場合 

イ.まだ販売されていないが、商品の価値額が15万元以上である場合 

ウ.販売金額が5万元以下であるが、販売金額とまだ販売されていない商品の価値額

を合わせて15万元以上である場合 

 加重情状 ⚫ 解釈一第2条2項：金額が極めて大きい場合 

販売金額が25万元以上の場合。 

 

 用語の解説 

販売金額 ⚫ 解釈一第9条1項： 

「販売金額」とは、登録商標を冒用した商品を販売後に取得した及び取得すべき

すべての違法収入をいう。 

明らかに 

知りながら 

⚫ 解釈一第9条2項： 

ア.自身が販売する商品に付された登録商標が、改ざんされたり、取り替えられたり又

は覆われたりしていることを知っている場合 

イ.登録商標を冒用した商品を販売することにより行政処罰を受けたことがあるか、

又は民事責任を負ったことがあるにもかかわらず、再び同一種類の登録商標を冒用

した商品を販売する場合 

ウ.商標登録者の授権文書を偽造し、改ざんするか、又は当該文書が偽造され、改ざん

されたものであることを知っている場合 

エ.その他に登録商標冒用の商品状況を知るか、又は知るべき場合 

 

③ 登録商標標識の不法製造販売罪 

定義 ⚫ 刑法第215条： 

他人の登録商標の標識を偽造し、無断で製造し、又は偽造し、無断で製造した登

録商標の標識を販売する行為。 

訴追基準 ⚫ 解釈一第3条1項、立件訴追基準二第71条：情状が重大な場合 

ア.偽造、無断製造し、又は販売した偽造、無断製造の登録商標の標識の数量が2万
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件以上、又は不法経営額が5万元以上若しくは違法所得額が3万元以上の場合 

イ.偽造、無断製造し、又は販売した偽造、無断製造の二種類以上の登録商標の標識

の数量が1万件以上、又は不法経営額が3万元以上若しくは違法所得額が2万元以上

の場合 

ウ.その他情状が重大な場合 

 加重情状 ⚫ 解釈一第3条2項：情状が特に重大な場合 

ア.偽造、無断製造し、又は販売した偽造、無断製造の登録商標の標識の数量が10万

件以上、又は不法経営額が25万元以上若しくは違法所得額が15万元以上の場合 

イ.偽造、無断製造し、又は販売した偽造、無断製造の二種類以上の登録商標の標識

の数量が5万件以上、又は不法経営額が15万元以上若しくは違法所得額が10万元以

上の場合 

ウ.その他情状が特に重大な場合 

 

④ 専利冒用罪 

定義 ⚫ 刑法第216条：他人の特許を冒用する行為。 

訴追基準 ⚫ 解釈一第4条、立件訴追基準二第72条：情状が重大な場合 

ア.不法経営金額が20万元以上又は違法所得金額が10万元以上の場合 

イ.専利権者に50万元以上の直接的な経済損失をもたらした場合 

ウ.二つ以上の他人の専利を偽造し、不法経営金額が10万元以上又は違法所得金額が

5万元以上の場合 

エ.その他情状が重大な場合 

 

 用語の解説 

他人の専利

を冒用する

行為 

⚫ 解釈一第10条： 

ア.権利者の許諾を得ずに、製造又は販売する製品、製品の包装に他人の専利番号を表

記する場合 

イ.権利者の許諾を得ずに、広告又はその他の宣伝資料に他人の専利番号を使用し、か

かる技術が他人の専利技術であると誤認させる場合 

ウ.権利者の許諾を得ずに、契約書に他人の専利番号を使用し、契約に関連する技術が
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他人の専利技術だと誤認させる場合 

エ.他人の専利証書、専利文書又は専利出願文書を偽造又は変造する場合 

 

⑤ 著作権侵害罪 

定義 ⚫ 刑法第217条： 

営利の目的で以下の状況に該当する著作権を侵害する行為を行なうこと。 

ア.著作権者の許諾を得ずに、文字作品、音楽、映画、テレビ、録画作品、コンピュー

タソフトウェアその他の著作物を複製発行した場合 

イ.他人が専有出版権を享有する図書を出版した場合 

ウ.録音録画制作者の許諾を得ずに、その者が製作した録音録画の著作物を複製発行

した場合（録音録画製作者の許諾を得ずに情報ネットワークを通してその者が製作

した録音録画作品を伝達する行為は複製発行行為として見なされる。最高人民法院・

最高人民検察院による「著作権侵害刑事事件における録音録画製品の関連問題に対

する回答」） 

エ.他人の署名を冒用した美術作品を制作し又は販売した場合 

訴追基準 ⚫ 解釈一第5条1項、解釈二第1条、立件訴追基準一第26条、意見第13条1項： 

① 違法所得金額が比較的大きい場合： 

違法所得額が3万元以上の場合 

② その他情状が重大である場合： 

ア.不法経営金額が5万元以上の場合 

イ.著作権者の許諾を得ずに、文字著作物、音楽・映画・テレビ・録画作品、コンピュ

ータソフトウェア、録音録画作品及びその他の著作物を複製発行し、複製品の数量

が合計500枚（部）以上の場合 

ウ.情報ネットワークを通じて、他人の文字作品、音楽、映画、テレビ、美術、撮影、

録画作品、録音録画製品、コンピューターソフトウェア及びその他の作品を公衆に

伝播し、かつ、以下のいずれかに該当する場合 

a) 不法経営額が5万元以上である場合 

b) 他人の作品を伝播した数が合計で500件（部）以上である場合 
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c) 他人作品を伝播する実際のクリック数が5万回以上である場合 

d) 会員制方式により他人の作品を伝播し、登録会員数が1,000人以上に達した場

合 

e) 金額又は数量は、a)～d)の基準に達していないものの、その中の二項目以上に

おいて、基準の半分以上に達している場合 

f) その他情状が重大な場合 

エ.その他情状が重大な場合 

 加重情状 ⚫ 解釈一第5条2項、解釈二第1条、意見第13条2項： 

① 違法所得額が巨額の場合： 

違法所得額が15万元以上の場合 

② 情状が特に重大な場合： 

ア.不法経営額が25万元以上の場合 

イ.著作権者の許諾を得ずに、文字著作物、音楽・映画・テレビ・録画作品、コンピュ

ータソフトウェア、録音録画作品及びその他の著作物を複製発行し、複製品の数量

が合計2,500枚（部）以上の場合 

ウ.情報ネットワーク上で他人の作品を伝播することに関する意見13条1項に定める

行為を行い、その金額又は数量が同項第1号から第5号までの基準の5倍以上に達し

た場合 

エ.その他情状が特に重大な場合 

 

 用語の解説 

営利の目的 ⚫ 解釈一第11条1項、立件訴追基準一第26条、意見第10条： 

① 営利の目的には、有料広告等の方法で直接的又は間接的に費用を徴収する場合

も含まれる。 

② 販売の場合を除き、下記のいずれかに該当する場合、｢営利を目的とすること｣

と判断することができる。 

ア.他人の作品の中に有料広告を掲載し、第三者の作品との抱き合わせなどの方法に

より直接的又は間接的に費用を徴収すること 

イ.情報ネットワークを通じて他人の作品を伝播し、又は他人がアップロードした権
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利侵害作品を利用し、ウェブサイト若しくはウェブページで有料広告サービスを提

供し、直接的又は間接的に費用を徴収すること 

ウ.会員制の情報ネットワークを通じて、他人の作品を伝播し、会員登録費その他の

費用を徴収すること 

エ.その他、他人の作品を利用して利益を図ること 

著作権者、 

録音製作者 

⚫ 解釈三第2条1項： 

刑法第217条に規定される作品、録音製品に一般的な方式で署名した自然人、法人

或いは非法人組織は、著作権者或いは録音製作者であると推定すべきであり、当該作

品、録音製品において相応の権利があると認めるべきである。ただし、反証がある場

合は除く。 

著作権者の

許諾を得ず 

 

⚫ 解釈一第11条2項、立件訴追基準一第26条、意見第11条、解釈三第2条2項： 

著作権者の授権を得ていない場合又は著作権者の授権許諾文書を偽造し、改ざん

し、又は授権許諾範囲を逸脱している場合を指す。 

通常、認定にあたっては、著作権者又は著作権者が授権した代理人や著作権の集団

管理組織、国の著作権行政管理部門から指定された著作権認証機構が発行する係争作

品の著作権認証書類、若しくは出版者、複製発行者がライセンス許諾書類を偽造、改

ざんしていること、又はライセンス許諾の範囲を超えていることを証明している証拠

に基づき、他の証拠と合わせて総合的に認定するものとする。 

係争作品、録音製品の種類が多く、かつ権利者が分散している事件においては、係

争複製品が違法に出版・複製発行され、かつ出版者、複製発行者が著作権者、録音製

作者の許諾を得たことを示す関連証拠資料を提出できない場合、刑法第217条に規定

される「著作権者による許諾を得ていない」「録音製作者による許諾を得ていない」

と認定することができる。ただし、権利者が権利を放棄したり、係争作品の著作権又

は録音製品に関わる権利が中国の著作権法の保護を受けていないこと、又は著作権の

保護期限が既に満了していることを証明できる証拠がある場合を除く。 

複製発行 ⚫ 解釈一第11条3項、解釈二第2条、立件訴追基準一第26条、意見第12条： 

① 複製販売には、複製、販売、又は複製しかつ販売を行う行為が含まれるが、情報

ネットワークを通じて公衆に対し他人の文字著作物、音楽・映画・テレビ・録画

著作物、コンピュータソフトウェア、録音録画作品及びその他著作物を伝播させ
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る行為も含まれる。 

② ｢発行｣は、総発行、卸売り、小売り、情報ネットワーク通じた伝播及びリース、

展示即売する行為を含む。権利侵害製品の所持者が広告、注文募集等の方式で権

利侵害製品を売り込む行為も、｢発行｣に該当する。 

③ 不法に他人の作品を出版、複製、発行し、犯罪を構成する場合は、著作権侵害罪

として処罰する。 

 

⑥ 著作権侵害複製品販売罪 

定義 ⚫ 刑法第218条： 

営利を目的として、刑法第217条に規定する複製品であることを知りつつ販売し、

違法所得額が巨額な場合。 

訴追基準 ⚫ 解釈一第6条、立件訴追基準一第27条： 

① 違法所得額が10万元以上の場合。 

② 違法所得額が上記基準に達していないが、未販売の侵害複製品の価値額が30

万元以上の場合。 

 

⑦ 営業秘密侵害罪 

定義 ⚫ 刑法第219条1、2項： 

以下①又は②に該当する場合、当該行為は営業秘密侵害罪を構成する。 

① 下記に規定する営業秘密侵害行為のいずれかに該当する行為を行うこと 

ア.窃盗、利益誘導、脅迫その他の不正な手段を用いて、権利者の営業秘密を取得する

こと 

イ.前号の手段を用いて取得した権利者の営業秘密を開示し、使用し又は他人に使用

を許諾すること 

ウ.契約に違反し又は権利者の営業秘密の保持に関する要求に反して、自己が保有す

る営業秘密を開示し、使用し又は他人が使用することを許諾すること 

② ①の行為があったことを明らかに知り又は知り得べき状況下で、他人の営業秘密

を取得し使用し又は開示したこと 

⚫ 解釈三第6条： 
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刑事訴訟の過程において、当事者、弁護人、訴訟代理人又は訴外人が書面にて関連

営業秘密又はその他の秘密保持に必要となる営業情報の証拠、資料に対して秘密保持

措置を取るよう申請する場合、事件の状況に基づき、訴訟参加者を組織して秘密保持

承諾書に署名する等必要な秘密保持措置を取るべきである。 

前項の秘密保持措置に関する要求又は法律法規に規定される秘密保持義務に違反

する場合、法により相応の責任を負うものとする。刑事訴訟の流れにおいて接触·取

得した営業秘密を無断で開示、使用又は他人に許諾使用し、刑法第219条の規定に合

致する場合、法により刑事責任を追及する。 

訴追基準 ⚫ 解釈三第4条1項：権利者に重大な損害を与えた場合 

ア. 営業秘密の権利者にもたらした損失金額、又は営業秘密の侵害により得た違法所

得額が30万元以上である場合 

イ. 営業秘密の権利者に重大な経営難を引き起こして、破産、倒産させた場合 

ウ. 営業秘密の権利者にその他重大な損害を与えた場合 

加重情状 ⚫ 解釈三第4条2項：特に重大な結果をもたらした場合 

営業秘密の権利者にもたらした損失金額、又は営業秘密の侵害により得た違法所

得額が250万元以上である場合。 

 

 用語の解説 

営業秘密 ⚫ 刑法第219条3項： 

公に知られておらず、権利者のために経済的利益をもたらすことができ、実用性

を有し、かつ、権利者が秘密保持措置を講じた技術情報又は経営情報を指す。 

権利者 
⚫ 刑法第219条4項： 

営業秘密の所有者及びその許諾を得て営業秘密を使用する者を指す。 

窃盗 

⚫ 解釈三第3条1項： 

不法複製により、又は、授権なく或いは授権範囲を超えてコンピュータ情報システ

ムを使用する等の方法により営業秘密を盗み取った場合、刑法第219条1項1号に規定

される「窃盗」と認定すべきである。 

その他の不

正な手段 

⚫ 解釈三第3条2項： 

賄賂、詐欺、電子的侵入等の方法で権利者の営業秘密を獲得した場合、刑法第219
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条1項1号に規定される「その他の不正な手段」と認定すべきである。 

損失金額・ 

違法所得額 

⚫ 解釈三第5条： 

刑法第219条に規定される行為の実施によりもたらされた損失額或いは違法所得額

は、以下の方法に基づいて認定することができる。 

① 不正な手段で権利者の営業秘密を獲得したが、まだ開示、使用していない、或い

は、他人にその使用を許諾していない場合、損失額は当該営業秘密の合理的な許

諾使用料に基づいて認定することができる。 

② 不正な手段で権利者の営業秘密を獲得した後、開示、使用し、或いは他人にその

使用を許諾した場合、損失額は権利者が侵害によりもたらした売上利益の損失に

基づいて確定することできる。ただし、当該損失額が営業秘密の合理的な許諾使

用料より低い場合には、合理的な許諾使用料に基づいて確定する。 

③ 約束、権利者による営業秘密保持に関する要求に違反して、把握した営業秘密を

開示、使用し、或いは、他人にその使用を許諾した場合、損失額は権利者が侵害

によりもたらした売上利益の損失に基づいて確定することできる。 

④ 不正な手段で営業秘密を獲得した場合、或いは、約束に違反して又は権利者によ

る営業秘密保持に関する要求に違反して、開示、使用、使用を許諾したことを明

らかに知っていながら、依然として獲得、使用し、或いは開示した場合、損失額

は、権利者が侵害によりもたらした売上利益の損失に基づいて確定することでき

る。 

⑤ 営業秘密の侵害行為により、営業秘密が既に公衆に知られた場合、或いは、営業

秘密の滅失40を引き起こした場合、損失額は当該営業秘密の商業的価値に基づい

て確定することができる。営業秘密の商業的価値は、当該営業秘密の研究開発コ

スト、当該営業秘密の実施収益に基づいて総合的に確定することができる。 

⑥ 営業秘密を開示或いは他人にその使用を許諾することによって獲得した財物或

いはその他の財産的利益は、違法所得として認定すべきである。 

上記の②、③、④に規定される侵害によりもたらされた売上利益の損失は、侵害に

よって引きこされた販売量減少の総数に権利者の製品ごとの合理的利潤を乗じるこ

 
40 例えば、ある営業秘密が担体に記録されているが、当該担体が毀損されたことにより営業秘密が滅失した場合等がこれに

該当する。 
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とで確定することができる。 

販売量減少の総数が確定されない場合、侵害製品の販売量に権利者の製品ごとの合

理的利潤を乗じることで確定することができる。 

権利者が侵害によって引きこされた販売量減少の総数と製品ごとの合理的利潤が

いずれも確定できない場合、侵害製品の販売量に侵害製品ごとの合理的利潤を乗じる

ことに基づいて確定することができる。 

営業秘密がサービスなどのその他の経営活動に使用される場合、侵害によって減少

した合理的利益に基づいて確定することができる。 

なお、営業秘密の権利者が事業運営、事業計画に対する損失を減らするために、或

いはコンピュータ情報システムの安全、他のシステムの安全を再回復するために支出

した救済費用は、営業秘密の権利者にもたらした損失に計上すべきとされている。 

 

（2）補充内容 

単位犯罪に 

ついて 

⚫ 刑法第220条、解釈二第6条： 

単位（法人等）が刑法213条から219条の罪を犯した場合、単位に罰金を科し、そ

の直接責任を負う主管者とその他の直接責任者を各条の規定により処罰する。 

また、罪と刑を決める基準は、個人による犯罪の場合と同一である。 

罰金額に 

ついて 

⚫ 解釈三第10条： 

知的財産権侵害罪について、犯罪違法所得額、非法経営額、権利者にもたらした損

失額、侵害・冒用品数量及び社会的危害性等の情状を総合的に考慮して、法により罰

金を処するべきである。  

罰金額は通常、違法所得額の一倍以上五倍以下で確定する。違法所得額を確認で

きない場合、罰金額は通常、非法経営額の50％以上一倍以下で確定する。 

違法所得額と非法経営額がいずれも確認されず、三年以下の有期懲役、拘留、管

制、或いは、罰金を単科した場合、通常、三万元以上一百万元以下で罰金を確定す

る。 

三年以上の有期懲役を言い渡した場合は、通常十五万元以上五百万元以下で罰金

を確定する。 
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幇助罪に 

ついて 

 

⚫ 解釈一第16条、意見第15条： 

他人が知的財産権侵害の犯罪を行っていることを知りつつ、資金、預金口座、領収

書、証明書、許可証書を提供し、若しくは生産、経営場所を提供し、又は、輸送、貯

蔵、輸出入代理等の便宜を図り、幇助した場合、共犯として処罰される。 

また、他人が知的財産権侵害の犯罪を行っていることを知りつつ、権利侵害製品

を生産、製造する主要原材料、補助材料、半製品、包装材料、機会設備、付箋標識、

生産技術、調剤を提供し、又はインターネット開通、サーバー委託管理、ネット保存

空間、通信伝送通路、費用代理徴収、費用決算等のサービスを提供する者について

は、知的財産権侵害罪の共犯として処罰される。 

常習者に 

ついて 

 

⚫ 意見第14条2項： 

二年以内に知的財産権侵害行為を何回も行い、行政処理を受けておらず、その累

計額が犯罪の要件を満たす場合、犯罪として処罰される。 

罪の犯罪の 

競合について 

⚫ 解釈一第13条、14条、意見第16条： 

① 刑法第213条が規定する「登録商標冒用罪」41を犯すと同時に、当該登録商標冒

用商品を販売することで同法第214条が規定する「登録商標冒用商品販売罪」42

をも構成する場合、数罪併科43を処すことなく「登録商標冒用罪」として処罰す

る。 

② 刑法第213条が規定する「登録商標冒用罪」を犯したほか、別途、他人の登録商

標冒用商品を販売して同法第214条が規定する「登録商標冒用商品販売罪」を犯

した場合には、数罪併科を処する。 

③ 刑法第217条が規定する著作権侵害の犯罪を犯すと同時に、当該権利侵害複製品

を販売することで著作権侵害物の販売に係る犯罪44をも構成する場合、数罪併科

を処すことなく刑法第217条が規定する著作権侵害罪として処罰する。 

④ 刑法第217条に規定される著作権侵害の犯罪を犯したほか、別途、他人の権利侵

 
41 登録商標権者の許諾を得ずに、同一種類の商品に登録商標と同一の商標を使用し、その情状が重大な場合、「登録商標冒用

罪」を構成する。 
42 他人の登録商標を冒用している商品と知っていながら、当該商品を販売し、金額が比較的大きい場合、「登録商標冒用商品

販売罪」を構成する。 
43 一定の期間内に犯した複数の罪に対して、それぞれ罪を判定し、刑罰を裁量した上、所定の併科原則と刑罰期間の計算方

法に基づき、最終執行する刑罰を決定する制度を言う。 
44 営利を目的として、刑法第 217 条に規定する複製品であることを知りつつ販売し、違法所得額が巨額な場合、「著作権侵害

複製品販売罪」を構成する。 
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害複製品を販売して著作権侵害物の販売に係る犯罪45を犯した場合には、数罪併

科を処する。 

⑤ 行為者が知的財産権侵害罪を犯すと同時に、模倣品・粗悪品の生産・販売という

犯罪を構成している場合、知的財産権侵害の犯罪と模倣品・粗悪品生産販売罪

の中で最も処罰が重い規定に準拠して罪を判定し処罰する。 

侵害品などの

処理 

⚫ 解釈三第7条： 

特殊な状況を除き、登録商標冒用商品、不法製造の登録商標標識、著作権侵害の複

製品、主に登録商標冒用商品、登録商標標識或いは侵害複製品を製造するための材

料と工具は、法により没収又は廃棄しなければならない。 

上記の物品が民事、行政事件の証拠として使用される必要がある場合、権利者に

よる申請を経て、民事、行政事件を終結した後、或いはサンプル収集、写真を取る等

の方法で証拠を固定した後、廃棄する。 

 

4.刑事罰の種類及び内容 

（1）概要 

刑事罰とは、犯罪に対する法的効果として、国家によって犯罪をおかした者に科せられる一定の法

益の剥奪を言う。中国の刑事罰には、以下の種類がある。 

 

 
45 営利を目的として、刑法第 217 条に規定する複製品であることを知りつつ販売し、違法所得額が巨額な場合、「著作権侵害

複製品販売罪」を構成する。 
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（2）具体的な内容 

登録商標 

冒用罪 

⚫ 情状が重大な場合： 

3年以下の有期懲役又は拘留に処し、罰金を併科又は単科する。 

⚫ 情状が特に重大な場合： 

3年以上7年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。 

登録商標 

冒用商品 

販売罪 

⚫ 販売額が比較的大きい場合： 

3年以下の有期懲役又は拘留に処し、罰金を併科又は単科する。 

⚫ 販売額が巨額である場合： 

3年以上7年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。 

⚫ 未遂として処罰（意見8条1項） 

ア.まだ販売されておらず、商品価値額が15万元以上である場合。 

イ.一部が販売されており、販売された分の金額が5万元未満だが、まだ販売していな

い商品価値額との合計額が15万元以上である場合。 

⚫ 法定刑の幅に準拠して処罰（意見第8条2項） 

ア.販売されておらず、商品価値額が15万元以上25万元未満である場合。 

イ.販売されておらず、商品価値額が25万元以上である場合。  

⚫ 情状を斟酌して重罰（意見第8条3項） 

ア.販売額と未販売分商品金額がそれぞれ異なる法定刑の範囲、若しくはいずれも同

一法定刑の範囲に達した場合は、より重い処罰の法定刑又は同一の法定刑の範囲に

準拠し、事情を斟酌して重罰を加える。 

登録商標標識

の不法製造 

販売罪 

⚫ 情状が重大な場合: 

3年以下の有期懲役、拘留又は管制に処し、罰金を併科又は単科する。 

⚫ 情状が特に重大な場合： 

3年以上7年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。 

⚫ 未遂として処罰（意見9条） 

ア.まだ販売されておらず、他人の偽造、無断製造した登録商標標識の数量が6万件以

上である場合。 

イ.まだ販売されておらず、他人の偽造、無断製造した二種類以上の登録商標標識の

数量が3万件以上である場合。 
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ウ.他人が偽造、無断製造した登録商標標識を一部販売しており、その販売標識の数

量が2万件未満であるが、まだ販売していない標識の数量と合わせた合計数量が6

万件以上である場合。 

エ.他人が偽造、無断製造した二種類以上の登録商標標識を一部販売しており、その

販売標識の数量が1万件に達していないものの、まだ販売していない標識の数量と

合わせるとその合計数量が3万件以上である場合。       

特許冒用罪 ⚫ 3年以下の有期懲役又は拘留に処し、罰金を併科又は単科する。 

著作権侵害罪 ⚫ 違法所得金額が比較的大きい場合又はその他情状が重大である場合： 

3年以下の有期懲役又は拘留に処し、罰金を併科又単科する。 

⚫ 違法所得金額が巨額である場合又はその他の情状が特に重大である場合： 

3年以上7年以下の有期懲役に処し、罰金を併科する。 

著作権侵害複

製品販売罪 

⚫ 3年以下の有期懲役又は拘留、罰金を併科又は単科する。 

営業秘密 

侵害罪 

⚫ 営業秘密の権利者に重大な損害を与えた場合： 

3年以下の有期懲役又は拘留、罰金を併科又は単科する。 

⚫ 特に重大な結果を生じた場合： 

3年以上7年以下の有期懲役及び罰金を併科する。 

 

5.主管機関 

（1）捜査機関:公安局（警察） 

刑事訴訟法の関連規定によれば、刑事事件の捜査は、法律により別途規定されていない限り、公安局

が行うこととなっており、知的財産権侵害事件の捜査についても公安局が行っている。 

したがって、知的財産権犯罪の被害を受けた場合、被害者は、犯罪地や容疑者所在地の公安局に告発

することができる。また、知的財産権犯罪を発見した場合、被害者に関わらず、誰でも公安局に通報す

ることができる。なお、行政機関が摘発の過程において、当該事件が刑事訴追基準に達するものである

と認めた場合、当該事件を公安局へ移送する必要がある。 

公安局は、告発や通報、又は、行政機関からの移送を受けた場合、迅速に審査を行う。審査の結果、

犯罪事実があり、刑事責任を追及する必要があると認めた事件については、立件する。また、立件した

事件については捜査を行い、必要に応じて押収、勾留などの措置を取る。 
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捜査の結果、犯罪容疑が固まった場合、公安局は、当該事件を人民検察院に送検する。 

 

（2）公訴機関：人民検察院 

刑事訴訟法の関連規定によれば、公訴の提起は、人民検察院が行う。人民検察院は、公安局から送検

された事件について、審査をした上で、犯罪事実が明らかであり、証拠が確実かつ十分であり、刑事責

任を追及すべきであると認める場合、公訴を提起する。 

また、人民検察院は、法律監督機関として、公安局の捜査を監督する役割を担っており、公安局が立

件すべき事件について立件しなかった場合、人民検察院に立件監督を請求することができる。さらに、

上級人民検察院は下級裁判所が、最高人民検察院は各級裁判所が言い渡した確定判決や裁定に誤りがあ

ると認める場合、法により、抗訴することができる。 

 

（3）裁判機関：裁判所 

刑事訴訟法の関連規定によれば、裁判所は、国家裁判機関として、事実と証拠を調べた上で、法律規

定に従い、判決を言渡して、被告人の有罪と無罪、及び刑事責任を決定する。 

刑事訴訟法の関連規定によれば、被害者が知的財産権侵害を証明する証拠を有し、情状が軽微な知財

犯罪事件については、被害者より、直接に裁判所に対して刑事提訴（自訴）することができる。また、

公安局に告訴しても公安局が捜査を進めなかった場合、又は、人民検察院が公訴を提起しなかった場合、

直接裁判所に自訴して刑事訴追することができる。このような場合、裁判所は、被害者による刑事提訴

を受理しなければならない。 

 

第2節 刑事対応として取り得る方法 

1.公安機関への告発 

悪質な模倣事件に対しては、強力な打撃と徹底的な根絶が必要であるが、その場合、刑事による対応

が最も効果的である。また、刑事対応をとる場合、権利者は、自訴のルートを選ぶことができるが、公

安機関と検察機関がやることを自らやらなければならないので、証拠収集と権利主張において困難が伴

うことが予想される。 

したがって、重大な権利侵害を受けて、かつ、侵害者の刑事責任を追及が可能であると判断できる場

合、情報を収集した上、公安機関へ告発することが得策である。 

公安機関への告発は、書面又は口頭のいずれでも問題ないが、公安機関の立件基準は、「犯罪事実が
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あり、刑事責任を追及する必要があること」であるため、立件・捜査の必要性を認識させるに十分な情

報収集と、公安機関への適切な情報提供が肝心である。したがって、できるだけ、事前調査を通じて、

特定の侵害者と確実な被害状況の情報を収集し、公安機関に提供することが重要になる。 

こうして刑事的手続が進められるようになると、公安機関による捜査過程で、自身の調査によっては

知りえなかった被害状況までが、明らかになる可能性もある。 

 

2.行政機関の移送 

2006年1月26日の最高人民検察院、公安部、監察部が共同で「行政執行中の犯罪嫌疑案件移送に関す

る意見」で、行政機関は刑事訴追基準に達した案件を直ちに公安機関に移送しなければならないとされ

た。つまり、行政機関は、摘発の過程で犯罪構成の容疑があると認めた場合、事件を公安局へ移送する

必要があり、実務においても、行政機関と公安機関が連携して、摘発したケースもある。 

また、関連摘発事件が刑事訴追基準に達した場合、権利者は、当該行政機関、又は、その上級機関に

陳情し、移送の要請を提出することができる。 

 

3.刑事自訴 

（1）提訴要件 

自訴手続きは、刑事事件について、被害者等が自ら直接に裁判所へ刑事訴訟を提起する手続きを言う。

刑事訴訟法の関連規定よると、知的財産権侵害事件の被害者は、自訴を提起することができるが、下記

の提訴要件を満たさなければならない。 

適格な自訴人 ⚫ 模倣品事件の被害者 

明確な被告と具体的

な訴訟請求がある 

⚫ 明確な被告が存在すべきであり、被告が存在しない、又は、被告が行方

不明の場合、裁判所により訴訟の撤回を要求されるか、又は、提訴を棄

却される。 

⚫ 具体的な訴訟請求が必要であり、罪名と刑事責任を明確に提出する必要

がある。 

⚫ 刑事付帯民事訴訟を提起する場合には、具体的な賠償請求をする必要が

ある。 

自訴事件の範囲に属

する 

⚫ 知的財産権侵害事件において、被害者が犯罪の証拠を持っており、情状

が軽微な知財犯罪である場合、自訴事件の範囲に属する。 
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⚫ 社会秩序と国家利益を深刻に侵害している知財犯罪は、自訴事件に属さ

ない。 

⚫ 被害の証拠を持っているのに、公安機関又は人民検察院が被告人の刑事

責任を追及しない場合には、自訴が認められる。 

犯罪事実を証明する

証拠がある 

⚫ 証拠不十分の場合、裁判所により、訴訟の撤回を要求されるか、又は、

提訴を棄却される。 

提訴裁判所の管轄に

属する 

⚫ 知的財産権侵害事件の場合、通常、犯罪地又は被告所在地の基層裁判所

が管轄する。 

（2）管轄 

被害者は、自訴を提起する場合、下記の管轄規定にしたがって、管轄権のある裁判所に提訴する必要

がある。 

級別管轄 ⚫ 通常、基層裁判所が管轄する。 

地域管轄 

 

⚫ 通常、犯罪地の裁判所が管轄する。 

⚫ 被告所在地の裁判所が管轄する方が適切である場合には、そのようにす

ることも可能である。 

（3） 訴訟手続き 

 刑事提訴手続の要点 

提訴手続き 

⚫ 知的財産権侵害の犯罪事件については、被害者により裁判所へ自訴を提出することもでき、公安機

関による捜査を経て、検察院により公訴を提起することもできる。 

裁判所の受理 

⚫ 裁判所は、公訴の提起を受け取った後、7日以内に受理するか否かを決定する。また、自訴の提

起を受け取った後、15日以内に受理するか否かを決定する。 

開廷審理 

⚫ 開廷審理では、主に法廷調査、法廷弁論などを行うが、裁判長が弁論終結を言い渡した後、被告

人は、最後に陳述する権利を持つ。 

⚫ 自訴事件の場合、裁判所は、自訴事件に対し調停でき、また、自訴人は、判決が言渡されるまで

に、被告人と和解することができ、又は、自訴を撤回できる。 
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一審判決の言渡し 

⚫ 公訴事件について、一審裁判所は、通常、受理してから 2ヶ月以内に判決を言渡さなければなら

ないが、特別な状況があれば、関連手続を経て、審理期間を延長できる。 

⚫ 自訴事件の審理期限について、一審裁判所は、被告が拘留されている場合には公訴事件と同じく

2 カ月以内に、被告が拘留されていない場合には受理してから 6 ヶ月以内に、それぞれ判決を言

い渡さなければならない。 

上訴の提起 

⚫ 一審判決を受け取った日から 10 日間以内に、被告と自訴人は上訴を提起することができ、検察

院は控訴を提出することができる。 

上訴判決の言渡し 

⚫ 二審の審理の流れは、基本的に一審と同じであるが、下記事件以外は、開廷審理を経ることなく、

書面にて審理することができる。 

① 被告、自訴人及びその法定代理人が一審で認定した事実、証拠に異議を提出し、罪の確定と量

刑に影響を与える可能性がある上訴事件。 

② 一審において被告に死刑が言い渡された上訴事件。 

③ 人民検察院が控訴を提出した事件。 

④ その他開廷審理すべき事件。 

⚫ 二審裁判所は書面審理を決定した場合、被告に尋問し、その他の当事者、弁護人、訴訟代理人の

意見を聞き取る必要がある。 

⚫ 二審裁判所は、元判決の事実認定が明白で、法律適用が正確で、量刑が適当であると認める場合、

上訴又は控訴を却下し、元判決を維持する。元判決の事実認定が正確であるが、法律適用に間違

いがある、又は、量刑が不当であると認める場合には、自判する。元判決の認定事実が明白では

なく、証拠が不十分である場合には、証拠などに合わせて改めて犯罪事実を審査・認定した上、

自判することができ、また、元判決を取消し、原審に差し戻して再審理させることもできる。さ

らに、一審裁判所に訴訟手続違反があることを発見した場合には、元判決を取消し、原審に差し

戻して再審理させる。 

再審 
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⚫ 中国では、二審制であるため、二審判決は最終的な判決であるが、当事者は、法的効力の生じた

判決に明確な誤りがあると認めるときは、裁判所又は検察院に再審理を提出することができる。

再審理する事件については、元の判決及び裁定の執行停止を決めることができる。 

⚫ 再審理の請求は、通常、刑罰執行終了の 2 年以内に提出する必要があるが、当該期間を過ぎた場

合でも、法律規定に合致する状況がある場合には、請求が受理される可能性もある。 
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開廷審理 

立件 立件しない 

基本的には二審の手続は
一審と同様。一部の事件に
ついて、書面審理が可能。 

二審審理 

一審判決の受領日より 

10 日以内 

一審判決 
 

被害者自訴 

開廷前の準備 

7 日以内 

公安局捜査

査 

犯罪発生 

検察院公訴 

立件しない 立件 

15 日以内 

・合議体の設置 

・起訴状副本の転送 

・開廷通知 

自訴事件は、調停、和

解、訴訟の撤回が可能 

 

訴訟手続 
の終了 
 上訴 控訴 

二審判決 
二審自訴事件も、調停、 

和解、訴訟の撤回が可能 

 

フローチャート 
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第3節 留意点と実例 

1.日本企業の留意点 

刑事対応を重要視 

⚫ 中国の刑事訴追基準を把握し、関連する知的財産権侵害事件が刑事訴追基準に達していると判

断できる場合には、模倣業者に対し強いプレッシャーをかけることのできる手段として、刑事

対応を優先的に考える。また、損害賠償を求めるため、別途民事訴訟の提起も検討することが

好ましい。 

事前の調査と証拠の収集 

⚫ 刑事責任を追及するためには、被告の侵害行為を証明する証拠だけでは不十分であり、侵害の

情状が重大であることを証明できるだけの証拠が必要である。また、被告の行方も把握しなけ

ればならない。 

⚫ 調査会社を利用して、犯罪の情報を徹底的に把握し、入手できた証拠については、公証、鑑定

などの措置を取って証拠能力を高める必要がある。 

公安局と検察院の力を借りる 

⚫ 侵害の証拠については、被害者自身で比較的容易に確保できるものの、侵害の規模などに関する

証拠を確保することは難しく、また、被告人の自由を制限できないため、訴訟までその行方を把

握することも難しく限界がある。 

⚫ 一方で、公安局により立件された事件については、事前に模倣行為を停止させることができるだ

けではなく、模倣品に対する差押さえなどの措置を通じて、侵害の規模などに関する証拠を確保

することができる。なお、強制措置を取ることで、被告の行方も把握できるため、刑事対応にお

いては、公安局と検察院の力を借りることができるよう調整をすることが重要である。初歩的な

証拠があれば、公安局へ告発することができる。 

自訴手段の採用 

⚫ 公安局が立件しない事件については、自訴のルートを選ぶことができる。その場合、証拠の収集

と確保が重要になる。自訴により、刑事訴訟手続を起動させることができるので、侵害者に対し、

強いプレッシャーをかけることができる。 

 

2.関連刑事訴訟実例 

例：A 氏の登録商標冒用商品販売事件 
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 基本情報： 

案件番号：（2019）沪 0115 刑初 1835 号 

裁判所：上海市浦東新区裁判所 

公訴機関：上海市浦東新区人民検察院 

被告：A氏 

 経緯： 

B社は第 11類の便器、水洗式便器、洗面器、給水と衛生設備及びその部品等商品において 2件の「○

○」商標を登録している。2018年 3月から 7月にかけて、A氏は「○○」登録商標を冒用した衛生設備

であることを知りしながら、上海市浦東新区のある地下倉庫に保管し、かつ対外的に販売していた。2018

年 7 月 19 日に、公安機関は上海市浦東新区知識産権局と共同で上記倉庫内で販売待ちの「○○」商標

付き連体便器 75 セット、壁式小便器 190 セット、卓上式洗面器 26 個、和風便器 24 セット、便器カバ

ー29件、「○○」付き製品合格証 785枚とシール 150 枚を押収した。商標権者側の鑑別によると、上記

「○○」付き連体便器、壁式小便器と卓上式洗面器はいずれも「○○」商標登録を冒用した商品である。

上海市浦東新区価格認証センターが侵害された商品の市場中間価格に基づいて計算したところ、合計

694,500元であった。1 

 公訴機関の主張 

A氏は登録商標冒用商品であることを知りながら販売し、販売金額が巨大であるので、その行為は『中

華人民共和国刑法』第 214 条に触れ、犯罪事実が明らかで、証拠が確実、十分であるため、登録商標冒

用商品販売罪でその刑事責任を追及すべきである。A 氏はすでに犯罪の実行に着手し、一部の犯罪行為

は意志以外の原因で完成できなかったので、『中華人民共和国刑法』第 23 条の定めにより、犯罪未遂

に属するため、既遂犯に照らして処罰を軽く又は軽減することができる。A 氏は立件された後、自分の

犯罪を事実とおりに供述したので、『中華人民共和国刑法』第 67 条 3 項の定めにより、軽く処罰する

ことができる。よって、裁判所に被告 A氏の刑事責任を追及するよう請求する。 

 被告の弁護意見 

① A氏の行為は一部の犯罪未遂に属するので、法により処罰を軽減することができる。 

② A氏の罪を認める態度がよく、自分のすべての罪を事実どおりに白状し、公安機関の調査に協力し、

かつ罰金を納められるとのことで、罪を悔やむ態度があるので、法により軽く処罰することができ

る。 
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③ A氏は初犯、偶発犯であり、主観的な悪性及び社会的な危険性がより小さく、また老人と赤ちゃんの

世話を見る必要もあるため、量刑の時に被告に対して処罰を軽減し、かつ執行猶予を適用するよう

請求する。 

 裁判所の判断 

① 「○○」商標は中国商標局において法により登録された商標に属するので、中国の法律に保護され

ている。 

② 被告 A 氏は営利を目的として、商標管理法規に違反して、登録商標権者の許可を得ずに、登録商標

冒用商品を知りしながら販売したが、金額は巨大であるので、その行為は既に登録商標冒用商品販

売罪を構成した。公訴機関が訴えた罪名は成立し，支持すべきである。 

③ 被告 A 氏はすでに犯罪の実行に着手し、一部の犯罪行為は意志以外の原因で完成できなかったので

犯罪未遂に属するが、法により既遂犯に照らして処罰を軽減する。被告 A 氏は立件された後、自分

の犯罪を事実とおりに供述し、法により軽く処罰する。被告 A 氏の弁護人は A 氏に対する処罰を軽

く、軽減し、かつ執行猶予を適用するよう主張したが、本裁判所は認める。 

 判決要旨 

① 被告 A氏は登録商標冒用商品販売罪を犯したので、有期懲役 2年、執行猶予 2年とし、罰金 10

万元を課する。 

② 押収された登録商標冒用商品及び「○○」付き製品合格証、シールは没収する。 

  


